
第 6節 離島・へき地医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1日 離島 。へき地医療について

●離島・へき上也の医療については、昭和 31年度から11次にわたつて「長崎県へき地保健医療計画」に

より対策を実施してきましたが、国の医療計  【図】対象地域
画の策定方針により、第フ次医療計画から、

へき地保健医療計画を、医療計画と統合して

策定することとされました。

●「離島・へき地」の地域は、「離島振興法」及

び「過疎地域自立促進特別措置法」の適用地

域だす。

2日 本県ヴ 見状と課題

(1)か

0離島の医療圏においては、公的な医療機関を

中心に一定の急性期機能は確保されていま

すが、医療機関所在地と患者住所地の患者数

を比較すると、一定の患者が島外へ流出している状況がみられます。

【表】入院患者の動向

五島 卜7〒鳥 瓢 夕ヽす馬 舗

患者住所地 (a) 9′257件 5′098イ牛 8′339件 6′9091牛 29′603件

医療機関所在地 (b) フ′599イ牛 3′6924牛 6′688件 5′ 217待 23′ 196イ牛

勁 町 (C)=(b)■ (a) 82% 720/。 800/O 760/。 780/。

班蛇夕1功電出(d)=1000/o― (c) 180/。 280/O 20% 240/。 22。/。

※出典 :第 8章「二次医療圏ごとの課題と施策の方向性」の各離島医療圏域のデータより再掲

※「医療機関所在地」は、各医療固に立地している医療機関の診療報酬の年間の発生件数

「患者住所地」は、各医療圏に居住している住民の豫 限酬の年間の発生件数 (令和元年度実績)。

※詳細は「第4章第 1節 地域医療構想について」及び「第3章二次医療圏ごとの課題と方色策の方向性」をご覧

ください。

(2)【畳願頭鞘期襴制

●離島の医療圏においては、長崎県病院企業国が基幹的な医療施設を運営するとともに、周辺部の医療

については、市町立と民間の病院・診療所が担つています。

●離島の医療圏の医療機関を人口 10万対で比較すると、病院数は離島全体では本土並みですが、卜石

島地域、対馬地域では少なく、診療所数は、壱岐地域では本土地域より少なしЧ規 です。また、歯科

診療所は、五島地域、壱岐地域、対馬地域で本土地域に比べて少ない状況にあります。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●離島の医療圏の病床数を人口 10万対で比較すると、病院及び診療所ともに本土地域に比べて少なく

なつていますが、全国平均は上回つています。

●歯科診療所数については、本土地域及び全国と比較して少なく、離島医療国には、矯正歯科、小児歯

科等の専門医はいません
※1。
なお、障害のある方に対しての歯科医療については、長崎県口腔保健

センターの巡回歯科診療車による巡回歯科診療が行われています ※2

※1「第フ章第 2節歯科医師」をご覧ください。

※2「第3章第 6節高次歯科・数急歯科」をど覧ください。

【表】離島の医療圏別の医療施設の状況

※出典 :サヨ空期始  「令和 2年軸 銅司査」

●離島の医療圏においては、これまで企業団病院等の公立・公的病院を中心に診療機能の充実がなされ、

脳神経外科や心臓血管外科などの専門領域や特殊な治療を除くほとんどの疾患が地域内で対応でき

る状況となつています。

●離島の医療圏においては、内科、外科、整形外科など一部本土並みの医師が確保できている診療科も

ありますが、それ以外のほぼ全ての診療科目において医師が少ない状況にあり、さらに、離島地域間

でも診療科目により医師数に差があります。

●離島の病院・診療所において、常勤医師がいない特定診療科 (精神科・皮膚科等)については、長崎

医療センターや長崎大学等からの診療応援を受けて医療を確保しています。なお、県においては、離

島の公立診療所の維持のために医師給与買の一部を助成しています。令和 4年度においては、8つ

の診療所に補助を行いました。

病 院 診療所 歯科診療所

施設数 病床数 施設数 病床数 施設数

離島計 12 11.1 1,512 1404.8 110 102.2 102 94.8 49 45.5

五島 4 11.6 508 1477.1 39 113.4 79 229.7 14 40.7

上五島 1 5.1 186 939.8 21 106.1 17 85,9 12 60.6

壱岐 5 20.0 483 ¬936.0 16 64.1 O 0,0 9 36.1

対馬 2 7.0 335 1175.4 34 119.3 6 21.1 14 49.1

本土計 136 11.3 24,244 2012.5 1,238 102.8 3,082 255.8 667 55.4

県 計 148 11.3 25,756 1962.6 1,348 102.7 3,184 242.6 716 54.6

全 国 8,238 6.5 1,507,526 1195.1 102,612 81.3 86,046 63.2 67,874 53.8
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

ア)長崎県病院企業回

0「長崎県病院企業団」は、病院を経営する特別地方公共団体 (一部事務組合)として平成 21年 4月

1日に発足しました。構成団体は、県のほか、6市 1町です。

【図】長崎県病院企業団妍毒成図

●離島の医療国においては、囲 是供体制の充実のため、昭和 43年に長崎県病院企業団の前身である

長崎県離島医療圏組合が設立されました。令和 5年 4月現在、離島の医療固では6病院 3附属診療

所を運営しています。

●離島の医療国は、人口減少が急速に進んでおり、少子・高齢化、愚者ニーズの変化等により、企業団

病院の患者数の減少が続くなど、病院経営を取り巻く環境は厳しいものとなつていますが、中・長期

的な地域住民のニーズを踏まえ、必要な急陛期機能の維持や適正かつ効率的な医療機器や施設の整

備・運営が求められています。

イ)へき地診療所 。へき地医療地拠点病院

o「へき地診療所」とは、概ね半径 4 kmの区域内にイ也の医療機関がなく、その区域内の人口が原則とし

て千人以上であり、かつ、最寄りの医療機関まで通常の交通機関を利用して 30分以上 (通常の交通

機関を利用できない場合は徒歩で 30分以上)要するなどにより、設置されたものをいいます。

0本県におけるへき地診療所は、現在63施設 (歯科診療所含む)であり、そのうち医師が 1名以上常

駐している診療所が 20施設、医師が削駐していない出張効 4ヾ3施設となつています。

0なお、離島 (へき地)の公立診療所に常勤医白祓瀬己置されているところは、全体の 32%であり、そ

れ以夕H航院企業団病院等の地域の中核病院から医師の派遣や一人の医師による複数診療所の兼務
によって維持されています。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【表】へき地診療所の状況 (数字は箇所数 )

※偏港欄記載の診療所数以夕Hますべて公設公営

市町名
翔 うち有床診療所

断 斗翔 儲
常駐 非常駐 常駐

長崎市 2 1

嚇 3

イ左世保「lコ 1 2 1(17床 )

平戸市 2 1 1

檎 甫「F 3 1 1(19床 )

五島市 3 9 2

新上五島町 1 10 2

ノ」ヽ値賀町 1 1(19床 )

対馬市 4 11 1(6庁木) 3

壱岐市

寄 十 20 35 4 (61万積) 8

※出典 :厚生労働省「令和 4年度へき地医療概況調査」

0現在、診療所に常勤医師を配置できている市町においても、急速な過疎化によ否患者数の減少や医師

の高齢化等により日常的な医療の提供が厳しくなつているところもあります。

●県は、へき地診療所等への代診医師派遣等の支援を実施する病院として「へき地医療拠蕉病院」を指

定し、へき地における住民の医療を確保するように努めており、現在、へき地医療拠点病院として 8

病院を指定しています。

【表】へき地医療拠点病院の状況

四 脚 爛
医自下数

(f寺令首自b,'亀豊警訂)
標準医
麟

一日平
均入院
患者数

一日平
均外来
患者数

医師派遣

動
麟
呻
遣日数

長崎県五島中央病院 五島市 304 34.2 21.0 168.0 485.4 63 31.5

長崎県上五島病院 新 卜7〒島町 186 29.4 17.2 133.9 476.5 560 584

長崎県対馬病院 対馬市 275 40.0 20.9 182.6 426.0 44 纂

長崎県上対馬病院 対馬市 60 5.3 4.5 34.5 113.5 4フ 47

医療法人社団 大同会
ニュー琴海病院

長崎市 48 6.7 4.0 21.2 121.1 94 94

社会医療法人 青洲会
青洲会病院

平戸市 183 13.5 8.6 169.3 142.0 139 139

長崎医療センター 大村市 643 206.2 42.7 429.1 693.2 11 11

佐世保共済病院 イ左世イ呆市 404 55,9 21.4 210.1 466.3 14 11

※出典 :県の医療政策課令和 4年度病院立入検査結果、へき地医療現況調査 6厚生労働省)より

0県では、医療施設の整備や X線撮影装置等の設備劉席を行うへき地診療所等に対して、その費用のレも

成をそ子つており、令和4年度は3件の補助をそ子いました。
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【図】へき地診療所の配置図 (令和 4年 4月 )
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

大島診療所的山出張所

大島診療所
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所

黄島診療所 黄島診療所赤島分院

幾久山出張診療所

(3)医師・歯科医師の状況

ア)医師・歯科医師の峡況

0本県は、全国最多の 51島の有人離島 (離島振興法)を有し、県土面積の 4割近くを占めています。

この地理的要因により医療提供の基本となる医師数は本土と離島の間で 1,6倍の格差となつてお
り、1也域絡差が大きい状態にあります。また、本土部でも県南医療固は最も医師数が少なく、離島部

と同程度の状況となつています。佐世保県北団域は医療圏としては医師多数区域となつていますが、

佐世保市の中心部に医師が集中しており、それ以タトの市町では医白輯 少ないなど、本止間においても

地域絡差がみられます。
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【図】本県の医師の状況
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●平成 18年から令和 4年までの本県の離島の医療施殷等に従事する医師・歯科医師の数は、人口 10

万対では、ともに本土地域より少ないものの、人口減少の影響もあり平成 18年と比較すると土勤日し

ています。
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【グラフ】離島の医療圏の医師数推移 (単位 :人 ) 【グラフ】離島の医療圏の歯科医師数推移 (単位 :人 )

※出典 :厚生労働省「医師・歯科医師・斉舗鴨祠司査」

イ)医師の養成

0昭和 45年から本県では、離島・へき地医療に進んで従事しようという大学医学き1生に対し、授業料

や生活買等の修学資金を貸与する制度を設けています。さらに、昭和 47年には、全都道府県が出資

して栃木県に自治医科大学が設立されています。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

0さらに平成 22年度からは、地域医療に従事することを条件とした地域枠入学制度を設けており、現

在、長崎大学、佐賀大学、川崎医科大学において医師の養成を行つています。

●県の養成医は、離島の企業団病院を中心に配置していますが、離島医療固でも一定の充足が図られた

地域もあることから、今後は地域の[剣討帥 舗」を維持するために、へき地の医師少数スポットヘの

養成医の配置も進めていきます。離島・へき地におけ石医師の確保のためには、医療機関と行政が一

体となつて、医師一人ひとりのキャリア形成を支援しながら、一体的に地域ハの配置等を行う必要が

あるほか、義務期間が満了した養成医が県内に残るための受け皿づくりが必要です。

【表】医師の養成状況 (単位 :人 )

I見養成数
報

( )内は地域枠

医師

麟 勘 研修中等

県養成医
医学修学資金 197 115 (109) 41 5 36

自治医科大学 51 14 18 6 13

寄 十 248 129 (99) 59 11 49

※出典 :令和 5年 4月時点 県の医療人材対策室調べ

ウ)長崎県離島・へき地医療支援センター (ながきき呻 援センター)

0本県では、離島・へき地の公立診療所を支援するため、平成 16年 4月 に「長崎県離島・へき地医療

支援センター」を設置し、常勤医師の派遣、代診医師の派遣等の支援を行つており、平成 25年度か

らは「ながさきl也域医療人材支援センター」と一体となつて業務を実施しています。

【図】長崎県離島・へき地医療支援センター

【表】長崎県離島・へき地医療支援センターの役害」

長崎県医療審議会 長崎県 長崎県保健 医療対策協議会
離  島  医  療  部  会

研修審査委員会
長崎県離島・へきl也医療支援センター
(長崎県へき地隠庚戴潮陶∋
事務局 :医療人材対策室内

※一部業務を長崎大学(大学病院)′髭瑶毛
大学の体制 :医師 :2名事務職員 :3名

●′ゞき地E已奈搬μ詔丙防話羊
7〒皇中央病院 上五自病院 対馬病院 上対馬病院 ニュー琴海病院
罰 醐  昌

“

謝皇療センター

離島 へき地診療所
無医地区・準無医地区

へき土也園度期薪押戦護奏喰議

常勤医師派這
イ閉 礎
癬

園勒薩
イ1こ言多剪厖医3"下〕是皇

長崎県離島・へき地医療支援センター朗 錯 J

常勤医師の派遣
平成 16年 4月以降、これまでに8人の医師を県職員として採用し、診療所へ派遣してい

ます。

常勤医師の斡旋
公立診療所、企業団病院、自治体病院に対して令和 4年度までに合計フ2名の医師を斡旋

しています。

代診医師の派遣
センター何ι)の医師を派遣するほか、「しますけっと団」のシステムにより、個人や医療

機関を登録して、離島診療所に代診医師を派遣しています。
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地域医療継続支援事

業

医師の地戦厭億期徹」ヽのための事業として県タト在住の医師に対しての UIJターンを働き

かけ、医師不足地矧での診療所開業・継承・従事しようとする医師を地元自治体とともに

支援する体制の構築に取組んでいます。

工)ヘリコプターによる医師の派遣

0長崎県病院企業団は、令和 2年 4月から「離島等医療連携ヘリ事業

(RIMCAS)」 事業を実施し、ヘリコプターによる本土病院から離島病院

への医師搬送に加え、本土病院で治療を終えた患者を離島病眺へ般送 (下り

搬送)を行つています。移動時間短縮による医師の負担軽減や診療時間の確

保、本止病院で治療を終えた患者に安心して地元の病院で引き続き治療を受

けていただけるよう運営しています。

【図】「離島等医療連携

ヘリ事業 (RIMCAS)」

オ)長崎医療ヒンター・長崎大学における地域医療への貢献

0長崎医療センターは、へき地医療拠点病院の中心的病院として医師派遣や、離島医療を担う医師の育

成を行なつています。また、救急搬送ではドクターヘリの基地病院を担うとともに、特に離島からの

搬送は、昭和 30年代から自衛隊機等による 24時間体制に対応しており、重要剌豊害」を担つていま

り。

●県と五島市は、平成 16年から共同で長崎大学に寄付講座として「離島・へき地医療学請座」を設け、

長崎大学は五島中央病院に「離島医療研究所」を設置し、長崎大学の医学部生等に対する離島医療の

教育と診療を行つています。さらに、長崎大学としても様々な診療科の常勤医師の派遣や診療応援を

離島の病院・診療所で行なつています。

(4)無医地区等の状況

●本県における無医地区・無歯科医地区の状況は、令和 4年 10月末現在の無医地区等調査 的

合 で、無医地区は 1地区 (1市 )、 準無医地区が 6地区 (1市 2町 )、 無歯科医地区が 3地区 (2市 )、

準無歯科医l也区が 9地区 (2市 2町)あり、そのすべてが離島に存在します。

【表】本県の無医地区等

市町 地区
人口

(人)

無医地区 攀無医

地区

無歯科医

地区

準無歯科

医地区

イ左世保市

寺島 9 ● ●

高島 165 ●

黒島 407 ●

五島市 黄島 35 ●

壱岐市 三島 (大島・長島・原島) 263 ● ●

小値賀町 六島 1 ● ●

新 卜石島町

漆 45 ● ●

棘 8 ● ●

力」く 30 ● ●
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飯ノ瀬戸・青木・ナ邦l奇 フフ ● ●

伸知・一本松・竹谷 89 ●

米山・滓刺崎 フ2 ●

※出典 :令和 4銅蔓無医地区等調査 (厚生労働省)

無医地区

●無医地区とは、医療機関のなしu働で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半径
4 kmの区域内に 50人以上が居住している地区であつて、かつ容易に医療機関を利用すること

ができない1也区を指します。

準無医地区

●無医l也区には該当しないが、無医地区に準じた医療の確保が必要な地区と都道府県知事が判断

し、厚生労働大臣に協議できる地区 (具体的には下記のような地区)を指します。
・山、谷、海などで断絶されていて、容易に医療機関を利用することができないため、巡回診療

が必要である。

・半径 4 kmの地区内に医療機関はあるが診療日数が少ないか(概ね 3日以下)又は診療時間が短い

(概ね 4時間以下)ため、巡回診療等が必要である。

・半径 4 kmの地区内に医療機関はあるが眼科、耳鼻いんこう科などの特定の診療科目がないため、

特定診療科についての巡回診療等が必要である。

●離島の市町は、安定的な医療を住民に提供するために診療所を設置していますが、診療所が無い 2次

離島においては、地域の中核病院等が巡回診療を実施しています。

【表】無医地区等における巡回診療の実施件数 (単位 :件)

市田」名 地路 平成 30年 石む琴日薄 令和 2年 令和 3年 令和 4年

′Jヽイ醒室二妻皇町

大島 12 12 12 12 9

六島 0 0 0 0 0

納島 12 12 12 12 12

壱岐 三島 55 55 52 55 57

寄 十 79 フ9 76 79 92

※出典 :県の医療人本オ礎 調べ

(5)却咤制臓盗悧

●離島・へき地には、山間著Fや海岸線に集落が点在し、救急医療機関までの患者搬送に時間力功 か`ると

いう問題があります。近年ではトンネル開通等で交徹別更が改善されているものの、より速く、安全

に搬送できる体制が求められています。さらに、救命率の向上のため、救急救命士の養成や高規格救

急自動車の配備が進められています。

【表】離島の救急体制 (単位 :台)

消防名

平成 23年 4月 平成 28年 4月 令和 3年 4月

救急自動車

1轟
鳩 順

1羅
救急自動車

1轟
麟

1鰍
救急自動車 鳩 順

五島 フ 4 74 22 フ 6 フ4 21 フ 7 フ9 22

新 卜石島 5 2 4フ 13 5 2 45 13 5 4 50 12

壱岐 4 3 46 17 4 4 40 15 4 4 55 17

対馬 フ 5 80 22 8 6 94 23 8 フ 98 22

※出典 :,肖防防災年報
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●離島における救急患者の本土への搬送は、 ドクターヘリ (昼間 :365日 )、 県防災ヘリ (昼間 :365
日)、 海上自衛豚ヘリ (24時間 365日 )等を用いることにより、搬送時間の短縮等が図られてきて

いますが、治療開始時間の下層の短縮を目指し、より円滑で効果的な体制となるよう関イ系機関が連携

し、運用していくことが必要です。

●壱岐と対馬の医療圏においては、隣接する福岡県の民間医療機関によるヘリ捌嘘∽光子われています。

【表】離島の医療圏の搬送実績 (ドクターヘリ・県防災ヘリ・海上自衛隊ヘリの合計 単位 :件 )

平成 30年度 缶 日瀧 f澪日2盗同宣 ぐ訴日34可重 琴羽田4帳

五島 88 80 86 フア 66

新 卜7〒島 51 4フ 57 59 45

壱岐 44 40 34 27 34

対馬 39 42 27 33 42

宇久 15 13 6 11 1

′」ヽイ醸 5 11 10 11 2

密 十 242 233 220 218 190

※出典 :県の医療人材対策室調ベ

●離島の救急医療機関と本土の長崎医療センター・長崎大学病院の間で、平成 2年からCT画像等を
送信する遠隔画像診断支援システムを整備し、診断・診療の支援が実施されていますが、このシス

テムの陛能については、随時更新を行つていくことが必要です。

【グラフ】醐 嵐却観 びこれに基づくヘリコプター搬送件数   【グラフ】累計の画例A却徴 優塀涸別)

その他′

319
361

300 312

陸″夕,う ち搬送件数

―
伝送件数

100

●数急患者が、離島地域から長崎医療センターに搬送されたときの家族の宿泊施設として、「しま

の救急ファミリー八ウス」を病院に隣接して設置しており、多くの方々に利用されています。

【表】しまの救急ファミリー八ウス利用人数 (単位 :人)

400

200

0

3363

∞∞‖∞
R4R3R2Rl

五島′

509

`1!「
|:ィ

;ナ (!■

平成 30年度 密 日癬 余訴日24可支 令訴日3と司支 絣 日4戦

利用延べ人数 2,143 2′ 102 635 615 315

1日平均利用人数 5,9 5.フ 1.フ 1.フ 0.9

※出典 :県の医療政策課調べ

2-6-10



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

3日 麟 の方向性

(1)医蜘 軸

●離島の企業団病院は、地域に必要とされる医療の質の維持・向上を図り、患者の地域外への流出ar口

制に努め、効率的で効果的な運営体制の確立を目指します。

●離島の企業団病院は、公的医療機関として、地域医療構想の実現のために、地域における病床機能の

分化・連携と在宅医療の充実に取り組みます。また、公立診療所の医療提供体制の変化に対応するた

めに企業団病院を中心とした人的支援の可白コl生を検討します。

●県は、医療の質の向上と地域のため、へき地医療拠点病院と離島・へき地の診療所の整備・運営を引

き続き支援します。

●県は、医療機関が必要時に遠隔医療を活Rしたへき地医療を行えるよう、オンライン診療を含む遠隔

医療のための機器整備を支援します。

●へき地医療の体制確保及びチーム医療の充実に向けて、医師・歯科医師をはじめ、必要となる医療従

事者の確保に努めます。

(2)医師・歯科医師の確保

●県は、医学修学資金貸与制度や自治医科大学派遣制度により、引き続き、離島・へき地に勤務する医

師を養成します。

●国立病院機構長崎医療センター、長崎県島原病院、長崎県五島中央病院、長崎県上五島病院及び対馬

病院は、基幹型臨床研修病院として、離島医療を担う医師の育成を行なつていますが、県でもその取

り組みを引き続き支援していきます。さらに、◆後は国の動向も踏まえつつ、壱岐病院の基幹型臨床

研修病院としての指定に向け病院企業国と連携し、離島の4医療圏全てにおいて基幹型臨床研修病

院を置く体制の確立を目指します。

さらに、離島地区において基幹型として臨床研修を実施する病院の増加も目指していきます。

●県は、医師不足の地域における医自頭確保 。定着を図るため、「ながさき地域医療人材支援センター」

を中心にキャリア形成支援と一体となつた医師の配置等を引き続き行つていきます。

●県南医療固など本土の医療圏においても医師が不足している地域があることから、県としても医師

確保策の検討をイ子つていきます。

0平成 30年度からの新たな専門医制度により、若手医師の他県の医療機関への流出が懸念されること

から、臨床研修医を引き続き県内に留めるため、効果的な研修システム構築のための支援等を行つて

いきます。
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●歯科医師会等の関係機関が連携し、離島医療国の歯科医師の確保に努めるほか、長崎大学病院から離

島の拠点病院への歯科医師の派遣も検討します
※1

※1「第フ章第 2節歯科医師」をご覧ください。

(3)離島・へき地の敷急搬送体制の整備

●救急搬送にかかわる関イ系機関が連携し、ヘリコプターの有効かつ効果的な運航を行い、さらに海上自

衛隊・海上保安部とも連携しながら、救急搬送体制の充実に努めます。

●「遠隔画像診断支援システム」については、情報通信技術の向上も踏まえ、モバイ)防鱒 等の

機能向上を図りながら、適切な時期に更新を行います。

4E成果と子旨標

(1)成果と与旨標

2)指標の説明

方瞭 の成果 指標 幹
(目標)

2029年

離島の医療機関における医

師を確保すること
離島の病院等に勤務する医師数

230
(2022年 )

230

離島の二次救急医療体制を

維持すること
離島の二次救急を担う医療機関数

9

(2022年)
9

離島へき地における医師数
l曽カロ

離島と本土との医師数格差縮小
1.61

(2022年 )
1.49

良質かつ適切なへき地医療

;煙弘崇やな箭」σ剪轟溶便

へき地医療拠点病院の中で主要 3事業
の年間実績が合算で 12回以上の医療
機関の割合

8フ .50/。

(フ病院)

(2022年 )

1000/o

(8病院)

へき地医療拠点病院の中でへき地医

療拠点病院の必須事業の実施回数が

年間 1回以上の医療機関の割合

1000/0

(8病院)
(2022年 )

1000/0

(8病院)

遠隔医療を実施するへき地医療拠点

病院数

0

(2022年 )
8

指標 説明

離島の病院等に勤務する医師数
離島の病院等に勤務する医師数を増加させます。

※出典 :厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」

離島の二次救急を担う医療機関

数

現行の救急告示医療機関数を維持します。

※出典 :県の医療政策課調べ

離島と本土との医自噛 嗣 ヽ
離島と本土との医師数格差を 1.5倍茶両に縮小します。

※出典 :厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」
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へき地医療拠点病院の中で主要

3事業の年間実績が合算で 12
回以上の医療機関の劇合

へき地医療拠点病院の中で主要 3事業 (巡回診療、医師派遣、代
診医派遣)の年間実績が合算で 12回以上の医療機関の割合を増
カロさせます。

※出典 :へき地医療現況調査 (厚生労働省)

へき地医療拠点病院の中でへき

地医療拠点病院の必須事業の実

施回数が年間 1回以上の医療機
関の割合

へき地医療拠点病院の中でへき地医療拠点病院の必須事業の実施

回数が年間 1回以上の医療機関の割合の割合を増加させます。
※出典 :へき地医療現況調査 (厚生期勁9

遠隔医療を実施するへき地医療

嚇 随

遠隔医療を実施するへき地医療拠点病院数を増加させます。

※出典 :へき地医療現況調査 (厚生労働省)
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第 7節 救急医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1日 敷急医療について

●本県の救急医療体制は、患者の傷病の程度に応じて、初期救急、二次敷急、三次救急の 3段階に分か

れています。

●初期救急医療は、比較的軽症の患紗 卜来診療を行つており、各市が運営する急患センターや、各郡

市医師会による在宅当番医制度により行われています。平日夕方の時間外や夜間、土曜日午後、日祭

日については、二次救急の病陪 鞠紹鈴」病院等もその役割を担つています。

0二次救急医療は、入院治療・手術等が必要とされる重症救急患者への対応を行つており、原貝」として、

消防による救急搬送や、初期救急医療機関からの転送患者を対象としています。県内の医療固で病院

群輪番制度やそれを補完する救急医療協力病院により対応しています。

0三次救急医療は、二次救急医療機関においても処置できない重症患者や複数の診療科領域にわたる

重篤患者への対応を行つており、県内では4病院が三次救急医療機関として指定されています。

●救急医療を担う医師の確保が重要な課題となつており、医療圏によって、又は同じ医療圏の中でも、

中′己嗜[とそれ以外の地餌では医師の数に偏在が見られ、医師の疲弊が増大してきていることt,深刻

な問題となつています。

2日 本嘴麹剪財伏と組

(1)

●本県における救急医療の需要は、年々増加傾向にあります。新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、令和 2年は県全体の出動作数、搬送人数が減少したものの、令刑 3年は元の水準に戻りつつあ

ります。

【グラフ】本県の救急患者の推移

79聟只, 65′ 863 67r056
723 67,429

65,561

61′ 89662,253
63,437

61′ 062 62,10060,9
′057

60,273 ′215 1

69000 73 56,906 57,861
―
― ____●

__.、
5 7,22

予

59プ 265

とと・55, _Jr'
ヽ

争 ""◆
― ― ● ~

50,000

…‐~曲動件数  ~● ~搬 送人数

4q∞O
H24   H25   慎26   測27   H28   H29   H30    Rl     R2   R3(年 )

※出典 :令和 3と判剣屁肖防防災年報
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●搬送患者の約 フ割近くを 65歳以上の高齢者が占めており、全国的に、今後も高齢者のと曽加に伴い高

齢者救急の作数十鍵 力Eすると見込まれていることから、それに伴う疾病構造の変化にも対応するた

め、引き続き、医療体制が手薄となる休日・夜間帯において、多様な疾患に対応できる体制の確偏が

必要です。

【グラフ】本県の年齢区分別捌,送患者の推移

工7.224 ■S,,3S

【H29】 【H30】

■ 少年
で
'■

7茂よ
'■

'■

13言 キ ,=)

【R生】 【R2】           【R3】

日 そ 人 (国 6う―フ4虚 ロ フら～84■ □ 85茂 ～)
(注 65'|イ エ

'

■ ′年生堤
(全Li428働 サイ内)

圏 乳 幼 児
以
来

人

£

歳

帥

い

ぉ
(主 iヽ之9日 Ⅲ(■
フヽ☆柔れ )

上
れ

■6′■32
■4′ ,4フ

※出典 :県医療政策課調ベ

(2)数急医療体需ll

ア)医療覇鶴F懸執夢伏況

【図】本県の救急医秀嘲輪」

※精神科救急については、「第 5節-1 精神科医療」に記載しています。
※救急医療体制の詳細については本節末尾の「【表】本県の勲急医療体制」を参照してください。

鰤 赫 全,瞬

欺 急 医 療 協 力 病 院 9病院

長 崎 医 療 セ ン タ ー

長 崎 大 学 病 院

佐 世 保 市 継 合 医 療 セ ン タ ー

長崎みな とメデ ィカルセンター

救 急 患 著

消 防 本 部 等

かか りつ け医に よる教急

医 療 のオロ談 、 診森 対 声じ

救 急 医 療 情 揺 シ ス テ ム

電話・ インターネットによる敢急

医 歳 γ,要の 提 供

O休 日・ 夜 間 の 在 宅 当 番 医 の情 報
0体 日・ 夜□亀墓セ ンター・休 日

在 宅 当 着 医 制

■ 2郡 市 医 師 会

休 日 夜 間 急 患 セ ン タ

5節所

【初期敷 急医療 】

軽 症 患 者 の 受 入

敷 急 告 示 医 療 機 関

ドクターヘ リ

による搬送【2次散 急 医 翻
入 院 治 積 を 必 要 と す る

重 症 患 者 の 受 入

【3次欺 急医憲 甚
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を総合的 に提供
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イ)国康構閥磯 lめ押_と連携

●時間夕Hこおいて、休日夜間急患センターおよび救急告示医療機関等では限られた医師や看護師等で

対応している中で、急を要さない患者の受診が一定数を占めています。それにより医療従事者の疲弊

が深刻な問題となつており、地域住民に対して「摘下な受診」についての啓発が必要です。

【表】二次医療回別 二次・二次放急医療機関における時間外救急患者数等の状況

※出典 :県医療政策課調べ (病床機能報告データ)

●医師の高齢イヒ、地域偏在などの影響から、救急医療を担う医師が不足する事態が生しています。また、

このことにより、近隣の二次救急を担う病院群輪番制病院や救命救急センターに数急患者が集中す

るため、ますます勤務医が疲弊し、救急医療に係る機能の低下が懸念されています。

●者5市吉Fでは、医療人材不足による輪裔病院の辞退などにより、搬送受入に文寸応できない1犬況も顕暗と

なつています。

l表】二次・三次救急医療機関における医師数の状況

医療圏
常動医師数

EA]

非常勤医師数

[Bヨ

人口

EC]

人口10万人あた りの医師数

([A] 十 [3コ / EC]) X10万

長 崎 403 人 35 人 505′ 512 人 866人
佐 世保

垢ミ封ヒ
256 人 35 人 307′フフ■ 人 946人

県 央 296 人 94 人 264,638 人 ■474人

県 南 74 人 20 人 126,764 人 フ4.2人

五 島 32 人 0 人 34,391 人 930人

上 五 島 24 人 フ  人 19′ 791 人 1566人

壱 岐 14 人 3  人 24′948 人 681 人

対 馬 35 人 4 人 28′ 502 人 136.8人

言十 1,134 人 ■98 人 ■′312,3■ 7 人 1015人

※出典 :県医療政策課調ベ

※長崎大学病院に関しては、二次数急医療のみの人数です。

※各医療機関の医師数は各医療機関の直近の救急告示更新時 (令和 2～ 4年度)のものです。

※人口は令和 2年国勢調査時のものです。
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●三次放急医療機関においては、重症外傷・広範囲熱傷・忽陛中毒等の特殊疾病患者への困腐国々麟旦

う高度救命救急センターとして、平成 30年 4月に長崎大学病院及び長崎医療センターを指定、ま

た、令刑 2年 2月に長崎医療国にて新たに長崎みなとメディカルセンターを救命救急センターに指

定し、三次救急医療機関相互や二次救急医療機関との連携が図られているところです。

●二次及び三次放急医療機関に搬送された患者が救急医療用の病床を長期間使用することで、救急医

療機関が新たに救急患者を受け入れることが困難になる、いわゆる救急医療機関の「出国の問題」の

改善が必要です。        ・

●精神叫救急においては、精神科救急を担う医療機関の多くは精神科単科の医療機関であり、身体合併

症の患者受入れが困難な場合も少なくありません。一方、精神科以外の診療科においては、患者が精

神疾患を合併している場合の対応に苦慮していることが多い点も指摘されており、地域における精

神科救急医療体制の整備が必要です。

※精神科救急の詳細は、「第5節-1精神科医療」に記載

●新型コロナウイルス感染症まん延時には、感染症患者受入のための病床確保や疑い患者の隔離のた

め相対的に一般病床が減少したことや、医療従事者の感染等により人員不足が生じたことなどによ

り、救急外来や入院病床において救急患者の受入れが困難になる事案力Ч曽加し、救急医療における

様々な課題が願在化しました。このような問題を解決するためには、平時より、地域の麟 機関が役

割分担を行つたうえで運携体制を構築しておく必要があります。

ウ)高齢百の救急医療

●高齢者の救急搬送件数は今後もl勤日傾向が続くと予測されることから、救急医療機関が現在も抱え

る搬送受入れ困難及び出国の問題がさらに深刻化することが懸念されており、その対応が必要です。

●搬送受入れについては、高齢者の急病の場合において疑われる疾患が多岐にわたり、搬送先選定が囚

難であることや、患者の因贋隋報の確認に時間を要することなどが課題となつています。また、人生

の最終段階を迎える患者においては、患者自らの意思に沿つた医療を提供できるよう、その意思の情

報共有のための仕組みについて検討していく必要があります。

●出国の問題としては、叡l生其月病院において救命期を脱した患者の転院を受け入れる医療機関がない

などの問題が発生しています。医療機関の連携強化や役割分担が必要であり、長崎医療固の一部で

は、lU靱卦彩恢の導入による翌日転院の住組みづくりが始まつています。

0また、退院後の受入れ施設がない、在宅生活へ帰すことができないなどの問題があり、医療と介護

の関係者が運携を図り、包括的な在宅医療・介護の提供体制を整備する必要があります。

(3)瑯碇制濁饉鶴蒔u

ア)嗅購鋼慟数別朧移

●長崎県には 10箇所の哨防本部があり、それぞれ複数台の救急車が配置されています。本県でも高齢

化の進展や疾病構造の変化にともない、者F市吉[では救急出期 Ч曽えています。缶漸日4年 4月 1

日現在、救急自動車 98台 (うち、通常の救急車に比べて活動しやすい車内空間とより高度な救急資
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傷病程度
晩年中 R2年中 R3年中

人員数 構成比 熾 構成比 人員数 Iil,日

'1,`

死亡 796 1.30/。 889 1.60/( 88a 1,SO/。

重症 6′ 653 10,90/0 6′485 11,30/( 6′ 103 10.30/0

中等症 32′ 56フ 53,50/。 31′474 55,00/〔 32′839 55.40/0

軸 20′357 33.40/。 17′ 93C 31.30/〔 18′954 32,00/。

その他 5と4 0190/。 44フ 0.80/〔 48C 0.80/。

60′ 91フ 100100/。 57′225 100100/〔 59′26E 100.00/O

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

器材を有した高規格救急自動車が 88台))

●近年、数急車で搬送された人のうち、入院の必要のない軽症者の割合が約 3分の 1を占めています。

また、その軽症者の半数以上が 65歳咲上の高齢者となつています。

限られた救急車を運用する中で、タクシーや歩いて行けるような病気やケガで救急車を利用すると、

1分 1秒を争う重症患者の搬送に支障をきたすおそれがあります。

【表】傷病程度別搬送人員の推移 【グラフ】円型正」の年齢区分別搬送人員の推移

※出典 :長崎県消防防災年報

※重症とは、傷病の程度が 3週間の入院那療を必要とするもの以上のもの。中等症とは、傷病の程度が入院を要

するもので重症に至らないもの。軽症とは、傷病の程度が入院加療を必要としないもの。

イ)ドクターヘリ (▼焔 医療用ヘリコプター)

●ドクターヘリとは、数急専用の医療機器を装備し、救急医療の専門医師と看護師が措乗して救急現場

などに緊急出動する専用のヘリコプターです。

0本県では平成 18年 12月に独立行政法人国立病院機構長崎医療センターを基地病院として、ドクタ

ーヘリを 1,V`黙怖」で運航開夕台しました。

●重症救急患者の治療においては、発症から 30分以内に適切な治療を開始できることが重要なため、

現場ですばやく治療に取りかかることができるドクターヘリの導入により、救急患者の救命率向上

や後遺症の軽減につながつています。また、平成 21年 10月から佐賀県との共同運航 (長崎県から

佐賀県への出動)を開始し、平成 30年 3月には佐賀県とドクタ=ヘリ相互応援協定を締結すること

で、救急医療搬送体制の強化を図つています。

●平成 27年度以降、 ドクターヘリヘの搬送要請は年間 1′000件を超えています9また、本県におけ
る「ドクターヘリ 1機あたりの年間飛行時間」は全国 2仏 「1機あたりの出動件数」は全国 3位と
なつています。偕訴日3年度 。日本航空医療学会調)
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■ トクターヘ リ 佐賀県との旧互応援協定について
。長崎県は平成 30年 3月に、佐賀県との間に相互応援協定を締結
しました。
・この協定締結によって、事l盾により自県のドクターヘリが出動で

きない場合や自県のドクターヘリのみでは対応ができない場合等

に相手県のドクターヘリを自県へ出動要請することが可能となり

ました。
・このことによって、救急医療体制の強化 。両県の救命率の向上等

の効果が期待されます。

【表】ドクターヘリの運航実績 (医療政策課調)

●ドクターヘリの出動方法には、「現場出動」と「病院間搬送」があります。

)“
遭豊懇國ar―

戦
鞘

ア=イ+ウ

出 動 前

キャンロレ

イ

出 動 回 数

合 計

ウ=二十オキカ

平成 18年度 112 6 106 53 49 4

平成 19年度 435 41 394 210 158 26

平成 20年度 494 32 462 237 193 32

平成 21年度 622 59 563 267 251 45

平成 22年度 676 84 592 309 228 55

平成 23年度 881 129 フ52 465 191 96

平成 24年度 832 118 フ14 413 224 77

平成 25年度 832 110 フ22 399 235 88

平成 26年度 998 1フ9 819 484 228 107

平成 2フ 年度 1,138 248 890 558 195 137

平成 28年度 1,049 255 フ94 494 166 134

平成 29年度 1,069 236 833 4フ8 196 159

平成 30年度 1′ 130 232 898 528 235 135

令和元帳 1′039 209 830 480 226 124

今雰日2全団支 1,067 252 815 444 230 141

きヽ禾日3全FE三 1,063 234 829 415 228 186

令雰日4鞭 1,045 237 808 434 226 148

出動方法 内容

現場出動

原則、消F方干幾関が医師による早期治療が必要と判断した場合に出動要請を行い

ます。ドクターヘリは出動後、消防機関が選定した離着陸場へ着陸し、医師によ

る処置力χ丁われた後、患者の容態に応して適切な医療機関へ搬送します。

病院間搬送

要請は搬送元の医師が基地病院医師と協議の上、 ドクターヘリ搬送が必要と判
断した場合に行います。病院敷地内等にヘリポートを有していない病院十お肖防

機関等の協力を得て離着陸場を選定した後、救急車等にて離着陸場まで思者を

搬送します。離着陸場にて合流し、患者の引渡しを行い、ドクターヘリにて搬送

先病院へ搬送します。
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ドクターヘリ週航体制図 (I腸出動)

ドクターヘリ運航体制図 (病院間躙

(注 1)患者搬送先病院が長崎医療センターの場合は、①と②の要請は一体で行われる。
(注 2)要請元の医療機関がドクターカー叉は救急車を出動させる場合は、消防機関に対する悪者搬送依頼や消防機
関の救急車出動は不要となる。

(注 3)イ吏用する離着陸場所が、病院所有でない場合は、消防機関とドクターヘリ運航管理室 I」寸ヵ場力して、離着陸場

所の確保等を4fうこととなる。

悪着発生

①救急車要請 (119番通朝
とコ

中

②救急車出動 _ど颯

語
榔
翻
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0  0
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一一一
―ヘリ

0

④ドクターヘリ出動 B4第
エ

岱
,γ で

現場近くの

救命処置
くに着陸後、

すぐに医師による治療開始 )

只5夏怒a雪墨宅純種
搬送先病

仔艶
0  0

森

.Nと ,ェ
搬送先病院

∩ドク,■り運航管理室

④ドクターヘリ 出動要請 (注 3) 苗属撮長曇二I夕
~内)IΨ t

声

弱爵再
消防本部

（

―

②ドクターヘリ出動要請 (注 1)

簸解屯騒鯵距父」
の対応可朝

る撃

一一一
③

命 医療機関

1111

②故急車搬送
(ドクター同乗)

③患者の受入要請 (注 1)

曇

搬送先病院
/

`

塵 ‐ エ

0  0 ③患者ヘリ搬送

・患者引き渡し
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●緊急を要する場合には、症状や要請時間帯に応して、ドクターヘリ、県防災ヘリ、海上保安庁・海上

自衛豚ヘリにより、適切な医療機関への搬送等を行つています。

※海保・自衛豚ヘリは、 ドクターヘリ、防災ヘリ共に出動コヽ口」の場含貌務蕗蔀睛ヒ

ウlアクセス時間を考慮した体制整備

●平成 29年 3月から、長崎医療センターの敷地内に設置された消防署の救急出動の際、必要に応して

長崎医療センターの医師、看護師が救急車に同乗する「県央地域広域師町村圏組合と長崎医療センタ

ーにおける医師同乗赦急車 (EMTAC(Tノ、タック))」 を運用しています。悪天候で ドクターヘリが

運航できない場合等も対応することが可能となつており、救命率の向上に寄与しています。

0長崎大学病院では、平成 24年 5月よリドクターカーを運用しています。ドクターカーには医療機器

を搭載しており、医師、看護師等が乗り込んで救急現場N駆けつけるため、より素早く治療を行うこ

とができます。

工)Iσ『 による情報共有

●本県では、救急医療躊報システムを再整備し、救急患者搬送先医療機関の応需盾報や搬送受入状況

を、救急隊や二次・三次救急医療機関力斗目互で情報共有し、患者の搬送や受入に活用することとして

います。また、搬送受入結果データを集積し、救急搬送にかかる課題分析などを行うよう進めていま

す。

●離島・へき地においては、島内の中核病院やへき地診療所から、(デ「
。MRIの画像を「遠隔画像診断支

援システム」により長崎医療センター等へ送り、救急患者の診断、治療に活用しています。

(4)病院前敷護活動

●救命率の向上には、「 N亭止の予防」、
「早期認識と通報」、「一次救急処置 1闘朧 と AED)」 、「二

次救命処置と,酎白再開後の集中治療」のスムーズな連携が重要で、大切な命を救うためには、住民・

数急隊・医師が一体となつて迅速な対応・連携をしていくことが大切です。

ア)メデイカルコントロール

●救急現場から医療機関に搬送されるまでの間において、救急救命士等が実施する応急処置に対して

医師が医学的指示・指導又は助言を行い、実施した応急処置を検証してそれら応急処置の質を保障す

ドクターヘリ 防災ヘリ 海上保安庁・自衛跡ヘリ

鑑 麟

専用性

有

ω艦纏瘍囀用ヘリ)

無

(他用途にも使用)

無

(他用途にも使用 )

機能
○聴 搬

○転院愚者搬送
○離島からの転院患者搬送 ○離島からの救急患者搬送

鞘

・救急要請時は4分以内に離陸
・基地病院の医師、看護師が搭乗
。救急専用医療機器を常偏

・基地病院等の医師が措乗

・必要な医療機器を持参

・基地病院等の医師が搭乗

・必要な医療機器を持参

艤 陣 也
・臨時離着陸場、場外

~離
着陸場、

ヘリポート、空港

・場外離着陸場、ヘリポー

ト、窒参巷
・ヘリポート、空港

時間帯 昼間 365日 昼間 365日 (点検期間附 24時間 365日
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

ることを「メディカルコントロール」と言います。

0長崎県は、これらメディカルコント回―ルの充実のために、平成 15年 3月に「長崎県メディカルコ

ントロール協議会」、県内フ地域 (長崎 。県北・県央県南・下五島・上五島・壱岐・対馬)に「地域

メディカルコントロージレ協議会」を設立しました。

0この協議会には、医師と消防の救急責任者及び県行政機関が参加しており、救急活動を円滑に行うこ

とができるよう関係機関力滸目互王里角旱を深めています。

●県内の各地域では、医師による救急活動の事後検証や現場の救急隊員に対する指示・す旨導・助言、病

院での応急処置の実習を通して、救急救命士や救急隊員のレベルアップに取り組んでいます。

イ)唖

●救急救命士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、病院到着前に医師の指示のもと救急患者に対し、救

急救命処置を行うことができる人のことです。

●救急救命士は、病院まで欺急で搬送する間に、日耐白も呼吸も止まつてしまつた人や劇 科鮪鵠 止前の

重度傷病者に対して、器具による気道確保や薬剤の投与等の救急救命処置
※
を行うことができ、その

処置範囲(ま子たム大してきています。

※これらの処置を行うためには実務勃廠はど一
‐
疋の郵軒■を満たすことが必要です。

●令和 4年 4月 1日現在、県内の救急隊員数は 1′094名 (専任 148名、兼任 946名)であり、その

うち、救急救命士である者は、365名です。また、県内全消防本部が高規格救急自動車による運用を

実施しています。

●本県では、気管挿管ができる救急救命士を育成するために、麻酔科専門医の指導のもと、病院での全

身麻酔を受ける患者を対象に、挿管実習を令和 3年度は延べ 14医療機関で行つています。資格取得

のためには、30症例の実績が必要ですが、件数確保が難しくなつています。病院での挿管実習には、

県民の皆さんの理解と協力が不可欠です。

ウ)自動体外式際細動器 (AED)の住民への周畑等

●AED請習を含む救命請習については、消防機関等の協力により、多くの住民が受講しています。ま
た、学校などの教育の現場においても、AED請習を含む救命請習を実施するなど、その必要陛が浸

透しています。

●AED設置についても、各施設事業者の自主的な設置が年々進み、県内設置数は4,569台 (令和 5年

5月現在 =般社団法人日本救急医療財団調
べ)となっています。

3E施策の方向性

(1)敷急医療体制

●緊忽い まく自分で病院に行ける場合やコンビニ受診、特に都市部における軽症者の二次・三次医療

機関へのウォークイン受診などを抑制する一方、救急車の要請や時間外受診をためらうことで、生命
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に危険が及んだりすることがないように、電話本臨鮎 舗」(#7119)の早期導入及び周知を行うとと

もに、救急車の適正利用と救急医療機関の適切な受診について、力功 り`つけ医の協力も得ながら、県

民に対する普及啓発を図ります。

●医療圏によって、又四U瑚こよつては、数急医療を担う医師が不足している地域があることから、

救急科を専攻し県内の救命救急センターなどで勤務すると返済が免除される研修資金の貸与や、県

養成医が救急科を専攻しやすくするための動務要件の見直しを行うなど、救急医の確保に取り組ん

でいきます。

●病院群輪番制病院及び救命救急センターに対して、より良い医療提供が行えるよう設備整備等への

支援を行つていくとともに救急医療協力病院に対しても充実した運営が行えるよう支援を行います。

●敷急医療機関の搬送受入れ等の実態に即した輪番体制の見直しや、地域における各医療機関の役割

分担、連携を踏まえた救急医療体制の構築を支援します。

●二次及び三次救急医療機関が速や力Чこ患者の受入れを行うためt早期退院もしくは適切な医療機関

への早期転院の仕組みづくりや、関係機関との連携体制構築を支援します。

●脳卒中および急 l生心筋便塞については、発症時の症状、数急要請の必要随 どについての県民向けの

啓発をそ子うとともに、忽 l生具月治療を専門にそ〒う医療機関を設定し、医療従事者や県民へ周知します。

●精神円敷急医療体制を整備するため、精神科救急医療にかかる関係者からなる会議を開催し、関係者

間の共通認識を深め連携強化を図ります。また、身体合併症の思者受入れについて、一般医療機関と

ポ辞申科医療機関での協議を行うなど連携強化を図るとともに、身体合併症に対応できる医療提供体

制の整備を目指します。

※粁斬潮好部晰鞠田は、「第5節-1精神科医療」に記載

●居宅・介護施設の高齢者については、施設におけるオンライン診療の導入や、医療・介護従事者及び

住民のACP(ア ドバンス・ケア・プランニンカ ヘのI里解促造を図ります。

●局齢者の救急搬送が増加する中、人生の最終段階を迎える患者においては、患者自らの意思に沿つた

医療を提供できるようにするための盾報共有の仕組みなどについて、数急医療・▼情動情時 の関係者

が合同で協議します。

●高齢者の救急医療機関からの転院や退院を促すため、医療機関の機能分化や在宅医療の体制整備を

推進するとともに、自宅や施設で切れ目のないサーЁスを受けられるよう地域包括ケアシステムの

充実を図ります。

o新興感染症の発生。まん延期においても、数急医療の機能を維持し、適切に数急因康と提供できるよ

う、平時から関係者で構成する協議会等を通して、新興感染症対応時のとlb」三□)の医療機関の役割分担を

明確イヒします。また、救急外来を受診しなくて済むよう、新興感染産の発生 。まん延時には、発熱患

者向けの受診相談窓国の設置や地域の外来機能の拡充により、救急タト来の需要が急増した際にも対

応できる体制を構築します。

(2)瑯蔭制弼凶悧

●ドクターヘリの有効かつ効果的な運航を行うため、隣県との相互応援協定や、県防災へり、海上保安
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庁 (固定翼・回転翼航空機、船舶 )、 自衛隊ヘリとの連携を図り、救命率の向上に努めます。

●ドクターヘリの更なる有効活用のために、医療機関、消防機関、佐賀県関係機関と合同で引き続き症

例の検討、分析を行つていきます。

●増加するドクターヘリヘリ打魅 要請に対応するため、関係機関が運航するヘリの利用を含め、ドクタ

ーヘリの運航体制号食化を検討します。

●遠隔画像診断支援システムについて、システムの更新を図りながら、本土・へき地を含め効率的な救

急搬送体制の構築に活用するなど、より迅速に診断できる機能の充実を図ります。

●新救急医療剛 システムにより、救急患者搬送先医療機関の応需情報や搬送受入状況を、救急隊や二

次・三次放急医療機関が相互で情報共有し、搬送時間の短縮を図ります。また、当システムの搬送受

入結果データや長崎県検証票データを集積・分本斤し、今後の救急医療の機能向上に役立てます。

(3)病院前敷護活動

0「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準」に基づき、患者の状況に応した医療機関の区分や受

入医療機関が速や力Чこ決定しない場合等の対応ルールを設定し、救急搬送・受入の円滑な実施を図り

ます。

●救急車の適正な利用のために、休日・夜間に県民からの救急医療相談を医師や看護師等で対応する相

談窓口 (#フ119)の導入を検討します。

0厚生労働省が整備する医療情報ネットにおいて休日夜間急患センターや在宅当番医情報をより多く

の県民に利用してもらえるよう、普及啓発を図ります。

4B成果と指標
(1)成果と

'旨

標

麟
ストラクチヤー・
プロセス指標

直近の実績
(目標)
2029年

二次敷急医療体制を整備すること 三,欠救急医療機関数
59機関

(2023年 )
59機関

三次敗急医療体制を整備すること
救命救急センター充実段階評価

A以上の割合 1000/Oの維持

1000/0

(全 4施設 )

(2022年 )

1000/O

放急搬送時間を短縮すること 救急搬送のH叉容平均所要時間
42.1分

(2021年 )
42,1分飛 両

救急車の適正利用と救急医療機関

の適切な受診ができること

救急搬送の傷病程度別「軽症」患

者数の割合

320/0

(2021年 )
320/O棗両

2-7-11



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

謙 的麒 アウトカム指標 直近の実績
(目祠

2029年

救命率を向上させること

心肺停止患者の lヶ月後の生存

率 (lヶ月後の生存者翔 一般市

民により心原性心肺機能停止の

時点が目撃された症例)

9.30/O

(2フ 人/289人 ,

(2021年 )

全国平均

以上
×

※2021年の全国平均 11.10/。 (2′ 944人 /26′ 500人 )

(2)指標の説明

:諜 説明

二次赦急医療機関数
現行の救急医療体制を維持します。

※出典 :県の医療政策課調べ

救命救急センター充実段階評

価 Aの割合

全ての救命救急センターにおいて充実段階評価A以上の言詔面を目指しま

す。

※出典 :厚生労働省「救急救命センターの評価結果」

敷急搬送の収容平均F斤要時間
救急隊の出動から病院収容までの平均時間の短縮を目指します。

※出典 :長崎県消防防災年報

」「軸 」

患者数の割合

傷病程度別が「軽症」の救急搬送患者の減を目指します。

※出典 :長崎県消防防災年報

心肺停止患者の 1ケ月後の予

後 (lヶ月後の生存者翔 一般

市民により心原性心肺停止の

時点が目撃された症例)

心肺停止患者の lヵ月後の予後について全国平l匂以上の達成を目指しま

す。

※出典 :消防庁「救急救動の現況」
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日
‥
刊
‐
Ｐ
］

長 崎 県 の 教 急 医 療 体 制

※1「◎」印は救急告示医療機関、()の 数字は救急告示医療機関数、総数59医療機関

※2救急告示医療機関……「救急病院等を定める省令」に基づき、相当の知識及び経験を有する医師を常時配置するなど一定の要件を満たし「自ら救急業務に協力する」ことを申し出た医療機関。
保健医療対策協議会 (救急医療対策部会)の意見臨取を経て、県が認定のうえ告示。

※3病院群輸番制病院……地域内の病院群が共同連帝して、輸番制方式により休日夜間の診療体制を整え、原則として、初期救急医療施設からの転送患者を受け入れる病院。
地域医療対策協議会、保健医療対策協議会(救急医療対策部会)の意見聴取を経て、県が承認。

※4救急医療協力病院……救急患者力t病院群輸番制病院へ集中することによって生じる診療機能のマとを回避するために救急患者対応を行う病院。
地域保健医療対策協議会からの申し出に基づき保健医療対策協議会 (敦急医療対策部会)の意見聴取を経て、県が認定。

三次取急医療体日l

◎長崎大学病院

高度教命救急センター

◎長崎医療センター

高度救命救急センター

③佐世保市総合医療センター

救命救急センター

救命救急センター

※3医療機関は再‡B

4病院 (4)

二 次 救 急 医 療 体 制

その他の医森機関

◎長崎北徳洲会病院

◎虹が丘病院

◎上戸町病院

◎光晴会病院

◎長崎北病院

◎福田外科病院

◎平戸市民病院

◎青洲会病院

◎平戸市立生月病院

◎松浦中央病院

◎久保内科病院

◎佐藤病院

◎長崎県泰留医療センター

◎長崎県富江病院

◎小値賀町国民健康保険診療所

13病院 (13)、 2診療所(2)

敦急医盛協力病院

<長崎地区>
大久保病院

千綿病院

長崎友量病院

◎重工記念長崎病院

◎日浦病院

◎田上病院

◎柿添病院

◎貞松病院

◎諌早記念病院

9病院 (6)

病院辞輸番11病院

く長崎冑>
③長崎みなとメディカルセンター

◎長崎記念病院

◎十善会病院

く長博北>

③長崎原爆病院

⑤井上病院

ク済生会長崎病院

◎1夜済会病院

◎聖フランシスコ病院

◎長崎百合野病院

◎佐世保市総合医療センター ◎長崎労災病院
③佐世保中央病院      ◎京町病院
⑤佐世保共済病院     ◎香林病院
9三川内病院       ◎北松中央病院

③千住病院

③俵町浜野病院

③諌早総合病院

③宮崎病院

O西諌早病院

◎長崎原爆諫早病院

◎市立大村市民病院

◎長崎川甲F医療センター

◎長崎医療センター

0長崎県島原病院

◎受野記念病院

哲爺病院

◎柴日長庚堂病院

◎泉川病院

◎公立小浜温泉病院

ク長崎県五島中央病院

◎長崎県上五島病院

③長崎県壱岐病院

③光武内科循環器科病院

⑤長崎県対馬病院

③長崎県上対馬病院

38病院 (37)

初期(―攻)故患医療体翻

在宅当番医朗  砂森日

長崎市医師会   体日

西彼杵医師会   休 日

佐世保市医師会  休日

平戸市医師会   休日

北松浦医師会   休日

諒早医師会    体 日

大村市医師会   休日

東彼杵郡医師会  休日

島原市医師会

南高医師会

体日

休日

五島医師会 休日

平日夜間

壱岐医師会    休日

12都市医師会

体日夜間
急Bセ
"―

砂凛日

長崎市夜間

急患センター

毎日

20:OO-23:30

年末年始

1000～ 17:00

20:00～23:30

佐世保市立

急病診療所

月～土

20:00-23:00

休 日

1000～ 18:∞

年末年始

10:∞～18:00

諜早市こども   毎日
準夜診療センター 2090～ 2争 00

大村市夜間   毎日

初期診療センター 19:∞～22:00

小児の

日曜診療所

土曜日1800

日曜日17:(l(l

5カ所

田 壊

長 時

佐世保

果 北

県 央

県 南

五 島

上五島

壱 岐

対 轟

県全体

部

Ｎ
側

ｕ
滞
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６
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第 8節 小児医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

■.小児医療 (小児敷急医療含む)について

0本県の小児医療は、長崎県保健医療対策協議会の専門部会として設置された「小児・周産期・産

科医療確保対策部会」での検討を中心として、小児科医師確保、小児医療機能の集約や拠点化を

進めてきました。

●小児救急医療は、24時間体制で小児の二次及び二次救急医療が可能な長崎大学病院、佐世保市総

合医療センター、長崎医療センター、長崎みなとメディカルセンターの 4機関が、広域にわたって

患者を受け入れ、さらに郡市医師会等とも連携して体制の充実が図られてきました。

2日 本県の現状と課題

(1)小児患者の状況

●本県の令和 4年の年少人口 (15歳未満の人口)は、平成 2フ 年と比較して、19′フフ9人減少してお

り、全国の年少人口と同様に年々減少しています。

●本県の令和 4年の小児の死亡数、死亡率は、平成 27年と比較して減少しています。死因 (令和 4

年)については、先天奇形が最も多くなつています。

【グラフ】年少人口の推移 (全国、長崎県)

(全国 :千人)

25,000

(長崎県 :千人 )

400
i l全 国 ― 長崎県

300

9 7
100

0

R2 R3     R4

20,000

15,000

10,000

5,000

0

200

1 1 1

H2    H7    H12    H17    H22    H27
※出典 :総務省「国勢調査」、「人口推計 (各年 10月 1日現在 )」

【表】刺ヽ児の死亡数及び死亡率 (平成 27年と令和 4年の比較 )

区分 0～4歳 5～9歳 10～ 14歳 合計

」ヽ児死亡数 (人 )

全 国
H2フ 2′692 452 4フ 0 3′614

R4 1′ 851 311 422 2′ 584

長崎県
H2フ 29 8 3 40

R4 14 4 3 21

」ヽ児死亡率

(人口 10万人対)

全 国
H2フ 54,0 8.5 8.4 22.フ

R4 43,6 6.3 8.0 1フ .8

長崎県
H2フ 52.3 13.5 4.8 22.5

R4 30,フ フ.4 5.2 13.3

※厚生労働省「人口動態調査」
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【表】令和4年における小児の死因 (単位 :人 )

死囚
死亡数

先天奇形 6 6 0 0

周産期に発生した病態 4 4 0 0

新生物 <腫瘍> 3 2 1 0

神経系疾患 1 0 1 0

消化器系疾患 2 0 1 1

その他 5 2 1 2

合計 21 14 4 3

※厚生労働省「人口動態調査」

●平成 30年から令和 2年までの救急搬送人員は、乳幼児を除いて減少傾向であり、傷病の程度で見

ると、乳幼児と少年は、軽症の割合が高くなつています。全国的に見ても小児の入院救急医療機

関 (二次救急医療機関)を訪れる患者数のうち、9割以上は、軽症であることが以前より指摘され

ています。

【表】事故種別 。年齢区分別・傷病程度別搬送人員

年齢区分 傷病程度
平成 30年 令和元年 令和 2年

人数 害」合 人数 害J合 人数 割合

新生児

死亡 1 0.480/0 0 0.000/0 1 0.510/0

重症 2フ 12.980/0 35 19.フア0/o 34 1フ .170/0

中等症 160 フ6.920/0 130 フ3.450/o 151 フ6.260/0

軽傷 16 フ.690/o 6 3.390/0 9 4.550/o

その他 4 1.920/0 6 3.390/0 3 1.520/0

計 208 177 198

乳幼児

死亡 7 0.360/c 4 0.200/O 3 0.220/0

重症 41 2.100/0 25 1.240/0 3フ 2.650/0

中等症 52フ 2フ .030/O 560 2フ .ア 10/0 421 30.200/0

軽傷 1′ 36フ フ0.100/0 1′422 フ0.360/0 928 66.570/O

その他 8 0.410/0 10 0.490/0 5 0.360/0

計 1′950 2′021 1,394

少年

死亡 3 0.200/o 1 0.060/0 3 0.220/0

重症 41 2.6フ 0/0 38 2.450/0 27 2,010/0

中等症 460 29,930/0 494 31.850/0 432 32,190/0

軽傷 1,025 66.690/0 1′ 007 64.930/0 869 64.フ 50/0

その他 8 0.520/O 11 0.710/0 11 0.820/0

計 1′537 1′551 1,342
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

死亡 865 1.390/0 フ96 1,310/O 889 1.550/0

全区分

※出典 :県消防保安室「消防防災年報」

●小児医療に関連する業務においては、育児不安や小児の成長発達上の相談、親子の心のケア、予

防接種等の保健活動が占める害J合が大きくなつています。

●発達障害児については、対応可能な専門医療機関 (こども医療福祉センター、長崎市障害福祉セ

ンター診療所 〔長崎市八―トセンター〕、佐世保市子ども発達センター)での受診待ち期間が、3

ヶ月以上を要するなど、十分な医療応需ができていない状況であり、医療体制の整備が課題とな

つています。

●人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童

(医療的ケア児)が全国的に増加傾向にあり、令和 3年度に実施した調査によると、県内で 18フ

名の医療的ケア児が在宅で生活を送つています。家族等の負担軽減を目的としたレスパイト等の

受入れ体制の整備が課題となつています。

(2)医療提供体制

●令和 2年における本県の小児科を標榜する医療機関は 216あ り、病院、診療所とも医師の高齢化

等により年々減少しています。

【グラフ】本県の小児医療機関数の推移

(施設 )
０

　

　

　

０

　

　

　

０

　

　

　

０

０

０

０

０

４

３

２

１

375

← 330

悌

359
~・
斡 嗚 _

315     302

60

315    312
-― __等 、

271

278     267     266

―‐―病院 “‐―診療所 ―◆由合計

?68     262
240｀

← ― ぐ __← 216
→ 鶴

も
◇

223     230    224
200

40
177

39
57      52      48     46 43      38      38

0
H14   H16   H18   H20

※出典 :県福祉保健課「長崎県医療統計」

H22   H24   H26   H28   H30    R2

0日本小児科学会は、医療の地域特性を考慮しつつ、質の高い小児医療が4L続的に提供できるよう、

全国で中核病院小児科と地域小児科センターを登録しています。本県においては、中核病院とし

て 2病院、地域小児科センターとして 2病院が登録されており、地域小児科センターがない小児

医療圏においては、一次 。二次医療を担当する病院小児科である「地域振興小児科」が 6病院あり

ます。

重症 フ′185 11.570/0 6′ 653 10.920/0 6′485 11.330/0

中等症 32′ 50フ 52.350/0 32,56フ 53.460/0 31,474 55,000/0

軽傷 21′ 163 34.080/0 20′ 35フ 33.420/0 17′ 930 31.330/0

その他 380 0.610/0 544 0.890/0 44フ 0.フ 80/0

計 62,100 60′917 57r225
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【表】日本小児科学会が登録している中核病院小児科・地域小児科センター病院一覧 (本県)

医療圏 中核病院小児科 地域」ヽ児科センター 地域振興 」ヽ児科

長崎 長崎大学病院 長崎みなとメディカルセンター

佐世保県北 佐世保市総合医療センター

県央 長崎医療センター 諫早総合病院

県南 長崎県島原病院

五島 長崎県五島中央病院

上五島 長崎県上五島病院

壱岐 長崎県壱岐病院

対馬 長崎県対馬病院

※出典 :日本′lヽ児科学会

※中核病院 :大学病院や総合小児医療施設であり、ネットワークを構築して、網羅的・包括的な高次医療を

提供し、医療人材育成 。交流を含めて、地域医療に貢献する病院

※地域小児科センター :原貝」として小児医療圏に 1箇所設置され、24時間体制で小児二次医療を提供する

病院

※地域振興小児科 :地助 」ヽ児科センターがない小児医療圏において、一次二次医療を担当する病院

●令和 5年 フ月現在で、小児科を標榜し、15歳未満の患者に対する入院医療を包括的に評価した入

院料である小児入院医療管理料の施設基窄を満たす医療機関は、15病院あります。そのうち小児

病棟において、比較的高度な小児医療を提供している「小児入院医療管理料 3」 以上 (管理料の数

字が′」ヽさい)の施設基準を満たしているのは、 4病院となつています。

【表】医療圏別における小児入院医療管理料算定届出医療機関数 (令利 5年 フ月 20日現在 )

医療圏
小児入院医療管理料

合計
管理料 1 管理料 2 管理料 3 管理料 4 管理料 5

長崎 1 1 2 4

佐世保県北 1 1 1 3

県央 1 1 3 (1)

県南 1 1

五島 1 1

上五島 1 1

壱 岐 1 1

女寸拝馬 1 1

※出典 :九州厚生局ホームページ

※カッコ書きは重複

(3)小児医療従事者の状況

0本県の小児科医師数は、ほぼ横ばいで推移しており、人口 10万人あたりの小児科医師数は、県全

体では全国平均を上回つています。

●医療圏別の医師数は、長崎と県央圏域に、重症の小児患者を受け入れる高度な小児医療施設や慢

性期の小児患者を受け入れる医療機関が集中しているため、ほかの国域と比較して医師数が多く

なつています。
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●小児救急外来や NICU(新生児集中治療管理室)においては、休日・夜間に受診する患者とその

家族への対応が重要なことから、これに対応できる看護師の資質向上も求められています。

(4)小児の救急医療体制

0小児の休日・夜間における初期救急医療は、郡市医師会による在宅当番医制 (昼間)のほか、4つ

の医療圏域における休日・夜間 (準夜)急患センターで対応しています。

【表】県内の休日・夜間 (準夜)急思センター (令和 5年 4月現在 )

医療圏 医療機関名称 診療体制

長崎 長崎市夜間急患センター (小児科 ) 365日 /20～翌 6時

佐世保県北 佐世保市立急病診療所 (小児科 )
月～土/20～ 23時・日祝祭日 10～ 18

日寺

県央
諫早市こども準夜診療センター 365日 /20～ 23時

大村市こども夜間初期診療センター 365日 /19～ 22時

県南 小児の日曜診療所 (島原病院内) 土曜日 18時～日曜日 17時

o二次・三次小児救急医療については、4病院が 24時間体制で、広域にわたって、より重症の小児

患者を受け入れるとともに、その他の圏域においては、一般 (小児科に限らない)の病院群輪番制

のほか、」ヽ児科医のオンコールによって対応するなど、各医療機関が機能分担を図りながら連携

して対応しています。

【表】放命救急センターの小児患者受入状況 (令和4年度)

長崎大学

病院

佐世保市

総合医療

センター

長崎医療

センター

長崎みなと

メディカル

センター

計

受入人数 558 1,570 1′ 833 1′ 549 5,510

284 40フ 519 641 1′ 851

50,90/0 25.90/O 28.30/0 41.40/0 33.60/0

※出典 :県医療政策課調べ

●離島医療圏における小児救急は、主に長崎県病院企業団の病院が対応しています。

【表】離島医療圏における小児救急医療機関の小児患者受入状況 (令和4年度)

五島中

央病院

上五島

病院

壱岐

病院

対馬

病院

上対馬

病院
言十

受入人数 1 383 426 1′ 290 1,370 238 4′707

46 5 31 35 1 118

3.30/O 1.20/0 2.40/0 2.60/O 0.40/0 2.50/0

※出奥 :県医療政策課調べ

2-8-5



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

(5)子ども医療電話相談事業

ア)長崎県子ども医療電話相談センターについて

0県は、小さな子どもを持つ保護者の夜間休日の急な病気やケガなどに関する不安を軽減・解消し、

安心して子育てができる環境づくりを推進するとともに、症状に応した適切な受診を促すため、

平成 20年 6月 1日 より子ども医療電話相談事業を開始しています。

●電話相談によって、夜間の子どもの急な病気やケガなどの際に、看護師や必要に応じて小児科医

師の専門的なアドノ《イスを受けることができます。

●小児救急診療については、夕亥」から準夜帯 (18時から 23時まで)にかけて受診者が多くなるた

め、平成 28年度から相談開始時刻を 19時から 18時に変更し、相談センターの一層の利用促進

を図つています。

【表】長崎県子ども医療電話相談センター

運営形態 医療電話相談サービス事業を行つている民間事業者に委託

電話番号 #8000(短縮)・ 095-822-3308(ダ イヤル回線 )

相談体制 毎日 (365日 )、 平日 18時～翌 8時 。日祝 24時間

相談対応 臨床経験 5年以上の看護師・保健師 (必要に応して小児科医師が対応 )

イ)子ども医療電話相談の利用状況について

●令和 4年度の相談件数は 11,921件であり、相談開始時刻を変更した平成 28年度以降同程度で

推移しています。なお、令和 2～ 4年度については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

り外出機会が減ったこと、子ども医療電話相談と別に新型コロナウイルス感染症の相談窓国が設

けられたことにより相談件数が減少しています。

【グラフ】医療圏別子ども医療電話相談件数の推移 (単位 :件)

医療圏 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

長崎 5′ 2フフ 5′ 331 6′400 6′ 333 4′249 3′910 5,645

佐世保県北 3′ 137 3′ 194 3′ 364 3′023 2 143 1′ 994 2′989

県央 2′ 352 2′ 393 2′ 691 2′ 541 1′フ44 1′ 748 2′439

県南 648 620 695 648 419 398 595

五島 104 113 13フ 126 6フ 92 123

上五島 64 58 57 66 28 25 21

壱岐 69 70 98 86 46 49 50

対馬 94 80 126 93 61 68 56

不明・県外 39 17 6 5 3 4 3

モき言十 11′フ84 11′876 13′ 574 12′921 8′ 760 8′ 288 11′921

※出典 :県医療政策課調べ

●相談対象者年齢は、 0～ 2歳未満が約半数を占めており、令和 4年度は 440/0を占めています。ま

た、相談時間帯で見ると、医療機関の診療時間終了後の 18時から 22時及び診療時間開始前の フ
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～8時に割合が増加する傾向にあります。

【グラフ】子ども医療電話相談対象者の年齢別割合
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【グラフ】相談時間別件数割合
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●子ども医療電話相談事業により、翌日の医療機関受診を勧めた件数は、令和 4年度は 1′ 295件と

相談作数のうち約 1割を占めており、適切な受診行動につながつています。

(6)災害医療

●近年、異常気象や地震等が多発しており、災害医療体制下において、小児医療が効果的に機能し

ていくために、医療三―ズ等の情報収集及び医療チーム (DMAT等 )との連絡調整等を行う災害

医療コーディネーターのサポートとして、「災害時小児周産期リエゾン」の養成を進めており、

令和 5年 4月時点で 17名委嘱しています。

,1,I丁
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

3B施策の方向性

(1)地域の小児医療体制の整備

●限られた小児科医療資源の効率的な活用を図るため、初期救急医療機関、二次・三次救急医療機

関のそれぞれが担う役害」を維持するとともに、小児科医師が不足している地域や偏在の解消に向

けて、「′lヽ児・周産期・産科医療確保対策部会」を中心として、行政、医師会、大学及び中核病院

など、関係機関や地域と一体となつて取組を進めていきます。

●地域の医師会や病院および市町が連携して行う「休日・夜間診療所」の整備の取組を引き続き支援

します。

●厚生労働省が整備する医療機能情報提供制度・薬局機含コ1青報提供制度の全国統一システムなどを

通して、県内の在宅当番医情報や医療機関情報を提供するとともに、「長崎県子ども医療電話相談

センター」のさらなる利用促進の呼びかけや体制充実に努めます。

●発達障害児の受診待ち期間を短縮するため、専門医療機関において発達障害児の診断等にかかる

医師の研修を実施するとともに、新たに発達外来を開設する医療機関への施設 。設備整備支援等

を行うことにより、医療体制の整備に努めます。

(2)医療従事者の育成・確保

※」ヽ児科医師の確保等については、医師確保計画における「産科・小児科における医師確保の方針」、「産科・

小児科における医師確保のための施策」参照

●地域の小児医療体制の整備に向けて、国に対して、小児科医師の養成・確保や施設整備等の財政措

置の充実、診療報Ⅳ‖における評価など、制度の改善を働きかけていきます。

(3)災害医療

●災害医療体制下において小児医療体制が効果的に機能するため、医療ニーズ等の情報収集及び医

療チーム (DMAT等)との連絡調整等を行う災害医療コーディネーターのサポートとして、「災害

時小児周産期リエゾン」の養成及び技能維持を図ります。

(4)小児の在宅医療

●国では、NICUを退院後、引き続き医療的ケアが必要となる小児等が、在宅で安心して療養できる

体制の整備を目指し、医療と保健、障害福祉、教育等が運携した施策を推進しています。

●本県では、令和 4年 8月 に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に基づく、「長

崎県医療的ケア児支援センター」を開設し、家族や関係機関からの相談に一元的に対応しており、

引き続き、必要な助言等を行うとともに、レスノ(イ ト等の支援体制の整備に努めます。

0また、周産期母子医療センターと医療型障害児入所施設が連携し、「家日る 。増やす 。つなぐ」をキ

ーワードとして、医療や生活支援、そして住まいの面から支える多職種の「仲間」づくりを行つて

います。具体的には、多職種が参加する症例検討会の開催、地域における退院時カンフアランス

の技術的支援等により、相談支援専門員や訪問看護師など、地域で支援のリーダーとなる人材を

育成しています。

●地域の産科等の医療従事者に対する周産期母子医療センターでの研修や、訪間看護、特別支援学

校や保育所等に勤務する看護職等に対して実践的な研修を実施し、NICUからの退院後において、

できるだけ早く地域で受け入れることができる体制の構築を図ります。
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(5)新興感染症発生 。まん延時の小児医療体制

0新興感染症の発生 。まん延時においても、地域で小児医療を確保するため、感染症の罹患又は罹

患が疑われる小児に対して救急医療を含む小児医療を実施する医療機関について、「′lヽ児・周産期・

産科医療確保対策部会」において協議を進めていきます。

●適切に妊婦の トリアージや入院等に係るコーデイネートを行う災害時小児周産期リエゾン等の人

材の養成・活用について平時から検討します。

●新興感染症の発生 。まん延時に対面診療が困難となる場合に備えて、平時からオンライン診療の

導入について検討します。

4E具体的な目標

(1)成果と指標

(2)指標の説明

施策の成果
ストラクチャー・

プロセス指標
直近の実績

(目標 )

2029年
小児の救急医療体制が整備され

ていること

小児救急搬送症例のうち受入

困難事例の件数

60イ牛

(2022年度)
30イ牛

子ども医療電話相談センターの

運営を実施すること
子ども医療弓話相談の応答率

年平均

800/。以上

医療的ケアが必要な小児が在宅

で安′いして療養できること

医療的ケアが必要な小児に対

応可能な訪問看護ステーショ

ンが所在する医療圏数

6医療圏

(2022年度 )
8医療圏

災害時や新興感染症の発生。まん

延時に小児医療体制が機能して

いること

災害時小児周産期リエゾン任

命者数

17名

(2022年度)
38名

最終的な成果 アウ トカム指標 直近の実績
(目標 )

2029年

小児死亡率を低下させること

出生千人対平し児死亡率
1,2

(2022年 )
全国平均以下

(2022:1.8)

人口 10万人対小児死亡率
13.3

(2022年 )
全国平均以下

(2022118.1)

指標 説明

小児放急搬送症例のうち受入困

難事例の件数

二次 。三次小児救急医療施設における受入困難事例を減少させ

ることを目指します。

子ども医療電話相談の応答率 応答率を上昇させ、相談者への応対の質の向上を目指します。

医療的ケアが必要な小児に対応

可能な訪問看護ステーションが

所在する医療圏数

周産期母子医療センターを退院した医療的ケアが必要な児を

受け入れることができる訪問看護ステーションの地域偏在を

なくすことを目指します。

災害時小児周産期リエゾン任命

者数

災害時小児周産期リエゾン任命者数を増加させることを目指

します。

人口千人対乳児死亡率 平し児死亡率を低下させることを目指します。

人口 10万人対小児死亡率 」ヽ児死亡率を低下させることを目指します。

2…8-9



第 9節 周産期医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1日 周産期医療

●周産期とは、妊娠満 22週から生後 7日未満までの期間のことであり、周産期医療とは、妊娠、分

娩に関わる母体・胎児管理と出生後の新生児管理を主に対象とする医療のことをいいます。

●近年、出生率が低下し、少子化が進行する一方、出産年齢の高齢化等に伴う八イリスク妊産婦及び

低出生体重児の割合は増加傾向にあり、周産期における母体、胎児の健康管理や、妊産婦、新生児

の特性に応した高度で専門的な医療を一貫して提供できる「周産期医療体制」の充実が求められ

ています。

●全国的にみると、国の指針等に沿って高度医療施設等医療体制の整備が進んだことにより、妊産

婦死亡率や周産期死亡率は低下していますが、地域における周産期医療に従事する医師の不足と

地域偏在、周産期医療施設のあり方、多職種・診療間の運携、災害・救急等他分野との連携など、

解決すべき新たな課題が生しています。

●本県では、今後、計画の評イ面や見直しにあたつては、周産期医療の特性を十分に反映するため、長

崎県保健医療対策協議会の専門部会として設置された「小児・周産期・産科医療確保対策部会」に

おいて、協議を行うこととします。

2日 本県の現状 と課題

(1)出生数・死亡率

ア)出生数 。出生率

0本県の出生数及び出生率は、全国平均同様、減少傾向にあります。令和 4年の出生数は 8,364人

で、前年 (8′ 862人)ととし較して約 5.60/0減少しています。また、平成 2年 (16′ 517人)と比較

して約 49.4。/0、 平成 22年 (12′004人)ととヒ較して約 30.30/0減少しています。

●令和 4年は、本県出生率が、全国の出生率を 0.3ポイント上回り、全国では第 15位となつてい

ます。

【グラフ】出生数と出生率 (人口千対)(全国・本県)

.40,000 (人 )

18.8 :  :出
生数
~卜
全国
~●~長
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9.5       85

70      6.9      6.6
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30,000
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140
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10,000

S35    S45    S55     H2     H12    H22    R2
※出典 :厚生労働省「人口動態調査」

※出生率 :人口 1′ 000人に対する 1年間の出生数 (年間出生界致/人口×1′ 000)

0
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●本県の合計特殊出生率は、平成 18年以降は徐々に上昇していましたが、平成 29年から再び減少

に転しています。令和4年は全国平均 1.26を 0.31ポイント上回る 1.5フ で、全国第 5位となつ

ています。

【グラフ】合計特殊出生率 (全国・本県)

20

1.70 167    1・
71    1.70    1.68    1.66

―卜 全国
一
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i5 4
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※出典 :厚生労働省「人口動態調査」

※合計特殊出生率 :15歳から 49歳までの女性の年齢月u出生率を合計したもので、 1人の女性がイ反にその年

次の年齢別出生率で一生の間に生むとした時の子ども数に相当

イ)低出生体重児・超低出生体重児

●出生時の体重が 2′ 500g未満の新生児を「低出生体重児」、1,000g未満の新生児を「超低出生体

重児」といいます。

●本県の低出生体重児の割合は、出産年齢の高齢化等に伴い増加傾向にありましたが、近年はほぼ

横ばいで推移しており、令和 4年の低出生体重児の割合は 9.40/0となつています。また、超低出生

体重児の割合は、平成 22年に全国平均を大幅に上回つたものの、その後は減少傾向にあり、令和

4年は全国平均を 0,02ポイント下回る 0.300/0となつています。

【グラフ】低出生体重児の割合(全国。本県)【グラフ】超低出生体重児の害」合(全国。本県)
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ウ)母親の年齢階級別にみた出生数の構成

●女性の社会進出等により、全国的に出産年齢が高齢化しています。本県の母親の年齢階級別にみ

た出生数の構成比は、平成 12年は 20歳代が 53.30/0を占めていましたが、令和 4年には 30歳

代が 5フ .00/。 と最も多く、20歳代は 36.フ O/0に減少しています。

【グラフ】母の年齢階級別にみた出生数の構成比 (本県)

(%)
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※出奥 :厚生労働省「人口動態調査」

R2
■35～ 39歳

R3
日40歳以上

R4

工)妊産婦死亡率・周産期死亡率

●昨今の医療技術の進展等に伴い、全国的に妊産婦死亡率は逓減しています。本県では平成 30年に

2件、令和 2年に 1件の妊産婦死亡が発生しています。妊産婦死亡者の実数が毎年 0人から 2人

と少ないことから(夕壬産婦死亡率は年によつて大きく変動します。

●本県における周産期死亡率は、平成 30年及び令和 3年に全国平均を上回つています。

【グラフ】妊産婦死亡数(本県)・ 死亡率(全国
。本県)【グラフ】周産期死亡数(本県)・ 死亡率(全国・本県)
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※妊産婦死亡 :妊娠中又は妊娠終了後満 42日未満の女1陛の死亡で、妊娠期間及び部位には関係しないが、妊

娠若しくはその管理に関運した又はそれらによつて悪化した全ての原因によるものをいう。ただし、不慮

叉は偶発の原因によるものを除く。

※妊産婦死亡率 :妊産婦死亡数/出産数 (出生数 +死産数)× 100,000

※周産期死亡 :妊娠満 22週以後の死産と早期新生児死亡 (生後 フ日未満の死亡)をあわせたもの。

※周産期死亡率 :周産期死亡数/(出生数 +妊娠満 22週以後の死産数)× 1′ 000
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オ)乳児死亡率・新生児死亡率

●本県の乳児死亡率は平成 29年以降、新生児死亡率は平成 28年以降、全国平均を上回る水準で推

移しており、令和 3年の調査では、乳児死亡率は全国平均 1.フ を 0,8ポイント上回る 2.5で全国

2位、新生児死亡率は、全国平均 0.8を 1.0ポイント上回る 1.8で全国 1位となつていました。

●令和 4年の調査では、乳児死亡率は全国平均 1.8を 0.6ポイント下回る 1.2で全国 42位、新生

児死亡率は全国平均 0.8を 0.1ポイント下回る 0.フ で全国 2フ 位と大きく改善しています。

【グラフ】乳児死亡数 (本県)と乳児死亡率 (出生千対)(全国 。本県)
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※乳児死亡 :生後 1年末満の死亡。乳児死亡率は出生 1′ 000人に対する乳児死亡数

【グラフ】新生児死亡数 (本県)と新生児死亡率 (出生千対)(全国。本県)
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(2)医療提供体制

ア)周産期母子医療センター

●県は、平成 19年 フ月に長崎医療センター、令和元年 9月 に長崎大学病院を周産期医療体制の中

心となる総合周産期母子医療センターに指定しました。総合周産期母子医療センターでは、24時

間体制で妊産婦と新生児を受け入れ、リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の

周産期医療を行うほか、周産期医療ネットワークの中核として、地域の周産期医療機関との運携

を図つています。
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●総合周産期母子医療センターには、母体・胎児集中治療管理室 (以下「MFICU」 という)、 新生児

集中治療管理室 (以下「NICU」 という)、 NICUと同等の機能を有する新生児回復期治療室 (以下
d「
GCU」 という)が整備されています。

。MFICU(Maternalfetal lntensive Care Unit:重症妊娠高血圧症候群、切迫早産、胎児異

常など、リスクの高い出産に対応するための設備とスタッフを備えた集中治療室

・NICり (Neonatal lntensive Care Un碇 ):低出生体重児や、何らかの病気を持つて生まれた

新生児を集中的に管理・治療する設備とスタッフを備えた集中治療室

・GCU(Growing Care Un止 ):NICUで治療を受け、状態が安定してきた新生児等を引き続き

ケアする設備とスタッフを備えた回復期治療室

【表】総合周産期母子医療センターの病床数

医療機関名 指定日
MFICU

病床数

NICU

病床数

GCU

病床数

長崎医療センター H19.フ .31 6 9 21

長崎大学病院 R元 .9.25 6 12 12

※病床数 :令和 5年 4月 1日現在

【表】総合周産期母子医療センタ下の主な指定要件

施設数 二次医療圏に一か所 (原則 )

ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期受療状況及び地域周

産期医療関連施設の所在等を考慮し、三次医療圏に複数設置することができる

が、その場合は、周産期医療情報センター等に母体搬送及び新生児搬送の調整

等を行う搬送コーディネーターを配置する等により、母体及び新生児の円滑な

搬送及び受け入れに留意するものとする。

診療科目 産科及び新生児医療を専門とする小児科、麻酔科その他の関係診療科を有す

るものとする。

設備等 MFICU 次に掲げる設備を備えるものとする。

なお、必要に応じ個室とするものとする。

① 分娩監視装置

② 口乎吸循環監視装置

③ 超音波診断装置 (カラードップラー機能を有するものに限る)

④ その他母体・胎児集中治療に必要な設備

NICU 次に掲げる設備を偏えるものとする。

① 新生児用呼吸循環監視装置

② 新生児用人工換気装置

③ 超音波診断装置 (カラードップラー機能を有するものに限る)

④ 新生児搬送用保育器

⑤ その他新生児集中治療に必要な設備

GCU NICUから退出した児並びに輸液、酸素投与等の処置及び心拍呼
吸監視装置の使用を必要とする新生児の治療に必要な設備を備える

ものとする。

検査機能 血液一般検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血液ガス検査、

輸血用検査、エックス線検査、超音波診断装置 (カラー ドップラー

機能を有するものに限る。)による検査及び分娩監視装置による連続

的な監視が常時可能であるものとする。
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病床数
MFICU 6床以上
OMFICUの病床数は、これと同等の機能を有する陣痛室の病床を含
めて算定して差し支えない。ただし、この場合においては、陣痛

室以外の MFICUの病床数は 6床を下回ることができない。
OMFICUの後方病室 (一般産科病床等)は、MFICUの 2倍以上の
病床数を有することが望ましい。

NICU 9床以上 (12床以上とすることが望ましい。)
ONICUの病床数は、新生児用人工換気装置を有する病床について
算定するものとする。

GCU NICUの 2倍以上を有することが望ましい。

●地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科 (新生児医療を担当するもの)等を備え、周産

期に係る比較的高度な医療行為 (八イリスク妊娠に対する医療及び NICUに よる新生児医療 )
を行うことができる医療機関です。本県では、長崎みなとメディカルセンター、佐世保市総合医

療センターを地域周産期母子医療センターとして認定しています。

【表】地域周産期母子医療センターの病床数

医療機関名 認定回
NICU

病床数

GCU

病床数

長崎みなとメディカルセンター H20.4.1 9 6

佐世保市総合医療センター H20.4.1 6 14

※病床数 :令和 5年 4月 1日現在

【表】地域周産期母子医療センターの主な認定要件

施設数 総合周産期母子医療センタ‐ 1か所に対して数か所の割合で整備するもの
とし、 1つ又は複数の二次医療固に 1か所又は必要に応じそれ以上整備する
ことが望ましい。

診療科目 産科及び小児科 (新生児医療を担当するもの)を有するものとし、麻酔科そ
の他関運診療科を有することが望ましい。ただし、NICUを備える」ヽ児専門病
院等であつて、都道府県が適当と認める医療施設については、産科を有して

いなくても差し支えないものとする。

設  備 ○産科を有する場合は、次に掲げる設備を偏えることが望ましい。

① 緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器

② 分娩監視装置

③ 超音波診断装置 (カラードップラー機能を有するものに限る)

④ 微量輸液装置

⑤ その他産科医療に必要な設備

04ヽ児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を備える NICUを設ける
ことが望ましい。

① 新生児用呼吸循環監視装置

② 新生児用人工換気装置

③ 保育器

④ その他新生児集中治療に必要な設備

イ)分娩取扱施設

●県内の分娩取扱施設は、令和 5年 8月現在、総合周産期母子医療センターが 2か所、地域周産期

母子医療センターが 2か所、周産期母子医療センターを除く病院及び診療所が 33か所、動産所

(出張助産師含む)が 3か所、計 40か所となつており、平成 29年の 49か所から年々減少して
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います。

●二次医療圏別に見ると、離島医療国でそれぞれ 1～ 2施設と分娩取扱施設が少なくなつています。

【表】二次医療固別分娩取扱施設数

二次医療圏名
分娩取扱施設数

(R5,81見狛E)

分娩取扱件数 (R3年度)

長崎

総合周産期母子医療センター 1 3フ8 168

地域周産期母子医療センター 1 24フ 10フ

病院・診療所

(周産期母子医療センターを除く)
11 2′899 398

助産所 。出張助産師 1 6

小計 14 3′ 530 6フ3

佐世保

県北

地域周産期母子医療センター 1 286 120

病院・診療所

(周産期母子医療センターを除く)
5 1′ 915 376

助産所・出張助産師 2 4

小計 8 2 205 496

総合周産期母子医療センター

県央
病院・診療所

(周産期母子医療センターを除く)

ノ
lヽ言十

1 599 225

8 1′フ4フ 238

9 2′346 463

県南 病院・診療所 3 フ49 142

五島 病院・診療所 2 205 35

上五島 病院・診療所 1 45 4

壱岐 病院・診療所 2 132 15

文寸拝巳 病院・診療所 1 145 19

言十 40 9′ 357 1,84フ

※出典 :長崎県産婦人科医会調べ、県医療政策課調ベ

※分娩取扱施設数は令和 5年 8月現在、分娩件数は令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月 31日の間

【表】分娩取扱施設一覧 (病院・診療所 )

医療圏 医療機関名 区分

長崎

●長崎大学病院 病院

○長崎みなとメディカ)レセンター 病院

医療法人社団レディースクリニック ICHIRO 診療所

田栗レディースクリ三ック 診療所

医療法人宝マタ三ティクリニック 診療所

医療法人高翠会まつお産科・婦人科クリニック 診療所

医療法人洪」レディスクリニック 診療所

池田産科―YOU―婦人科医院 診療所

医療法人憂育会花みずきレディースクリニック 診療所

医療法人しもむら産婦人科 診療所
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※出奥 :長崎県産婦人科医会調べ

※分娩取扱施設は令和 5年 8月現在

※●は総合周産期母子医療センター、Oは地域周産期母子医療センター

ウ)医療従事者

o本県の産科・産婦人科医師数はほぼ横ばいで推移し、人口 10万対の医師数は全国平均を上回つて

おり、病院・診療所別に見ても、全国平均を上回つています。

●二次医療圏別にみると地域によつて偏りがあり、令和 4年の産科・産婦人科医師は、長崎圏域に

集中しており、佐世保県北固域が少ない状況にあります。

0本県の動産師数は微増傾向にありますが、年齢構成では 50歳以上が全体の 1/4を占めており、

55歳以上の割合が増加傾向にあります。

(3)l般選及び受入体制

0本県の周産期医療は、 2つの総合周産期母子医療センターを中心として、 2つの地域周産期母子

2-9-8

長崎

小濱産婦人科医院 診療所

いまむらウィミンズクリニック 診療所

医療法人社団清働会三浦産婦人科 診療所

佐世保県北

O地方独立行政法人佐世保市総合医療センター 病院

国家公務員共済組合連合会佐世保共済病院 病院

医療法人佐世保晩翠会村上病院 病院

産科・婦人科東島レディースクリニック 診療所

医療法人 TOGつきやま産婦人科 診療所

平井産婦人科医院 診療所

県央

0国立病院機構長崎医療センター 病院

独立行政法人地域医療機能推進機構諌早総合病院 病院

立石産婦人科医院 診療所

医療法人安永産婦人科医院 診療所

医療法人まごころ会たらみエンゼルレディースクリニック 診療所

医療法人松角会マムレディースクリニック 診療所

医療法人福重会レディースクリニックしげまつ 診療所

医療法人大村中央産婦人科 診療所

医療法人まつお産婦人科 診療所

県南

医療法人愛心会島原マタ三テイ病院 病院

医療法人翔南会山崎産婦人科医院 診療所

医療法人いその産婦人科 診療所

五島
長崎県五島中央病院 病院

医療法人社団福江産婦人科医院 診療所

上五島 長崎県上五島病院 病院

壱岐
長崎県壱岐病院 病院

医療法人協生会品川病院 病院

対馬 長崎県対馬病院 病院
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医療センターと地域の周産期医療機関とのネットワークによって確保されています。また、一部

の新生児は、諫早総合病院や佐世保共済病院で受け入れるなど、他の医療機関とも連携した受入

体制を構築しています。

●離島地域においては、ある程度の周産期医療が可能な企業団病院等の中核病院が対応しています

が、切迫早産などの重篤な患者については、ドクターヘリや海上自衛隊ヘリ、県の防災ヘリなどに

よつて本上の総合周産期母子医療センター等へ搬送するシステムが確立されています。本県の令

和 3年中の産科・周産期傷病者救急搬送件数は 538件で、うち転院搬送 416件を除いた 122件

の受入状況は次のとおりです。

【表】救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査 (令和 3年 )

医療機関への受入照会回数別 現場滞在時間区分別

1回 2回 3回 4回 6回 言十 15分未満
15分以上

‐30分未満

30分以上

‐45分未満
言十

10フ フ 6 1 1 122 フ3 39 10 122

紹介するも受入れに至らなかつた理由とその作数

謂市中・

患者対応中
ベッド満床 処置困難 専門外 医師不在

理由不明

その他
合計

2 5 11 0 0 9 2フ

※調査対象は、母体搬送のみで、新生児搬送は含まない。

※出典 :消防庁

0本県の周産期母子医療センターにおける令和 4年度の救急搬送受入状況については、母体搬送

840件、新生児搬送 131件で、約 3,60/0は県外からの受入です。

●受入ができなかつた件数は、母体搬送 11件、新生児搬送 フ件で、NICUが 満床であつたことが

主な理由です。

【表】周産期母子医療センターの救急搬送受入状況 (令和4年度)

種類

総合 地域

言十
長崎医療セシター 長崎大学病院

長崎みなと

メテ
｀`
ィカ,ケセンター

佐世保市総

合医療センター

母体 新生児 母体 新生児 母体 新生児 母体 新生児 母体 新生児

受入数 5フ 6 31 109 26 54 52 101 22 840 131

うち他県から 2 0 0 1 0 0 10 22 12 23

0

0

0

0

0

5

5

0

7

フ

0

0

0

0

0

0

6

2

0

0

11 フ

フ フ

0 0 0 0 0

医師不在 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0

その他 0 0 0 0 0 0 3 0 3 0

うち県外へ搬送 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0

※県医療政策課調ペ

0本県では、関係各機関の協力を得て、離島から本土への救急医療体制を整備しています。特にド
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クターヘリの基地病院として、離島からの患者受入れを行つている長崎医療センターの敷地内に

は、救急患者が離島の医療機関から搬送された際の家族の宿泊施設として、長崎県離島救急患者

家族待機宿泊所「しまの救急ファミリー八ウス」を設置しており、多くの方々に利用されていま

す。

【図】本県の周産期医療ネットワーク

3E施策の方向性

(1)NICU等同産期施設の充実

●令和 5年 4月 1日現在、MFICUは、総合周産期母子医療センターである長崎大学病院 (長崎圏域 )

に 6床、長崎医療センター (県央圏域)に 6床の計 12床、出生 1万人対 14.3床が整備されてい

ます。また、NICU病床数は、4つの周産期母子医療センターに 36床、出生 1万人対 43,0床 (令

和 4年の出生数で算出)が整備されています。

0しかしながら、出産年齢の高齢化等に伴う八イリスク妊娠および低出生体重児の割合が増加して

おり、NICU等における入院期間についても長期化傾向にあるため、NICUや MFICUが満床で新

規受入れができないといつた事例が少なからず発生しています。

。こうした状況を踏まえ、本県の周産期医療体制の施設面、人材面での充実を図るため、県として

必要な支援を実施します。

●2つの総合周産期母子医療センターの主な役割分担としては、長崎医療センターが離島を含めた

県内の周産期医療体制の中心となる機関としての役割を担い、長崎大学病院は、主に長崎医療圏

をカバーするとともに、高度な治療が求められる疾患や県全体の周産期医療従事者の人材育成・

確保の中心となる機関としての役割を担うものとします。

離島の

産婦人科病院
緊急時の離島等

からのヘリ搬送

O長愴みなとメディカルセンター
地域鷹l産期母子医療センター

澪

♪ヽ
『 |

蘊
々

婦

診療所
O佐世保市総合医療センター
地域目窪期母子医療センター

◎長崎医療センター

総合周産期母子医療センター

|◎長崎大学病院
!総合周崖難母子医療センター
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(2)医療従事者の育成・確保

ア)産科 。小児科医の確保に向けた取組の推進

●産科を担当する産婦人科専門医師及び新生児を担当する小児科専門医師の育成、確保と地域偏在

を解消するため、長崎大学病院は、総合周産期母子医療センターの整備にあたつて策定した「周

産期専門医の人材育成 。配置計画」に基づき、計画的な人材育成と県内の周産期母子医療センタ

ー等への医師配置を行うこととしています。なお、周産期専門医の養成は、県内の周産期母子医

療センターと運携して行います。

※産科医師の確保等については、医師確保計画における「産科・旭ヽ児科における医師確保の方針」、「産科・小児

科における医師確保のための施策」参照

イ)看護職員等の専門性の向上に向けた取組の推進

●医師の負担軽減や助産師の効果的な活用の観点から、助産師外来や□―リスクの分娩に対する院

内助産の活用、さらに医師等との連携のあり方について検討します。併せて助産師の養成や確保

について検討します。

0このほか、周産期医療全体の向上を図るため、多職種による母イ本救命を図るための研修など医療

安全教育を推進します。

(3)地域における早期の受入体制の確立

●国では、NICUを退院後、引き続き医療的ケアが必要となる小児等が、在宅で安心して療養できる

体制の整備を目指し、医療と保健、障害福祉、教育等が運携した施策を推進しています。

0本県では、令和 4年 8月 に、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律に基づく、「長

崎県医療的ケア児支援センター」を開設し、家族や関係機関からの相談に一元的に対応しており、

引き続き、必要な助言等を行います。

0また、周産期母子医療センターと医療型障害児入所施設が連携し、「欠日る 。増やす 。つなぐ」をキ

ーワードとして、医療や生活支援、そして住まいの面から支える多職種の「イ中間」づくりを行つて

います。具体的には、多職種が参加する症例検討会の開催、地域における退院時カンフアランス

の技術的支援等により、相談支援専門員や訪問看護師など、地域で支援のリーダーとなる人材の

育成を図ります。

●地域の産科等の医療従事者が周産期母子医療センターで研修を受け、NICUからの退院後におい

て、できるだけ早く地域で受け入れることができる体制を構築します。
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【図】医療と保健、障害福祉、教育等の連携

症例検討会の開催、医師による地域の

開業医への働きかけ、家族会への支援

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

入院時から退院まで見据えた退院支援の

マニュアル化、地域で開催される会議への

参加

多職種連携

障害者の相談支援専門員や、訪問看護、介護、通所事業所などの福祉関係者に対する指導と育成 |

(4)ICT(周産期医療支援システム「すくすく」)の活用

0本県では、平成 26年から医療情報ネットワーク「あじさいネット」の機能を拡充して、妊婦健診

時から母体や胎児情報を一元管理し、県内の産科医と周産期母子医療センターを結ぶ「周産期医

療支援システム (すくすく)」 を運用しています。

●周産期医療支援システム (すくすく)には、妊婦健診の記録、グラフ化、八イリスク妊婦の抽出及

び地域内共有、検査データの自動取得、医療機関間のオンライン紹介などの機能があり、令和 5年

フ月時点で、加入医療機関が 23施設、妊婦の登録が 30′ 446名 となつています。

o今後は、さらなるシステムの活用を促進し、医療機関と行政が連携して、安全・安心な分娩環境の

確保に努めます。

【図】周産期医療支援システム概念図

周産期母子医療センター
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医療機関

里帰り出産時の

情報共有

(5)分娩取扱施設の役割分担と連携の推進

0本県は、全国でも診療所 (助産所)における分娩件数の割合が大きい地域となつており、周産期

母子医療センター等の高度医療施設と周産期母子医療センター以外の高次医療機関や診療所 (助

産所)との役割分担により周産期医療体制を確保することが重要です。

長崎医療センター

その他関係 周産期母子医療センターの医師・看護師

訪問看護 かかりつけ医
症例検討会・

退院カンフアランスなど

保健師 相談支援専門員

医療型障害児入所施設

母子手帳交付時に

氏名等入力

※一部市町 行政

市役所 ハイリスク妊婦等

搬送時に情報共有

医療機関

診察・検査結果等入力
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●分娩取扱施設は年々減少しており、施設へのアクセスが悪い地域もみられます。より効果的・効率

的な体制を構築するため、高度医療における周産期母子医療センターを中心とした搬送体制の整

備を図るとともに、二次医療固単位で安心して分娩できる体制の構築を図るため、必要な施設及

び設備の整備に対する支援や、オープンシステム、セミオープンシステムによる連携、周産期医療

支援システムの活用を促進します。

(6)敷急・災害時における搬送体制の整備

●本県では、産科・周産期に限らず、傷病者の 940/0以上が医療機関への受入照会 3回以内で搬送先

が決定しており、傷病者の搬送及び受入れは概ね円滑に行われています。今後は、救急隊により

直接搬送される妊産婦のより迅速かつ適切な受入体制の構築について検討します。

●佐賀県との ドクターヘリ共同運航等、救急搬送について近隣県との連携を図つています。母体や

新生児の搬送・受入体制の更なる充実を目指し、近隣県との広域的な連携体制の構築について検

討します。

●災害医療体制下において周産期医療体制が効果的に機能するため、医療ニーズ等の情報収集及び

医療チーム (DMAT等 )との連絡調整等を行う災害医療コーディネーターのサポートとして、「災

害時小児周産期リエゾン」の養成及び技能維持を図ります。

(7)症例の検討と母子保健等との連携

●近年、乳児・新生児死亡率が全国平均を上回ることが多いことから、周産期医療支援システム (す

くすく)の活用を促進し、八イリスク妊婦の抽出や搬送時・災害時の情報共有を行い、早期に適切

な対応ができるようにします。

●精神疾患を合併する妊娠については、様々なリスクが指摘されていることから、精神疾患を合併

した妊婦の診療に対応できるよう、周産期医療 (産婦人科医、小児科医、助産師等)と精神科医療

(精神科医、臨床心理士等)が運携した体制を整備します。また、産後うつなどによ為妊産婦の自

殺対策についても、関係機関と連携して、対策を検討します。

●地域母子保健等との連携により、安全で安心な妊娠と出産のための健康相談や妊産婦健診への助

成、産科医がいない離島地域の支援などの取組を推進します。また、乳幼児が安心して医療を受

けられるよう、現物給付等により医療費を助成します。

●退院直後の不安定になりやすい時期に、母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい

支援を実施する「産後ケア事業」の実施を促進し、関係機関と連携しながら、妊娠期から子育て期

にわたる切れ目のない支援を行います。

また、周産期母子医療センターに入院中の妊産婦に対し、居住する市町の母子保健事業について

個別に情報提供を行うなど医療と市町の保健・福祉事業との連携を図ります。

(8)新興感染症発生 。まん延時の周産期医療体制

0新興感染症の発生 。まん延時においても、地域で周産期医療を確保するため、感染症の罹患又は

罹患が疑われる妊婦に対して産科的緊急症を含む産科診療を実施する医療機関について、「小児・

周産期・産科医療確保対策部会」において協議を進めていきます。
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●適切に妊婦のトリアージや入院等に係るコーディネートを行う災害時小児周産期リエゾン等の人

材の養成・活用について平時から検討します。

4口 具体的な目標

(1)成果と指標

施策の成果
ストラクチヤー・

プロセス指標
直近の実績

(2022年度う
(目標 )

2029年

県内で周産期の高度医療が受

けられる体制を構築すること

母体・新生児の県内搬送率 99.90/o 1000/0

母体・新生児搬送数のうち受

入困難事例の件数
14件 0件

NICUで治療を受けた医療的ケ
ア児が円滑に在宅ケアに移行

し安心して療養できること

医療的ケアが必要な小児に対

応可能な訪問看護ステーショ

ンが所在する医療圏数

6医療固 8医療固

効率的な周産期医療の連携体

制が構築されること

周産期医療支援システム (す

くすく)加入施設数
22施設 3フ 施設

災害時や新興感染症の発生 。ま

ん延時に周産期医療体制が機

能していること

災害時小児周産期リエゾン任

命者数
17名 38名

(2)指標の説明

最終的な成果 アウ トカム指標 直近の実績
(目標 )

2029年

乳児死亡率が全国平均を下回

ること
出生千人対平し児死亡率

1.2

(2022年 )
全国平均以下

(2022:1・ 8)

新生児死亡率が全国平均を下

回ること
出生千人対新生児死亡率

0.フ

(2022年 )
全国平均以下

(2022:0.8)

周産期死亡率が全国平均を下

回ること
周産期死亡率

3,3

(2022年 )
全国平均以下

(2022:3.3)

妊産婦の死亡をなくすこと 妊産婦死亡数
0人
(2022年 )

0人

NICU・ GCU長期入院児を減ら
すこと

NICU・ GCU長期入院児数
1人

(2022年度 )
0人

指標 説明

母体・新生児搬送数・県内搬送率
母体及び新生児の県外搬送数をゼロにして、県内での受入

体制を構築することを目指します。

母体・新生児搬送数のうち受入困難事

例の件数

NICU満床を原因とする受入困難事例を減少させることを
目指します。

医療的ケアが必要な小児に対応可能

な訪問看護ステーションが所在する

医療圏数

周産期母子医療センターを退院した医療的ケアが必要な

児を受け入れることができる訪問看護ステーションの地

域偏在をなくすことを目指します。

周産期医療支援システム (すくすく)

加入施設数

周産期医療支援システムに加入する産婦人科医療機関を

増加させることを目指します。

災害時小児周産期リエゾン任命者数
災害時小児周産期リエゾン任命者数を増加させることを

目指します。

出生千人対乳児死亡率 出生千人対乳児死亡率を低下させることを目指します。
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出生千人対新生児死亡率 出生千人対新生死亡率を低下させることを目指します。

周産期死亡率 周産期死亡率を低下させることを目指します。

妊産婦死亡数 妊産婦死亡数をゼロにすることを目指します。

NICU・ GCU長期入院児数
NICU・ GCU長期入院児数を減少させることを目指します
(長期入院とは、NICU又は CCUに 1年以上入院してい
ることをいう。)。
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1日 災害医療について

0平成 23年の東日本大展災、平成 28年の熊本地震、平成 30年の北海道胆振東部地震 (大規模停つ 、

つ後発生が懸念される南海トラフ地震などの大規模地震や台風・線状降水帯による自然災害、テロ等

国民保護事態への脅威の高まりなどにより、被災地における負傷者への応急処置や、被災した医療機

関からの患者の安全な搬送等を担う災害医療体制はますます重要になつています。また、令和 4年

2月には、新型コロナウイルス感染症での活動成果を踏まえ、新興感染症対応が DMATの活動内容

に追加されました。

●令和 3年 5月、水防法等の一部改正により、浸氷想定区域や上砂災害警戒区域の要配慮者利用施設

に避難確保計画の作成及び避難訓練の実施・報告が義務付けられました。市町と連携した要配慮者利

用施設の把握や支!肺 lの構築が必要です。

。本県では、地震、風水害、火山等の自然災害や航空・道路災害、大規模な事故による災害等に備え、

「長崎県地域防災計画」を策定しており、災害時においては、その種類や規模に応して医療資源を有

効かつ効果的に活用するという観点にたち、関係機関と連携して対応しています。

0本県では、近年の災害事象や法改正等の趣旨を踏まえ、各関係機関との連携のもと、中核となる拠点

病院等の体制整備や被災咆ヽ妨刊東な沢自体制の整備、災害医療人材の養成等、災害による「防ざえ

た死」を防止することを第一に体制構築を図つています。

●体制構築にあたつては、災害医療に関する専門家、関係機関等の意見を聴くため設置している「災害

医療検討委員会」において協議を行うほか、「長崎県災害医療救護マニュアル」「災害時透析医療支援

マニュアル」を作成し、災害時活動の具体的な羽順や関係機関との運携等について定めています。

2日 本暗證剪帰伏と組

(■ )災害医療提供体制

ア)保健医療福祉調整本部 (班)

●保健・医療・福祉分野の連携を図るため、本県では、平成 29年 フ月 5日付け厚生労働省 5課局部長

通知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備について」に基づき、平成 31年 4月から福祉

保健部内に「保健医療福祉調整班」の名称で保健医療福祉調整本部を設置することとしています。

●大規模災害が発生し長崎県災害対策本部が設置された時は、福祉保健部長は、保健医療福祉活動の総

合調整を行うために、福祉保健部内に保健医療福祉調整本部 (班)を設置します。また、災害が発生

した地域を管轄する保健所に地域保健医療福祉調整本部 (IIDを設置します。

●保健医療福祉調整本部 (班)は、ネ副Шttg細帳 、統括 DHEAT、 災害医療コーディネーター、災害

薬事コーディネーター、保健医療福祉活動チームの連絡員及び関係各課のリエゾン等で構成し、保健

医療福祉ニーズ、医療施設等の地域寄鳳研礎剥期 、応援の状況と課題等の全体像を1巴↓F至し、医療を

はじめとする専門的な支援・協力を得て、保健医療福祉活動を指揮調整します。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●保健医療福祉調整本部 C児)では、①保健医庸 尉焼 動チームの芯援派遣及び受援調整、②保健医療福

祉活動に関する情報連携、③保健医療福祉活動に係る情報の収集、整理、分析及び提供等を行います。

●保健医療福祉調整本部 llllI)の機能強化ならびに被災地保健所との連携強化を行うため、専門的な研

修・訓練を受けた公衆衛生医師の中から、統括 DHEATを配置します。

●迅速な支援渚動ができるよう、必要により保健医療福祉活動チームも含めた訓練等を実施し、平時か

ら備える必要があります。

【図】長崎県における大規模災害時の体制 (保健医療福祉調警 )D

イ)災害医療コーデイネーター

●災害医療コーディネーターは、災害時に、都道府県、保健所及び市町村が保健医療福祉活動の総合調

整等を適切かつ円滑に行えるよう、都道府県の保健医療福祉調整本部や保健所等の保健医療活動の

調整等を行う本部において、保健医療ニーズの把握や保健医療活動チームの派遣調整等に係る助言

及び支援をイ子います。

●本県では、「長崎県災害医療コーディネーター設置要綱」に基づき、「長崎県災害医療コーディネータ

ー」及び「長崎県地域災害医療コーディネーター」を任命しています。

。今後、保健医療福祉調整班や保個訴等の訓練において、役割や連携等を確認する必要があります。

長崎県災害対策本部組織図
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

ウ)災害時小児周産期リエゾン

●都道府県が小児・周産期医療に係る保健医療福祉活動の総合調整を適切かつ円滑に行えるよう、保健

因療福祉調整本部 倒Dにおいて、被災地の保健医療ニーズの把!戸至、保健医療福祉活動チームの派遣
調整等に係る助言及び支援を行う都道府県災害医療コーディネーターのサポートを目的に都道府県

が任命する医師、助産師又は看護師です。厚生労働どの指定研修を受講した者から都道府県が任命し

ます。なお、令和 5年 3月末現在の任命者数は 1フ 名で、2029年までに38名を目標としています。

0今後、保健医療福祉調整班の訓練 において、役割や連携等を確認する必要があります。

(第 8節「小児医療」参照)

■長崎県災害医療コーディネーター

災害時に、県災害対策本部保健医療福祉調整明等において、切れ目の無い医療を提供するため、

医療提供体制の構築に係る助言や医療救護活動の総合調整等の業務を担います。

本コーディネーターは、災害医療に精通し、かつ、長崎県の医療の現状について熟知している医

師のうち、国が開催する研修の受講者を知事が委嘱します。

令和 5年 3月末現在21名 (長崎県医師会 :4名、長崎大学病院 :5名、長崎医療センター :5

名、佐世保市総合医療センター :1名、日赤長崎原爆病院 1名、県 5名)を委嘱しています。

【陽 】

① 災害時医療救護活動の総合調整に関すること

② `時輛の集約、分析及び提供に関すること

③ DMAT及び医療救護班の派遣又は受入等の調整に関すること
④ 患者の搬送 (県外への広域搬送も含む)及び受入の調整に関すること

⑤ 国や他都道府県からの要請に基づく医療救護渚動の調整に関すること

⑥ その他県の福祉保健部長が必要と認める業務に関すること

■ 長崎県地域災害医療コーディネーター

災害時に、県災害対策地方本部等において、岬 酉己置調整、情酬の礫約・分析・提供等

の業務を担います。

本コーディネーターは、各県立保健所長及び各地域保健医療対策協議会から推薦を受けた者のう

ち、県開催研修受講者を知事が委嘱します。

令和 5年 3月末現在 3フ名 (二次医療圏別に、長崎フ名、佐世保県北 8名、県央フ名、県南 4

名、五島 4名、上五島 1名、壱岐 4名、対馬 2名)を委口,日しています。

【陽 】

① l盾報の集約、分析及び提供に関すること

② 地域における医療救護班の配置調整に関すること

③ 地域災害医療対策会議の座長に関すること

④ DMATの撤収後の弓障迷ぎ業務に関すること

⑤ 医療救護活動と公衆衛生活動との連携調整に関すること

⑥ その他県の幅祉保健部長が必要と認める業務に関すること
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工)災害薬事コーディネーター

●災害薬事コーディネーターとは、災害時に、都道府県並びに保健所及び市町が行う保健医療活動にお

ける薬事に関する課題解決のため、都道府県が設置する保健医療福祉調整本部並びに保健所及び市

町村における保健医療活動の調整等を担う本部において、被災地の医薬品等や薬剤師及び薬事。衛生

面に関する情報の把握やマツチング等を行います。

●本県では、「長崎県災害薬事コーディネーター登録霞綱」及び「長崎県災害薬事コーディネーター設

置勇イ岡」に基づき、「長崎県災害薬事コーディネーター」を登録・設置しています。

●災害薬事コーディネーターの研修事業等を実施し、災害薬事コーディネーターの養成及びその能力

向上に努めています。

●導竣 は保健医療福祉調整班において、役割や連携等を確認する必要があります。

オ)災害拠点病院

●災害拠点病院は、救命救急センターや二次救急医療機関の機能を有し、災害発生時の医療救護活動の

中核施設として思者の受入を行うほか、医療チームを編成し、被災地等への派遇を行う医療機関です。

●本県では、県内全域をカバーする救命救急センター機能を有した基幹災害拠点病院を 2病院、二次医

療圏域毎に二次救急医療機関の機能を有した地域災害拠点病院を 12病院指定しています。

●災害発生に備え、市町等防災訓練への参加・協力支援、県等大頒店コ|1練を雇用した応援 DMATの受

け入れ 。活動拠点本部運営、衛星電話訓練等により、日頃からの体制整備に努める必要があります。

■ 長崎県災害薬事コーディネーター

災害時に、県災害対策本部保健医療福祉調整班、県災害対策地方本書辟U朝剰建[剰辞調 整班

において、主に即 斗旦う医薬品等の供給や薬剤師の派遣要請等に係る調整を行い、対応

方針について立桑等の業務を行います。

本コーディネーターは、保健医療福祉調整班又1評u朗剰建E動朝副嗣 整班の構成員として位置

付けされ、必要に応して召集されます。

令和 6年 3月末現在 40名を本コーディネーターとして登録しています。

【陽 】

① 医薬品等の供給調整

② 災害支援薬斉J師の受入及び派遣調整

③ 被災地区における薬局等の被災状況に関する‖群限J叉集

④ 県災害対策本部等に対する、医薬品管理等の医療救護活動に関する助言

⑤ その他、県が必要と認めた事項
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■ 災害拠点病院の役割

① 夕翔 腸 、蜘 k広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤思者の救命救急
② 重症傷病者の受入及び搬出 醜 含む。)

③ 自己完結型医療救護チーム (DMAT)の派遣

④ 地域の医療機関への応急用医療資機材の貸出し

⑤ 災害医療に関する研修 。訓練

■ 災害拠点病院の主な指定要件

(1)運営体制
。24時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の受入れ及び搬出を行うことが可能な体

制を有すること。

・災害派遣医療チーム (DMAT)を保有し、その脈遣体制があること。

・救命救急センター又は二次敷急医療機関であること。

・被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画 (以下、「BCP」)の整備を行つてい

否こと。

(2)施設及び設備
・手術室等の政急診療に必要な部門を設けるとともに、災害時に多数のほ者を受入れることが可

能なスペース及び簡易ベッド等の備蓄スペースを有することが望ましいこと。

・病院機能を維持するために必要なすべての施設が耐震構造を有することが望ましいこと (診療

機能を有する施設は耐震構造を有することとする)。

・衛星電話を保有し、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すること。また、複数の

通信手段を保有していることが望ましいこと。

・広域災害・救急医療陪報システム (以下「EMIS」 )に登録し、災害時|]陪報を入力する体制を

整えておくこと。

力)災害拠点精神科病院

●パ県の精神病床を有する病院は、令和 4年 6月 30日時点で県内に 38施設フ′661床 (イ旦し、 1カ艤費

は平成 23年フ月から休床中、 1施設は令和 5年 8月に病床を廃止したため、実際は 36施設フ′633

床)ありますが、精神病床を有する災害拠点病院の精神病床は 5施設 227床、食精神嫡床の約 3.00/0

(但し、1施設lよイ植木中で4施設 177床、1刻動している精神病床の約 2.30/0)であり、災害時の精神

科病院からの患者の受け入れや精神症状の安定化等を災害拠点病院のみで対応することは困難な状

況です。

●精神科病院協会等の関係団体とも連携を図りながら、県内の精神科医療機関における精神疾患を有

する愚者の受け入れについて、平時から協議を行う必要があります。

●平成 28年に発生した熊本地震では、被災し出 研栃 院から 595人の愚棚 M子われました。

同様の大規模災害が発生した際には多数の精神科患者の搬送が見込まれます。

(第 5節-1「精神科医療」参照)
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キ)災攀
―
―ム (DMAT:Dほ aster Medに al AsSstance Team)

●DMATとは、大地震及び航空磯・列車事故等の災害時、新興感染症等のまん延時に、地域における必

要な医療提供体制を支援し、傷病者の生命を守るため、厚生労働省の認めた専門的な研修・訓練を受

けた災審派遣医療チームで、発災直後の忽陛期 (1陸 48時間以内)から活動が開始できる機動性を

有しています。DMATは「Disaster Medに at AsSstance Team」 の頭文字です。

●DMATは、医師1名、看護師2名、業務調整員1名の計4名を基本とし、DMAT調整本書B(DMAT

事務局、都道府県 DMAT調整本部、DMAT渚動拠点本部、DMAT参集拠点本部)、 医療機関、SCU、

災害現湯等において、本部活動、搬送、1群剛又集・共有、診療等を行います。また、必要な場合には、

初期の避難所、救護所、社会福祉施設での活動のサポート等も行います。

(引用)DMATの定義「日本 DMAT活動要領 (R4.2.8改 正)

0本県では、厚生労働省等が実施する「日本 DMAT豚員養成研修 (4日間)」 を修了し全国で活動を
行う「長崎 DMAT(日本 DMAT)」 と、者F道府県が実施する「地域 DMAT研修 (1.5日間)」 を修了

し県内でのみ活動を行う「長崎県 DMAT(□―力)レ DMAT)」 の整備に努めています。また、DMAT

の派遣に協力する意思を持つ病院を「DMAT指定病院 (長崎 。長崎県)」 として指定しています。

●原子力災害時には、自然災害との複合災害や病院等施設避難も見込まれるため、原子力災害医療派

遣チームや長崎大学 (高度被ばく医療支援センター刀京子力災審医療・総合支援センター)との連携

した対応が求められます。

●必要な DMATの確保に向け、養成機会の確保や技能維持に向けた訓練開催に努める必要があります。

【表】災害拠点病院・DMAT指定病院。DMAT数 (令和 5年 12月末現在)

嘲 医療機関名
災瓢

病院

長山奇DMAT
(日本 DMAT)

長詢奇県 DMAT
(□―カル DMAT)

指定 チーム数 指定 チーム数

長 崎

長崎大学病院 ◎ ○ 5 〇 2

長崎みなとメディカルセンター ○ ○ 2

日本赤十
~事
土長崎原爆病院 ○ ○ 3 〇 0

済生会長崎病院 ○ ○ 1 〇 0

長崎撤済会病院 〇 0

イ左世保

県 Jヒ

佐世保市総合医療センター ① ○ 3 〇 0

北松中央病院 ○ ○ 1 ○ 0

長崎労災病院 O ○ 1

県 央

長崎医療センター ◎ ○ 8 〇 1

諫早総合病院 ○ ○ 2 ○ 0

長山割‖棚医療センター ○ 1

市立大村市民病院 〇 2

県 南 長山奇県島原病院 O ① 1 〇 0

五 島 長崎県五島中央病院 ○ ○ 1

上五島 長崎県 卜7〒島病院 ○ ○ 2 O 0

壱 岐 長崎県壱岐病院 ○ ○ 0

女ヽす 帰巳 長崎県対馬病院 ① ○ 2 ○ 1

てき 言十 14 15 33 11 6

※「◎」は基幹災害拠点病院、「○」1灘雌 審拠点病院。DMATのチーム数は Drl― Ns2-Lo91での換算数。
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■ 熊本地震における DttATの活動

・平成 28年に発生した熊本地震では、全国から (熊本県内を除く)466チームが派
遣されました。本県も 15チームを熊本県に派遣し、熊本市内及び益城町で救命救
急活動、入院患者の医療支援、行政機関のサポート、被災現場や救護所等での活動

を行いました。また、県内では県庁内に設置した DMAT調整本部で派遣チームの編
成や県本部の続括、患者受け入れに係る様々な調整を行いました。

■ 新型コロナウイルス感染症対策におけるDMATの活動
。本県では令和 2～ 4年度に延 フ81名の DMAT隊員が支援にあたりました。
令和 2年度 クラスター支援 3件 (船舶①延 342名、病院①延 フ2名、施設①延 フ1名 )
令和 3年度 クラスター支援 5件 (病院②延 92名、施設③延 147名 )

入院調整 1件 (調整本部・延 6名 )、 臨時医療施設支援 1件 (延 6名 )

令和 4年度 転院調整 1件 (調整本部・延 45名 )

ク)J疑藍謝耐置解勢申医療チ・―ム(DPAT:Disaster Psychiatric Medical Assistance Teanl)

●災害は、人々に様々独W邸勺反応をもたらすとともに、PTSD Iい的タト傷後ストレス障害)やうつ病

などのホ誹め 、アルコール関連問題の出現など、ポ誹囃 の重大な問題を数多く引き起こ

すことが知られており、「こころのケア」カド必要とされます。

●DPAT(割詔対距簿也に継続して派遣する災害派遣精神医療チームであり、精神科医師、看護師、業務

調整員等から構成されます。災害時には、長崎県 DPATを編成し、被災地等に派遣します。

(第 5節 -1「精神科医療」参照)

■ DPATの活動内容
・避難所や在宅の精神障害者等に対する被災地でのホ誹申科医療の提供

・外来、入院等被災した医療機関への専門的支援 (患者避難への支援を含む。)

・災害のス トレスによつて心的問題を抱える住民への対応

・支援者 (地域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等)への専門的支援
。その他被災地での精神保健渚動への専門的支援

ケ)災凱 鰊 鰍 鯉 支援井 ム (DHEAT:Disaster Health Emergency Assistance

Team)

。東日本大震災では、避難所等における三―ズの的確な把握と、各災審対策本部等における限られた資

源の有効活用や支援物資等の適正配分をどのように調整する力功 課ヾ題としてあげられました。

0このため、県では、保健所を中心に、専門的研修を受けた医師、保健師、業務調整員等から構成する

「災害時健康危機鱒 チーム (ディーヒート)」 を組織し、保健医療福祉調整本部 (班)及び被

災地保健所等に派遣し、健康危機管理対応に必要桜1群侵ll又集・分析や全体調整などの災害フェーズ毎
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の公衆衛生渚動を支援します。

●迅速な受援・支援調整及び、被災地盾報の同時共有のため、各災害関係システムが災害保健盾報シス

テムに一元化されました。

●保健所職員の受援・派遣時の災害対応能力を向上させるため、計画的な人材育成を今後も継続する必

要があります。

コ)災害支援ナース

0これまでは、大規模自然災害が発生した地域へ、県の要請により、地域住民の回朝鶴寺・確保のため

に必要な看護を提供する災害支援ナースが派遣されていました。

●令利 4年 12月の改正医療法及び感染症法に基づき、災審・感染症医療業務従事者とし、県とP斤属医

療機関等の協定に基づく派遣業務として位置づけられ、新たに新興感染症が蔓延した地域への対応

が追加されました。

●災害支援ナースは、厚生労働省の委託を受け日本看護協会で養成されています。

●災害派遣ナースが所属する医療機関等との協定を締結し、円滑な支援のための体制整備を図る必要

があります。

サ)保健医療福祉活動チーム

●災害が沈静イヒした後においても、被災地の医療提供体制が復十日するまでの間、避難所や救護所等に

避難した住民等に対する医療・健康管理を中心とした医療が必要となるため、様々な保健医療福祉

活動チーム (日本医師会災害医療チーム (]MAT)、 日本赤十字社救護班、独立行政法人国立病院機構

医療班、全日本病院医療支援班 (AMAT)、 日本災害歯科支援チーム (」 DAT)、 薬剤師チーム、保健

師チーム、管理栄茜士チーム、日本栄養士会災害支援チーム (3DA― DAT)、 日本災害り八ビリテーシ

ョン支援チーム (」RAT)、 災害派遣福祉チーム (DCAT)等)が DMATや DPAT等と連携し、活動

を行います。

o今後、保健医療福祉調整班 。現地保健所等で関イ系者と運携等を確認する訓練が必要です。

■ 急性期以降の保健医療活動

。東日本大震災等では、避難所や仮設住宅での生活が長期化したことによる環境の悪化

や、生渚不活発病により、医療や介護を必要とする方が急増しました。このため、平成

25年にり八亡リテーション関係団体による「大規模災害リノヽ ビリテーション支援関連

団体協議会 (JRAT:]apan Rehabilitation Assistance Team)(ジ ェイラツト)」 が組

織され、熊本地震等でも活躍しました。
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■ 令和 2年度 熊本県豪雨災害 DHEAT派遣

(2)災害時の因康蝉 。共有

広域災害・敷急医療情報システム (EMIS:Emergency MedicallnformaMon System)(イ ーミス)

●厚生労働省は、災審時の迅速な対応が可能となるよう、医療機関の被災状況や患者の受診・受入l情報、

DMATの活動状況、避難所状況等を一元的にJ又集・提供し、関係機関で共有する「広域災害・救急医

療目報システム (EMIS)」 を整備しています。災害発生時には被災した病院に代わり、県や保健所、

DMAT等がシステムヘの代行入力を行います。

●災害時には、本システムを利用し、被災した病院等の状況を迅速に

'巴

j戸至し、被災者への救急医療の提

供や必要な支援を行います。

●本県では、台風や線状降水帯等による局所災害が見込まれる際にも、病院・保健所に EMISの緊急時

入力を指示し、県内の被災状況をす巴す戸至しています。

●県では、長崎県災害医療ロジスティクス検討部会と連携した EMISによる医療機関Q脆謝陛詔面や

EMISの入力率向上、保健所医療安全研修の機会を利用した研修会の開催等に取り組んでいます。

●災害時に支援を行うため、EMIS医療機関詳細情報等の入力率向上に取り組む必要があります。

■ EMIS登録施設   447か F斤

○医療機関 :病院 14フ 施設 (全施設)

有床診療所 212施設 (全施設)、 無床期 25施設 健珀醍牧等 )
○行政機関 :4フ 機関 (保健所・市町・消防機関等)

○関係団体 :16機関 (県・君B市医師会、県看護協会等)

*厚生省 DMAT事務局「第 1回災書叙性期対応研修」鯰刑 5年 4月 4日時点艶醜敦)
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【図】広域及害・救急医療盾報システム (EMIS)の機能 (出典 :厚生労働省研修資料)

取り扱い情報 情報センタ

(データベース )
ンステムの主な機能

(3)関係機関等との協力・運瞬体制

●災害時の多様なニーズに対応するためには、様々な関係機関との連携が重要です。自県及び他県力Ч皮

災した際に速や力定支援できるよう、各団体が派遣する医療チームや、医薬品及び医療材料等の提供

に関して、各関係機関との間で様々な協定を結んでいます。

●緊急輸送手段確保のため、県有車両の活用や民間車両等の借上げ、自衛隊等の車両や航空機、旅客船

事業者等の打帥白妍吏用などを関係機関に要請します。また、被災地に向かう DMATや靭 )Iの

車両について、緊急車両としての運用が認められるよう、関係機関との調整を行つています。

●大規模災害時に、必要な医薬品や診療 。外科的治療用具の確保を図るため、県内4ヶ所の医薬品卸業

者倉庫に、「災害時緊急医薬品等備蓄セット (1セット千人分)」 を 1セットずつ偏蓄しています。

●大規模災害時に、被害が甚大で本県単独では十分な対応ができない場合の応援要請や他県への支援

に関して、九州・山回の各県と「九州・山口9県災害時応援協定」を結んでいます。

●医療現場等に医師や看護師が迅速に至」達可能な「ドクターヘリ」の活用は、災害医療においても非常

に重要です。災害発生時には、本県ドクターヘリの他、他県との本目互支援協定や「大規模災審時のド

クターヘリ運用体制構築に係るJ離十」に基づき、他県の ドクターヘリと運用調整を行いながら、関係

機関のヘリと協調した災害活動に努めています。

●災害時に円滑な医療救護を行うため、研修や訓練、会議等様々な機会を通じ、行政 (国・県・市町)、

医療機関、医療関係団体、消防機関、自衛隊、他県の DMATや医療ボランテイアなど様々な機関・

団体と、日頃から「顔の見える関係」の構築に努める必要があります。

●受援時の医療チーム受け入れや患者搬出、支援時の医療チーム派遣や患者受入れが円滑に行えるよ

う、九州・,嚇毛ブロック訓練や防災訓練等の機会を利用した訓練参加に努める必要があります。

緊a時入力緯報

■喪こと、― 日
からA力し

てもらう

“

“弔獅
・Ｂ戯
中
期
色

梅
４
イ
の

と
Ｂ
，
そ

部道府県愛害情報
(各卸道府果ンステム)

活用

集計

裕嘉

全国共通

(厚生労働省冴熟 )
クアツ

関係者連携支援

入力情報一覧・ 辞制

表示機能

入力情報集計機能

一斉通報機能

災審派遣医露チーム

活動状況モニター

広域医癬搬送患着登録

状況把握

E暉ほ口0-334tBB
で0た頌に入力してもらう綺ほ

■a機■0■■
手的賢A硝

,イ7'イン観
その●

詳細情報

2-10い 10



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【表】各医療団体との主な協定等

【表】災害発生時における移動・輸送等に係る協定 (長崎県地域防災計画・資料編抜粋、掲朝 1贋)

唯 協定名 イ齢吉月 船

県医師会 (」 MAT長崎)
」MAT長崎の派這に関
する協定

平成 25年 3月
県医師会が派遣する医療救護期に関する

協定

県歯科医師会
凶科医療救護明の派這1こ

関する協定
平成 25年 3月

県歯科医師会が派遣する歯科医療救護班

の派遣に関する協定

嚇 J自磁会
災害時等における葉剤師

の派這に関する協定
平成 26年 11月

県葉剤師会が派遣する薬剤師に関する協

定

購 鏃
災害発生時等における医

療数護活動に関する協定
平成 28年 6月

大規模自然災害及び新興感染症対応へ派

遣する看護職に関する協定

蒔
災害時の栄養・食生活支

援活動に関する協定
令和元年 10月

県栄養士会が派遣する栄養士に関する協

定

長崎災害り八ビリテ

ーション推進協議会

災害時のり八ビリテーション
支援渚動に関する協定

令和元年 11月
災害リノ(ピリテーション推進協議会によ

る大材の派遣に関する協定

県医薬品卸業組合
災害時における医薬品の

供給に関する協定
平成 9年 8月

県医薬品缶口業組合による医薬品の供給に

関する協定

県医療機器協会
災害時1こおける[裏握静財沐斗

等の供給に関する協定
平成 9年 8月

県医療機器協会による医療材料等の供給

に関する協定

医療ガス協会
災害時における医療ガス

の供給に関する協定
平成 26年 3月

医療ガス協会による医療ガスの供給に関

する協定

日本赤十子
~ネ
土

災審救助法に基づく数助

応援に関する委託契約

令和元年 8月
(司綻 )

日本赤十字社長崎県支部による災害発生

時の救助等に関する契約

囃 艤 糸絲吉月 内容

長崎県石油商業組合
災害時における支援に関す

る協定書
平成 21年 5月

災害対策基本法第 フ6条に定める緊急通
行車両への優先的な燃料供給等

西日本高速道路 (株)

九州支社

大規模災書発生時における

相互協力に関する協定書
平成 23年 6月

県内 PA毬施設の防災拠点活用、休憩施設
等の緊急開口部を活用した緊急車両の通

行等

(公社)長崎県 トラ
ックi詠会

災害応急対策に必要な緊急

輸送の確保に関する協定
平成 23年 8月

物資等の緊急輸送、緊急輸送に付随する

業矛労

(―社)長崎県バス
膝

災害時における緊急輸送に

関する協定書
平成 29年 3月

被災者の輸送業務、災害応急対策に必要

な要員・資機材の輸送業務、車両貧与等

(―社)長崎県タク
シー協会

災害時のタクシーにおける

緊急輸送に関する協定書
平成 31年 2月

被災者の輸送、災害対策に必要な要員の

輸送等

長崎三菱自動車販売

株式会社、三菱自動

車工業株式会社

災害時における電動車両等

の支援に関する協定書
令和 2年 10月

電気自動車、プラグイン八イプリッド車、
自動車からの外部給電に必要な機器の貸
与

九州各県・山口県
九州・山口9県災害時応援
協定

平成 23年 10月
職員派遣、食料・欲料水・生活必需品の提

供、避難施設・住宅の提供、緊急輸送路・

輸送手段の確保、医療支援等

西九州 トヨタ自動車

(4朱)長崎支店、ナカ
｀

サキト]へ
°
ット(株l、 卜]タ

カローラ長山奇 (株 l、 ネッツ
ト]夕長崎 (株)、 (オ米)

卜]'レシタリース長山奇、 卜]タ
モヒ
゛
リティ,fり (株l

災害応急対策等にかかる
連携協定

令和 4年 2月
燃料電池自動車、電気自動車、フ

°
ラク
い
イン・A

イフ
゛
リッド自動車、llイガリッド自動車、自動車

からα汐惜蹄含電に必要な機器等
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(4)災害発生時の連携活動

●災害発生時には、被災地内の災害拠点病院や救急医療機関の被災状況、診療機能・ライフラインの状

況、医療救護班の要請の有無や必要な医薬品、また被災地外の災害拠点病院等の受入患者可能数など

について、密接な醐 のやりとりが必要になるため、EMISやその他の通信手段を用いて、情報の収

集や提供に努めています。

●人工透析については、医療機関の停電・断水、患者の避難等により継続的な治療が困難となるため、

日本透析医会と連携し、災害時医療盾報ネットワーク (透析)や EMISを活用し、被害状況や受入医

療機関の把握を迅速に行います。

●新生児集中治療室 (NICU)等での管理を必要とする小児、新生児、妊産婦については、小児周産期

リエゾンによる調整の他、八イリスク出産等への対応のために構成されている小児・周産期医療独自

のネットワークを活用します。

●災害時には多くの関係団体や関係機関との連携が必要なため、日常的な関係構築が必要です。

(5)訓練・研修による人材の育成

●大規模災害時には、医療関係者の迅速かつ的確な対応が求められます。そのため、県では、災害拠点

病院や DMAT指定病院を中心とした医療従事者の医療技術向上と、病院相互及び関係機関との連携

強化などを目的とした研修や訓練を開催するとともに、国やイ也干幾関が開催する研修や訓練への参加

を促進しています。

●被災l也が通常の医療体制へ早期に復旧するためには、派遣された医療救護班等が必要とされる医療

を迅速かつ的確に提供し、三―ズに応して効率よく活動するための派遣調整等が重要になります。ま

た、災害嚇見オ莫によって、急陛期におけるDMATをはじめ、関係機関等から数多くの医療チームが
派遣されるため、効果的に配置調整等を行うコーディネート機能が求められます。そのため、県では、

国が行う研修とは別に、災害医療コーディネーター養成研修や佐賀県と運携した□―カル DMATの

養成研修等を実施しています。

●ブロック訓練や防災訓練等の機会を利用し、DMAT調整本部・現地活動拠点本部・参集拠点本部・

SCU等の汚動訓練を行つています。

●県では令和 4年度から長崎大学 (長崎大学病院災害医療支援室)に委託し、災害医療初任者教育
(EMIS・ BCPi勢 、回―カル DMATの養成等を行つています。

●災害医療体制の充実強化を図るため、DMATインス トラクター (政府総合防災訓練や DMATフ
｀
回ッ

ク訓練、都道府県訓練の企画・運営、発災時の DMAT本部活動マネージメントができる能力を有す

るとして、一定の要件を満たし、日本 DMAT検討委員会が認める者)の養成が必要です。

●長崎災害り八ビリテーション推進協議会 (以下、「長崎 JRAT」 という)では県内の登録協力機関や長

崎 JRAT構成団体等を対象に研修会を F汗弓イ獲し、各国以で協力機関の組織イヒを図り、り八ビリテーショ

ン支援のできる人材を育成しています。

●災害時に備え、人材育成のための研修、連携等確認のための訓練機会を設ける必要があります。
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■ 県が実施している主な災害研修 (令和 4年庁ヱ)
。長崎県 DMAT(□―カルDttAT)養成研修 /長崎県 DPAT養成研修会 /DHEAT養成基礎研修
・長崎県地域炭害医療コーディネーター養成研修 /感染座対応人材育成研修
・災害瞬 逹封節形 /病院災詈対策本部支援要員養成研修 /EMIS研修 /BHELP研修

■ 長崎 DMATが参加した主な災害訓練 (令和 4年度)
・県総合防災訓練 .国民保護訓練 /市防災訓練 /長崎空港事故想定訓練
・保健医療福祉調整班訓練 /長崎 DMAT等衛星電話訓練
・九州沖縄ブロック訓練 /政府訓練 (大規模地震・自衛隊機)

防災訓練等と連携した人材育成

●H29.6月 県防災訓練/県立五島高校  ●R3.フ 月五島市防災訓練/保健所 。消防

■ 県訓練を活用した長崎 DMAT等訓練

●R4.5月  県防災訓練/救護所 ●R4,11 県国民保護訓練/DMAT調整本部

(6)災害時の健康危機管理体制等

●発災直後の忽性期だけではなく、被災から復興へ向けた中長期的な支援活動ができるよう、保健医療

と福祉、防災を含めた連携の必要性が1曽しています。

●続括 DHEATや県内 DHEAT、 保健医療福祉活動チーム、保健所が、協働で被災l也における保健医療

福祉支援活動を行うため、保健医療福祉調整本部 (I)Dにおいて総合調整ができるよう体制整備に努

めています。

●平時からの備えとして、関係職員の対応力向上と保健医療福祉活動支援チームとの連携]蛍化を図る

ために、保健医療福祉調整本部 (IIDや DHEATの災害対応訓練等を行つています。

(7)病院鰤 同 時

●病院は、地震発生時においても囲 則鼎 能の維持が求められるため、患者及び地域住民の安全・安

心の確保を図るためにも、建物が十分な耐震強度を備えていることが必要です。県では医療施設耐震

整備事業補助金を交付することで医療機関の耐震化を支援しています。

‐↓｀

手
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●災害拠点病院以タトの入院医療機関においても、3日分を目安とした水・食料・燃料の備畜、受援計画

を含めた BCPや避難確保計画の策定が求められます。そのため、県では病院立入検査等の機aを利

用し、指導を行つています。また、災害拠点病院については、地方厚生局と連携した現地確認を行い、

災害備畜等の徹底に努めています。

【表】病院の而す震化率 (厚生労働省耐震等調査・令和4年 9月 1日現在)

区分 醐
醒

lA)

全ての国吻に

耐震性有 (B)

一部の建物

rこ而胡震悩日雷

全ての建物に

耐 臨なし

耐劃∃豚明

(耳『劣層軍講勇2理彗馬
'本

ミ)

闊 陣

B/A

病院
全 国 8′ 160 6′426 5フ2 110 978 78.80/0

長崎県 149 118 10 1 20 79.20/O

(再掲)災害拠点病院
救命救急センター

全 国 778 742 35 0 0 95.40/O

長崎県 14 14 0 0 0 100,00/O

※全国の耐震化率は未回答病院 11施設を分母から除き算出された公表値。

(3)そ軸

●平成 31年 3月 25日に長崎空港事務所と「航空搬送拠点臨時医療施設 (以下、「SCU」 )の資機材保

管及び運用管理に係る覚書」を締結すると共に、有事に展開可能な災害用テント等を設置しました。

●令刊 5年、国土強靭化基本計画及び骨太の方針 2023において、医療コンテナを活用した減災・防

災への取り組みが示されました。

●令和 5年 3月、本県では長崎県災害医療検討委員会の下部組織として、「長崎県災害屋療ロジスティ

クス検討部会」を設置しました。

3日 施策の方向性

(1)災害医療拠点等の整備・充実

●災害拠点病院においては、自ら被災した際も早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備

等、平時の備えを行うとともに、訓練等により計画に基づき機能が回復できる体制を整備します。

●県は、国の検討会報告書や指針を踏まえ、災害医療体制を整備するとともに、「長崎県災害医療敗護

マニュアル」等を見直し、関係機関への周知を図ります。

●各不曳l‖練を通し、基幹災害拠点病院を中心とした被災地ハの広期的な支!髪体幣ll、 DMAT調整本部・

活動拠点本部 。広域識送・隣県等協力体制の確立・強化を図ります。

●県は災害拠点病院実地検査の機会を利用し、県内災害拠点病院の実胃博蒲識巴:Γ至に努めます。

●長崎県災害医療ロジスティクス検討部会と運携し、災審時に利用可能な衛星通信網を整備します。

●災害拠点精神科病院 (24時間緊急対応し、被災地からの精神疾患を有する患者の受け入れや DPAT

の派遣に係る女寸応等をそ〒う医療機関)の整備を目指します。

●災害時における精神科の患者の搬送においては、DMATと DPATの運携を図るほか、適切な搬送体

制を構築するため、事前に受入れ可能な精神科病院を}巴!戸至し、棚送体制の検討を行います。
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●各病院における水・食料・燃料鉤 を EMISに反映させ、月鰯ヨ酌 号ヾ的 られる施設のリス ト化

を行います。また、県 DMAT調整恭鉛こよる輸 知 支援が円滑に行えるよう、九′ll‖ 。,粥電ブロ

ックDMAT実 務者会議等と共に、医療資源確保フロー等支援計画の作成に取り組みます。

(2)関係機関の連携と災害医療従事者の育成等

●県は、DMAT・ DPATの技能向上のための研修を行うとともに、研修・訓練への参加を促します。

また、医療機関と協定を締結し、災害時の精神保健医療活動の支援体制の構築に努めます。

●東日本大震災弱 貶簿也で活動した日本 DMATの際員から、派遣後にPTSDが疑われた方が確認され

ました。本県から派遣する DMAT・ DPATのメンタルクアについては、県関係課と連携を図り、派遣

元の医療機関等と協力して、活動後にケアを受けられる体市」を検討します。また、セルフケアや必要

に応じた医療機関の受診、適切な休養の取り方などを研修等の機会で伝えていきます。

●県外での大規模災害派遣にも対応するために、保健所の災害対応能力向上に努めるほか、DHEAT育

成のための研修や訂|1練を行います。

●県は、県本部で総合調整を行う「長崎県災害医療コーディネーター」、地餌で調整を行う「長崎県地

域災害医療コーディネーター」、小児・周産期医療分野で調整を行う「災害時小児周産期リエゾン」

の養成に努めるとともに、訓練参加を促し、災害時の体制強化を図ります。

●県は、行政機関 (市町を含む)、 災害拠点病院、医療機関、消防機関、自衛隊、医師会、日本赤十字

社長崎県支部等の関係団体及び各保健医療福祉汚動チームとの連携に努めます。また、保健医療福祉

調整本部 llllI)訂 |1練を開催し、各機関・活動チームの役割や連携を確認すると共に、迅速な医療・福

祉人材の派遣調整や資器材調達等に努めます。

●県、市町、関係団体、関係機関との災害時 仰鞭醍瑠斬激寸応含む)に関する協定の締結を推進します。

●防災・減炭を図るため、病院や保健所の職員に対し、災害医療 (支援や受援のあり方を含む)や EMIS

に関する研修をそ〒います。

●災害医療体制の充実強化を図るため、病院が行う DMATインストラクターの養成を支援します。

●災害り八ビリテーション支援チームの人材育成を行うと共に、避難所生活において必要となる福祉

機器等の迅速・適切な調達が行えるよう、避難所に於ける支援体制のオ青築や質の向上を図ります。

●原子力災害及びその複合災害に対応するため、原子力災害医療派遣チームや長崎大学 (高度被ばく医

療支援センター/原子力災害医療・総合支援センター)と連携した原子力防災訓練を行います。

(3)その他

0平時から EMIS登録li幹眼や耐震盾報、浸水・土砂災害のおそれのある要配慮者利用施設時報等の収

集を行い、脆弱隆の言詔面に努め、災害時は医療機能や鵬 引性を考慮した脚 尤取引巴才F至に努めます。

●国土強靭イ
ー

~十
画及び骨太の方針 2023を踏まえ、本県においてtう減炭・防災を目的とした医療

コンテナの利活用 。整備に向け、検討を進めてまいります。
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0「長崎県災審医療ロジスティク嫡 轄 [会」と連携し、災害医療ロジスティクスの能力向上を目的と

した衛星電話y陳中研修・訓練の企画・運営、EMIS情報の確認・指導等を行います。

4日 成果と指標

(1)成果と
'旨

標

(2)指標の説明

麟 ストラクチヤー・プロセス指標
直近の実績

(2023.3月 )

(目攪
2029年

災害発生時に活動の中心と

なる人材の育成

DMAT登録チーム数 (日本 DMAT) 32チーム 42チーム

DMATインス トラクター数 3名 5名

DPATの登録チーム数 1チーム 3チーム

県災害医療コーディネーター任命者数 21名 20名を維持

地域災害医療匈―ディネーター任命者数 3フ 名 48名

災害発生に備えた体制整備

災害拠点精神不垢 院の指定施設数 0 1病院

病院・保健所等への災害医療教育実施回数 2回/年 2回/年

EMIS・

"W完

屋レ樟雁葬阿奎笙諄率 98,60/0 1000/0

EMIS・ 病レ誹南給情報登録率 49.フ 0/0 フ50/0

県災害対策本部H用建瞬 尉艦周整班、保
健所・市町等との合同司1勝咲施回数

1回/年 1町年

子旨標 説明

DMAT登録チーム数
(日本 DMAT)

基幹災害拠点病院 2病院×各 8チーム=16チーム
地域災害拠点病院・DMAT指定病院 13病院×各 2チーム=26チーム
計 42チームの確保を目指します。

DMATインス トラクター数
現在の 3名は全て医師。今後は医師以外 (看護師・ロジ)を含めたイン
ス トラクターの 5名体制を目指します。

DPATの登録チーム数
令和 5年 10月時点登録 1チーム
新たに2チーム登録し、計 3チームの確保を目指します。

県災害医療コーディネータ
ーイ帥

災害時に、県災害対策本部保健医療福祉調整班等において、切れ目の無

い医療を提供するため、医療提供体制の構築に係る助言や医療救護活動

の総合調整等の業務を担います。必要な数として、 1～2名/年を養成
し、任命者 20名以上を維持します。

地域災害医療コーディネー

ターイ王命者数

災害時に、県災害対策地方本部等において、医療救護班の配置調整、情

報の集約・分析・提供等の業務を担います。必要な数として、本土医療

圏において、医療圏あたり8名、離島医療圏において、医療圏あたり4
名を養成し、計 48名の任命・配置を目指します。

災害拠点精神科病院の指定

施設致

令和元年 6月 20日付医政発 0620第 8号厚生労働省医政局長等通知
「災害拠点精神科病院の整偏について」に基づき、県内 1病院の「災害
拠点精神科病院」芋旨定を目指します。

病院・保健所等への災害医療

教育実施回数

県内の病院・保健所を対象とした研修会を年 2回以上開催し (委託研修
を含む)、 災害医療対策向上を目指します。
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【図】災害時の医療機関および行政機関の連携イメージ
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

日

癒
掻
愛
語

ロ

ロ ■

EMIS・ 病院基本晴幸離

EMIS(広域災害・放急医療情報システム)における施設名・住所・緊急
時連絡先等の基礎情報、受水槽 。自家発電機の有無に関する情報が入力

されている病院の登録率 (九州 。沖縄フ
｀
回ック災害医療ロジスティック

ス検討委員会す是供)をす巴!戸至。全病院の登録を目指します。

EMIS・ 病院補給1辞騨

EMIS(広域災害・救急囚療情報システム)における「休日の水の平均使
用量」が入力されている病院の登録率 (九州・沖縄フ

｀
ロック災害医療□

ジスティックス検討委員会提供)を把握。750/。以上の登録を目指します。

県災害対策本部や保健医療

ネ勃止調整班、保健所・市町等

との合同訓練実施回数

県災害対策本部や保健医療福祉調劉 ヨこおける県関係課・関係団体との

連携や役割を確認するため、年 1回以上の合同訓練開催を目指します。

観 的
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第 10節 -2 災害医療 (原子力災害医療 )

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1,原子力災害医療の基本理念

0「いつでも、どこでも、誰でも最善の医療を受けられる」という救急医療の原則と、「最大多数の最

大利益を」という災害医療の原則に司 去,し、人命の尊重を優先します。そのため、平時から赦急・災

害医療機関が原子力災害医療に対応できる体制と指揮系統を整備、確認しておく必要があります。

2日 原子力災害医療の特徴

●放舅寸生キ勿質や放射線は五感で感じることができませんが、感染症等と比較すると、放身寸線測定器で計

測することにより人体への影響を客観的に評価できるため、十分な準備と研修、訓練が行われていれ

ば、医療関係者、住民等の不安を軽減することができます。

●放射 1生中勿質から出る放射線を浴びてしまうことを「被ばく」といいます。腿 引生キ勿質が皮膚や狙闊こ

付着することを「表面汚染」といい、吸つたり、飲んだり、傷口から吸収することを「内部汚染」と

いい、これらの違いを明確にし、周知することが重要です。

3日 本嘴誼剪丹伏と組

0国は、原子力発電所から半径 30km圏内の地域につ

いて、事前に災害対策を請ずるべき区域として定めて

おり、本県では、佐賀県の九加電力玄海原子力発動 斤

の半径 30km国内に、松浦市の全域と、佐世保市、

平戸市、壱岐市の一部が位置しています。

【図】玄海原子力発電所からの距離

UPZ

0また、佐世保市の佐世保港には、アメリカ軍の原子力

艦が不定期に入港しており、万が一の事故に備えて、

国、県及び佐世保市による定期的な防災訓練を実施し

ています。

伊万里市

0 嗚

→

・，

●本県では、災害対策基本法に基づく「長崎県地域防災

計画」において原子力災害対策編を定め、行政や関係

団体等の体制を明確にしています。また、災害発生時

の具体的な医療活動の手lll買を定めた「原子力災害医療マニュアル」を定期的に改訂し、実効的な体制

の確保に努めています。

(■ )原子力災害時如 織

●県は、長崎県地域防災計画に基づき、長崎県災害対策本部 (以下「県災害対策本部」)と列 け鵬

に現地災害対策本吉Fを設置します。

0また、県災害対策本部には、原子力災害医療調整官を置き、原子力災害医療関係者の支援を受け、多

数の傷病者の搬送先の指示等の対応を行います。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

0さらに、住民が被(ぎく又は汚染の恐れがあるときには、県北振興局の現地対策本部に現地医療対策班

を設置します。

(2)原子力災害医療体制

①原子力災害拠点病院

●県は、国の示したヨ 牛を満たしている医療機関から 1～ 3施設程度、原子力災害拠点病院を指定しま

す。平成 28年度に長崎医療センターを原子力災害拠点病院に指定しました。

●原子力災害拠点病院は本県の原子力災害医療体制の中核となる病院で、主に以下の機能を有します。

・災害時に汚染の有無にかかわらず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合は適切な診療等を行う

。原子力災害医療協力機関では対応できなし▼皮ばく傷病者を受け入れ、適切な診療等を行う

。被ばく傷病者の状況に応じ、高度被ばく医療支援センター等へ患者を搬送する

。原子力災害医療派這チームを保有する

0県は、原子力災害拠点病院における必要な資機材の整備について支援を行つているほか、研修や訓練

への参加を1足進することにより、連携体制を]釘ヒしています。

②原子力災害医療脇力機関

●県は、原子力災害医療に協力する機関を、「原子力災害医療協力機関」として積極的に募集し、登録

(リスト化)しています。

●原子力災害医療協力機関は、下記のフ項目のうち、 1項目以上を実施することとします。

(A)被ばく傷病者等の初期線 び救急診療を行えること。

(B)国又は県等からの要請に基づき、甲状腺被ばくモ三タリングを実施できる要員を保有し、そ

の派遣をイ子う。

(C)「原子力災害医療派遺チーム」を保有し、その派這体制があること。

(D)救護所への医療チーム (又は医療関係者)の派遣を行えること。

(E)避難退域時検査実施のための放射畦物質の検査チームの派遣を行えること。

(F)立地道府県等が行う安定ヨウ素剤配布の支援を行えること。

(G)その他、原子力災害発生時に必要な支援を行えること。

【表】原子力災害医療協力機関

※最新の協力機関の一覧は、県の「原子力災害医療」のホームページをご覧ください。

医療機関名
上記のA― Gの機能

A B C D E F G

佐世保市総合医療センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長崎労災病院 ○ ○ ○ O ○ ○

長山割|1棚医療センター 〇 O 〇 ○

平戸市民病院 〇 〇 〇 O

松浦中央病院 O O

長崎県壱岐病院 ○ O O 〇

日本赤十字社長崎原爆病院 ○ ○ 〇 ○ O ○

長崎県医師会 O 〇 O ○

長崎県薬剤師会 ○ 〇 ○ ○

長崎県診療放射線技師会 〇 〇 O 〇
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●県は、原子力災害医療協力機関へ必要な資機材を配備していますが、資機材の管理の徹底及び必要に

応した,肖耗品等の更新が必要です。

③高度細ぎく医療支援センター展び原子力災害医療。総合支援センター

●局度被ばく医療支援センターは、拠点病院等の診療に専門的な助言を4子うとともに、拠点病院では対

応できない傷病者を受け入れ、専門的治療を提供します。

●原子力災害医療・総合支援センターは、原子力災害医療派遣チームの派遣調整等を行うとともに、派

遣チームベ現地情報の提供等の活動支援を行います。

0国は、高度被ばく医療支援センターを 6施設、原子力災害医療 。総合支援センターを4施設、指定し

ています。国立大学法人長崎大学は、高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援セ

ンターの指定を受け、九′l‖1の原子力発電所立地県等をそのP斤管としています。

●県は、長崎大学と連携し、本県の原子力災害医療体制のあり方や体制構築のための時報共有を行つて

います。

④原子力災害医療派遣テーム

●拠点病院等に所属し、原子力災害が発生した道府県等内に派遣され赦急医療等を行います。

●原子力災害医療派遣チームは4名以上で、必要な知識、技能を保有する医師、看護師、放射線防護関

係者から構成されます。

0国は、平成 29年 3月、「原子力災害医療派遣チーム」の活動要領を定めました。原子力災害医療派

遣チームは、汚染のある患者に対する救急医療等の提供など、被災地の原子力災害医療拠点病院にお

ける渚動を基本とします。また、派遣先の原子力災害拠点病院で対応できない被ばく傷病者等が発生

した場合には、高度被ばく医療支援センター等へ搬送する際の搬送支援を行います。

0国の活動要領では、原子力災害医療派這チームの活動は、平時に派遣チームを保有する医療機関と県

との間で締結された協定及び地域防災計画等に基づくものと明記されています。県は令和 5年度に

派遣チームを保有する、原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関と協定を締結しました。

●令和 5年度末時点で、県と協定を締結した医療機関は長崎医療センター(2)、 佐世保市総合医療セン

ター (1)、 日本赤十字社長崎原爆病院 (1)の 3機関 4チームです。※ ()内はチーム数

●原子力災害発生時に大きな役割を担うため、県内の原子力災害医療派遣チーム数を増やす必要があり

ます。

2-10-20



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【図】原子力医療体制のイメージ

講
受入
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。医療機関連携体制研脅築

。医療関係者に対するI胤修の実施
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(3)原子力災害発生時の対応

●玄海原子力発電所より30km圏内には、入

院患者がいる医療機関が 18箇所あり、あ

らかじめ災害時における避難計画を策定し

ています。計画に沿って、医療機関におい

ては入院患者の搬送、県(お肖防、自衛豚等

と連携した救急搬送の支援や受入先医療機

関の調整等をそ子います。

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【図】玄海原子力発電所における原子力災害発生時の

避難計画 (令和 3年 フ月 内閣府「玄海地域の緊
急時対応」資料より)

●災害により放射隆キ勿質の放出が確認され、

一定の基準に達すると、国の指示により

30km国内研主民を対象に避難 (一時移転)

が行われます。県は、市町が設置する避難

所への人的、物質的支援を行うほか、住民

が円滑に避難することができるよう、国及

び市町の協力を得ながら、避難退域時検査

を実施します。なお、関係機関の協力を得

て、原子力災害医療を提供するための救護     ※人警文(凱圏難期防め人口 (R3.3)

所を設置し、健康不安を取り除くための健康相尋知劇剰懲旨導を行います。

●避難遇瑚時検査では、住民の汚染状況を確認し、必要な人に対して簡易除染 0騰 よび拭取り)
を実施しますが、実施には広大な土地が必要になるため、県は関係機関と連携し、避難逮醐時検査

場所のリストを作成する必要があります。

0また、長崎県では、住民への検査は全員に行うとしていますが、時間と人手を考慮し、見直しが必

要です。

●県等は、国が令和5年 5月に定めた甲状腺被ばく線量モニタリング実施マニュアメИこ基づき、関係

機関の協力を得て、被ばく線量を推定することを目的に甲】刈ァ鸞皮ばく線量モニタリングを実施しま

す。円滑な実施のため、十分な測定要員の確保が必要です。

0なお、災害時には、放射線による身体への影響や生活に関する不安を抱く方が1曽えることが予想さ

れます。このため、原子力災害に関する正確な1許陀射機 、避難住民の′いのケアを行うため、専

門的機関との連携が求められます。

(4)安定ヨウ素剤の配布

●災害時に放射陛物質の一種である「方父身コl生ヨウ素」が放出され、呼吸や飲食物を介して人体に取り込

まれると、甲状腺に集積し、放射線被ばくの影響により数年から数十年後に甲状腺がん等を発生させ

る可含旨陛があることが分かつています。

0「安定ヨウ素斉J」 を月眼用し、あらかしめ甲状腺をヨウ素※で満たしておくことで、危険陛をイ氏下させ

ることができます。安定ヨウ素剤の月限用は、その効果が服用の時期に大きく左右されることや、副作

用の可有〕性もあることから、医療関係者の指示により適切に実施する必要があります。

壱岐市封陪B

輛

人

芦
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／
ヽ
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※甲状腺がんや
~女
定ヨウ素剤の詳しい内容については、県医療政策課の 日戻子力災害医療体制」のホームペー

ジをご覧ください。

●市町では、災害発生時に温凍にイ主民への酉己布を行うため、玄海原子力発電所より 30km国内を中心

に安定ヨウ素剤を備畜しており、県も支援しています。また、松浦市の鷹島・黒島地区においては、

令和 4年度に県薬剤師会等の協力のもと事前配布を行い、以後 5年ごとに更新を行つていきます。

【表】市町別の備畜状況 (令和5年 4月現在)

市町
酉E備

卿

丸斉ll
茉腔 朋

ゼリー

平し娠訴羽

ゼリー

人数 人数 人数

松浦市

(波佐見、川棚、東彼杵町を含む)
44 80′000 600 1,800

平戸市 13 2フ′500 80 300

イ左世保「l] 22 25′ 500 280 900

壱岐市 33 59′000 600 1′800

舗 十 112 192′ 000 1,560 4,800

※丸済」は 1人 2丸で換算しています。

3日 施策の方向性

(1)原子力災害医療機関の確備・充実

●県は、関係者の意見を聞いたうえで、原子力災害拠点病院の追加指定について検討を行います。

●長崎大学は、高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターとして必要な人材

の育成、資機材の整備、研修等を行うほか、国や県と連携し、本県の原子力災害医療体制の機能向上

及び本県の原子力災害医療に関わる人材の確保を図ります。

●原子力災害拠点病院は、必要な人材の育成、資機材の整備、研修等を行うほか、自院における原子力

災害医療派這チームの確保、育成を行います。

●県は、方文身輔池頭」定器やその他消耗品など、原子力災害医療において必要な資機材の整備・充実を図

ります。

●資機材の整備については、令和 2年度に導入した原子力防災資機材管理システム (NEMS)を活用

し、関係機関へ配備している資機材及び消耗品の管理等を行います。

●放射線測定器については、3年に 1回の頻度で点検・校正を行います。点検 。1苅正に係る対象機器の

管理についても NEMSで行います。

(2)原子力災害医療従事者の育成

●県が毎年実施する「長崎県原子力防災訓練」において医療副1障東を実施し、幅広い行政関係者等が原子

力災書医療に対応できるよう、また、より効果的、効率的な体制を構築するため、評価及び見直しを

行います。
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●県は、長崎大学による研修の共催や県が実施する副|1練により、県医師会、県薬斉」師会、県診療放射線

技師会等の関係者との連携を強化します。

●県内の原子力災害医療関係者は、長崎大学による研修や国及び関係機関が開催する研修、訓練に積極

的に参加します。

(3)効果的な連携体制の構築

。新たな事故や災害の発生等に伴い、国の原子力防災指針の改定や県の地域防災計画の見直しが想定

されるため、原子力災害医療の専門家、地元自治体、消防関係者が参加する「長崎県原子力災害医療

ネットワーク検討会」を定期的に開催し、県の原子力災害医療体制に関する検討を行います。

●長崎県原子力災審医療ネットワーク検討会の検言晰課 に基づき、「長崎県原子力災害医療マニュアル」

を必要に応して見直すとともに、マニュア)舅こ基づく訓1練を実施し、その実効性の向上を図ります。

0「長崎県原子力防災訓練」では、原子力災害医療体制に定める関係医療機関、市町に加え、自衛隊、

九'111電力等に積極的な参加を求め、災害時に迅速に対応する体制を構築します。

●入院患者が円滑に避難できるよう、医療機関が策定する避難計画に基づき、患者の搬送訓練を行うこ

とで、計画の実効l生の向上をはかります。

●県は、関係機関と連携し、避難退域時検査場所のリストを作成後、訓練等で実証を行うとともに、市

町と協議を行いながら、住民への全員検査の見直しを行います。

●県は、県内の派遣チーム数を増やすため、関係者へ研修及制 |1練への受講を促進するとともに、拠点

病院等と連携し、原子力災害医療派遣チームの出動に係る協定及び地域防災計画等に基づく派遣チ

ームの運用体制を整備します。

●県は、長崎大学やその他の関係鵜関と連携し、甲状腺簡易測定研修の受講を促進するとともに、国や

他県の動向を踏まえ、甲1刈フ鸞皮ばく線量モニタリングの実施体制の構築を行います。

●県は、安定ヨウ素剤の計画的な購入を行うほか、市町と連携し、住民に円滑に配布できるよう、効果

的な湘羅謝端」を構築します。

■ 原子力防災訓練 (原子力災害医療訓練)
。原子力防災訓練は毎年 1回、県の防災企画課が中心となつて、関係各課、県の地方機
関、市町、自衛隊等の関係機関との運携のもと、災害時の情報伝達、住民の搬送訓

練、放射線の測定訓練、そして原子力災害医療訓練を実施しています。

・県内外 8箇所程度に避難所 (救護所 )を設置し、避難住民への対応訓練を行うほか、傷
病者の搬送処置訓練、原子力災害医療派遣チームの派遣訓練、避難退域時検査訓練等

を行つています。

・コロナ禍の令和 2年度から令和 4年度にかけては、県内 1～ 2箇所に避難所 (救護所 )
を設置し、避難住民へ医療講和の DVDの視聴を行うなど規模を縮小し、実施しまし
た 。

●原子力災害だけでなく、自然災害等との複合災害が懸念されることから、DMATとの運携体制の構
築を図るとともに、医療機関や避難所等の晴辛剛又集や情報伝達において、「広域災害・救急因康盾報
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システム (EMIS)」 等 IC「 システムの渚用を図ります。

●原子力艦の原子力災害について、県は必要に応して、住民等に対し、簡易な測定法による放則生物質

の汚染の把握、避難退域時検査及び原子力災害医療措置を講ずるものとしており、定期的に実施する

防災訓練等により、県と市、関係機関の連携体制を]虫化します。

4日 成果と指標

(1)成果と指標

(2)指標の説明

方陳 の成果 〕器 幹
(目抑

2029年

災害発生時において活動の中心

となる医療機関や拠点を整備す

ること

原子力災害医療協力機関
10機関
(2022年 )

10機関
以上

安定ヨウ素苫」の事前配布率 (酉E布済

人翔 事前酉己布女寸象地域住民数)

59.00/0

(2022年 )

59,00/0

以上

原子力災審拠点病院の数
1病院
(2022年 )

2病院

原子力災害医療派遣チームの数
4チーム
(2023年 )

5チーム
以上

災害発生時において渚動の中心

となる人材を確保すること

甲状腺被ばく線量モニタリングに

おいて簡易測定を実施できる者の

数

2フ 名

(2023年 )
40名

原子力災害医療関運研修の開催回

数

3回
(2022年 )

6回

与E朝侵要 説明

原子力災害医療協力機関

10機関 (令和 5年 7月 31日時点)に加え、関係団体と協議を行う
こととしています。

※出典 :県の医療政策課調べ

安定ヨウ素剤の事前配布率

PAZ(原子力発電所から半径 5km国内)に準した区域である松浦市
鷹島、黒島地域住民への安定ヨウ素剤の事前配布率を向上させます。

※出典 :県の医療政策課調べ

原子力災害拠点病院数
県内に新たな原子力災害拠点病院の設置を目指します。

※出典 :県の医療政策課調ペ

原子力災害医療派遣チームの数
県内の原子力災害医療派遣チームの数叫 カロを目指します。

※出典 :県の医療政策課調ベ

甲イ期ァ薄皮ばく線量モニタリング

において簡易測定を実施できる

者の数

簡易測定を実施できる人材を増やし、災害の際に活動できる人材を確

保します。

※出典 :県の医療政策課調べ

原子力災害医療関連研修
より多くの研修に開催し、災害の際に活動できる人材を確保します。

※出典 :県の医療政策課調べ
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【図】原子力災害時における緊急体制のフロー図
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長崎県原子力災害医療マニュアル令和 5年 3月より

玄海原子力発電所 事古欠発生

佐賀県オフサイ トセンター(原子力災害合同対策協議会)
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第 11節 新興感染症発生 。まん延時における医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1日 新興感染症対策について

●新興感染症とは、そのまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症

で感染左の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号。以下、「感

染症法」という。)第 6条第 フ項に規定する新型インフルエ獅 、同条第 8項に規定する

指定感染症 (当該指定感染症にぬ`かった場合の病状の程度が重篤であり、かつ、全国的かつ急速な

まん延のおそれがあるものに限る)及び同条第 9項に規定する新感染症のことをいいます。

●令和元年度に発生した新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、新興感染症の発生及びまん延

に備えるため、地域の関係者間の連携強化や感染症発生 。まん延時における保健医療提供体制等の

整備等が法定化された改正感染症法 (感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等

の一部を改正する法律 (令和 4年法律第 96号))が令和 4年 12月 9日に公布され、順次施行され

ています。

●改正感染症法により、国の基本指針が見直され、令和 6年 4月 1日に適用されることに伴い、「長

崎県感染症予防計画」(以下、「予防計画」という。)についても見直しを行いました。新興感染症

発生・まん延時における医療を含む、長嶋県の感染症対策に関する施策については、予防計画に沿

つて推進します。

●新興感染症は、広く一般の医療提供体制 (役割分担・連携)への影響に加えて、発生時期や感染力、

病原隆などについて事前に予測することが困難であり、災害医療とも共通しているため、予め平時

に、県が医療機関とその機能や役割に応した協定を締結することで、新興感染症発生 。まん延時に

はその協定に基づいて医療をす是供する仕組みを構築しておく必要があります。

●体制構築にあたつては、関係医療機関、診療に関する学識経験者の団体、高齢者施設等の関係団体、

保健噺設置市を含む行政機関等から構成する「長崎県感染症対策委員会」において協議を行い、毎

年進捗管理を行います。

●予防計画をはじめ、関運する医療計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく長崎県新型

インフルエンザ等対策行動計画は、各計画の整含陛を図つたうえで策定し、保健所等においてはイ建

原危識対処計画 (感染症編)に詳細を定めています。

2日 抑 と龍

(1)繭 医柳

●本県では、一類感染症の患者の入院を担当し、これと併せて三類感染症又は新型インフルエンザ等

感染症の患者の入院を担当する医療機関として、長崎大学病院を指定し、 2床整備しています。

(感染症の分類については、第 3章第 3節「結核・感染症対策」を参照。)

●二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として、二次医療

圏毎に、第二種感染症指定医療機関を指定しています。
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●第二種感染症指定医療機関の病床数は、当該二次医療圏の人口を勘案して必要と認める数ですが、

離島医療圏から本土地区へ患者を搬送することを前提に県央医療圏へ病床を確保しており、全40床

を,旨定しています。

【表】二類感染症患者等の医療を行う第ゴ 動韓慰酎旨定医療機関と病床数

医療圏 医療機関名 病床数

長崎 長崎みなとメディカルセンター 6

投そLJ孫翠要Jヒ
佐世保市総合医療センター

北松中央病院

4

2

敷
長崎医療センター

諫早総合病院

4

4

県南 長崎県島原病院 4

五島 長崎県五島中央病院 4

上五島 長崎県上五島病院 4

壱岐 長崎県壱岐病院 4

対馬 長崎県対馬病院 4

【卦言十 40

【図】第一種 (■ )及び第二種 (● )感染症指定医療機関配置図

長崎県壱岐病院

カ
静 拳

゛

p
輝

佐世保市総合医療 lクンター

長崎県島原病院

ρ

0

⇔

"″

″

参
ぐ

長崎大学病院

長崎みなとメディカルセンター

●平成 21年に発生した新型インフルエンザ(A/HlN1 2009)蜘‖も踏まえた新型インフルエンザ等

対策特別措置法が公布され、平成 26年 3月に長崎県新型インフルエンザ等対策行動計画を策定し

ました。感染症指定医療機関及び受入医療機関とあわせて 80の医療機関を確保・整備するととも

に、抗インフルエンザウイ)レス薬やマスク、防護スーツの感染防護衣を偏畜し、訓練等を実施して

ンター
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います。

■屈酔症思者対応訓練 便龍錦肥副I翻

保健所は新興感染症のまん延を防止するため必要がある

と認められるときは、患者に対し入院することを勧告す

ることができ、その患者を移送します。

患者移送訓練では、防護服や移送装置の取扱習熟や、緊

急走行のための警察や消防機関と合同訓練を行い、迅速

な移送対応の検証乞続けています。

離島を多く抱える本県の特徴として、離島から本土への

患者移送を想定した訓練も行つています。

(2)これまでの新型コロナウイルう噸輔断醇嫌 と課題

ア)患者発庄の状況に応した保健医療提供体制の確保

●新型コロナウイルス感染症の状況や実施した対策等については、「新型コロナウイルス感染症対策

にかかる振り返りと今後の方向性について」 (令和 5年 12月 )に記載されていますが、本県におけ

る、新型コロナウイルス感染症の感染者数は、令和 2年 3月の 1例目の発生から令和 5年 5月 8日

に感染症法上の位置付けが 5類感染症へ移行するまでの間、338′フ24人でした。この期間の新型コ

回ナウイルス感染症による死亡者数の合計は 647人であり、死亡者の 90'■畝 上が フ0歳以上でし

,こ二。

●令和 2年 3月から令和 5年 5月までの間に、新型コロナウイルスは変異を繰り返しながら感染の拡

大を引き起こし、 8回にわたる感染拡大の中で、 1日における新規感染者数の最大値は、オミク回

ン株が流行した第 7波の 4,610人でした。致死率 (新規慰染者数に対する死亡者数)は第 5波

0,140/0、 第 6波 0.090/O、 第フ波 0.140/0と 、第4波までの 10分の 1程度に低下しましたが、第 8波

では 0.260/0と増加しました。

●県民の感染産対策に対する協力や医療機関の協力により、本県における新型コロナウイルス感染症

による人口や感染者に占める死亡者の割合は、いずれも全国平均よりもイ氏く抑えることができまし

た。

●流行初期には、未知のウイルスに対する不安等から、医療従事者も差別や偏見、誹謗中傷の対象と

なりました。県では「新型コロナウイ)レス感染症関連人権相談窓口」の設置や、医療従事者等への

人権に関する配慮についてテレビ、ラジオ、新聞など様々な広報媒体を活用して啓発を行いました。

●新型コロナウイルス感染症患者への医療提供体制は、感染のまん延状況や症状に応した入院対象者、

療香期間、療養場所等、国の施策の変更に対応することで、限られた医療資源の中で各種体制や対

応を見直し、切替えを行いながら構築しました。

● 新型コロナウイルス感染症の保健医療対策について、県、2次医療固 (必要に応し、保健所圏域)

の会議体や医師会等の会議体で重層的に協議し、地域の実晴に対応した体制を確保しました。

●平時から、新興感染症発生時やまん延時に備え、医療機関や医療関係団体等と連携体制を構築し、
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感染症患者に対する医療提供体制を検討しておくとともに、新興感染症発生と同時に、医療提供の

体制や方針を全関係者と共有できる仕組みを構築しておくことが重要です。

【図】新規感染者数の推移と流行の状況 (第 1波～第8波)
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イ)入院医療体制

。新型コロナウイルス感染症の発生当初は、感染症指定医療機関や新型インフルエンザ等対策行動計

画に基づく新型インフルエンザ患者入院協力医療機関を中心に協力依頼を行い、医療提供体制の構

築を図りました。令和 2年フ月からは、病床確保計画を策定し、感染状況に応した効率的な病床の

運用に努めました。

。新型コロナウイルラ頓嬉闇ンM9対応と通常医療の両立を図るため、感染症療養後の患者を積極的に

受け入れる後方支援医療機関をリス ト化し、限られた病床の効率的な運用に努めました。

●感染者の急増による入院病床のひつ迫に備え、患者の緊急度に基づく入院優先度判断フローを関係

者間で共有しました。

●補液のための点滴や酸素投与、重症化予防のための中和抗体薬投与等、一時的な医療を提供できる

臨時の医療施設を、県内 2カ▼虚席舶際薦施設に併設することで、入院医療のひつ迫回避を図りま

した。

●広域転院は、患者やその家族と転院先医療機関の負担が少なからずあるため、感染拡大に応し、早

期に回域内で病床を確保することが必要であり、患者の受け入れは原則として二次医療固で行いま

したが、重症者や精神疾患等の特別な配慮が必要な患者については、県内広域で受入体制を確保し
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ました。

●入院調整については、令和 2年 3月に、長崎大学病院の感染症専門家や続括 DMAT(災害派遣医療

チーム)等で構成する調整本部を設置し、県内の入院受入状況の把握・分析や保健所による調整が

困難な場合の入院調整や搬送調整を行いました。特に、長崎医療圏においては、固域内の陽陛者の

外来受診・入院受入調整について、調整本部が長期間関与しました。

0また、一部の医療固では、病床がひつ迫した際に空床を確保するため、調整本部の DMATにより、

他の医療圏へ広域の転院調整を実施しました。

●限られた医療資源の中での円滑な入院調整のためには、退院や転院の促進により感染症へ対応する

確保病床の回転率を上げる必要があり、入院者の転院に対する理解促進のため説明用のテラシを作

成し、入院医療機関での渚用を図りました。また、感染まん延期には、確保病床での長期入院を避

けるため、一定期間の入院後は、後方支援医療機関において転院受入することを地域内で合意形成

し、効率的な確保病床の活用を行つた圏域もありました。

●離島医療圏での対応が難しい新型コロナウイルス感染症の重症者や、重症化のおそれのある患者に

ついては、県の防災ヘリを使用し、やむを得ない場合は、海上自衛隊や海上保安庁等の協力の元、

本土病院への搬送を行いました。

●感染拡大時に確保病床がひっ迫する中、新型コロナウイルス感染症患者のための病床を更に確保す

るため、多くの医療機関で予定手術の延期や入院の制限が生し、通常医療への影響がみられました。

0さらに医療従事者が感染者または濃厚接触者となることによる人材不足や、医療機関内で集団感染

(クラスター)が発生したことによる診療制限等によつても、通常医療ハα鳥鰹駒生ヾしました。

●感染症発生初期から、まん延状況に応した医療提供体制を構築するためには、平時から各医療機関

の役害Jや機能、連携について検討し、迅速な病床の確保、後方支援体制、人羽派遣体制を構築して

おくことが重要です。
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【図】新規感染者数 (1週間、人口10万人あたり)及び病床使用率の推移 (第 2波から第8波)
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●新型コロナウイルス感染症の発生当初は、新型インフルエンザ等感染症行動計画に基づき、帰国者

接触者外来において対応しましたが、発熱タト来を必要とする方の増加に合わせ、長崎医療固 (運営

者 :長崎市医師会)、 佐世保県北医療圏 (運営者 :佐世保市医師会)、 県央医療圏 (運営者 :日赤原

爆諫早病院)によ也域・タト来検査センターを設置しました。

●脆弱な PCR×
1等の齢 」を補うため、長崎県医師会、長崎大学病院 (検査実施)等の連携により、

呵夜検体の PCR検査体制が構築されました。また、長崎国際大学や日赤原爆諫早病院等の医療機関

においても PCR検査等体制が構築され、増大する検査需要に対応しました。県では蛍光 LAMP装置
※2を
購入し、蛍光 LAMP装置の開発に携わつた長崎大学熱帯医学研究所の協力を得て、医療機関等

へ導入を支ケ展し、貸与しました。l×1は :酌中韓 Ctth臨節拠蜘曲嘴邦卍コロナウイリ園楚鎚霊瀧歎孵と税※2
蛍光 lAMP装置:う漸川

―
△
封とが,万暁 した潔騨割諫 あるとDOp旧賦嗣 L制腱mJ Am「而cabOnを用し浣新型コロナウイ几スの検出技術・検出システ凸

●令和 2年 10月には、冬季の妻帥陛インフルエンザとの同時流行に備え、発熱患者等が地域におい

て診療及び検査を受けられる医療機関として診療・検査医療機関を指定し、発熱タト来体制を構築し

ました。

0本県においては、産学官が協働して検体採取・検体搬送・検査実施までの体制を構築したことによ

り、検査実施能力が向上しました。新興感染症発生時は、外来診療体制の構築に加え、検体棚送の

体制についても構築することが重要です。

●令和 2年 11月、県下全域を対象とする「長崎県受診・相談センター」を夕情F委託により設置し、

看護師等が 多卜時間 365日対応することで、相談者の状況に応した適切な受診を促し、外来診療の

ひっ泊同的 目勒 動 を図りました。
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●令和 4年 9月から令和 5年 1月までの間、休日等の外来診療ひつ迫の緩和策として、休日等外来診

療医療機関支援事業を実施し、県が要請する日時に発熱タト来を行う医療機関及び開局する薬局の噌

カロを図りました。

●感染症発生初期は、発熱患者に対応する医療機関が不足し、一部の対応医療機関へ発熱患者が集中

した結果、外来診療等がひつ迫しました。また、夜間・休日等は対応できる医療機関が限られるた

め、感染症まん延時には、2次救急輪番病院や在宅当番医がひつ迫しました。流行初期から、発熱

外来を行う医療機関を確保しておき、平時から地域での対応体制の拡充を検討しておくことや、県

民へ適切な受療行動を促すための同知が重要でラ。

工)自宅・宿泊施設等の頑斎着への国府の提供

●感染者の入院治療が不要な場合、感染陛が消失するまでの間は、家庭内感染や医療のひつ迫を防ぐ

観点から、自宅や民間等の宿泊施設、施設内に入所されている方は高齢者施設等内における療養が

必要となりました。当初は、保健所が全ての自宅等療養者 (宿泊療養者を除く)に対して、健康観

察を実施していましたが、感染のまん延状況に応して、保健所は重症化リスクの高い患者を担当し、

それ以外の患者については夕情[委託により実施しました。

●宿泊施設は、県内全ての二次医療圏に確保し、療養者の病状悪化時は、医師会や病院 (離島医療圏

の基幹病院)の医師による電話診療等により医療を提供しました。また、県薬剤師会の協力を得て

宿泊施設の療養音へ医薬品の提供等を行う薬局を整備しました。

●自        ヒに対応するため、県医師会や県 」ヽ児科医会、離島地域は基幹病院に診察待機

や保健所からの相談対応業務を委託し、自宅療養サポート医体制を構築しました。さらに、薬局が、

自宅療養者ぺ電話による服薬指導や薬剤の画己送をそ子いました。

●局齢者施設等内で療養する感染者への医療提供体制を構築するため、医療提供支援が可能な医療機

関リス トを提供し、施設での医療提供体制の確保を求めましたが、特に第フ波、第 8波では、高齢

者施設等内の療養者力u曽加し、施設からの救急夕帥 も増加しました。

●高齢者施設等については、入所者が施設内療養する際、必要な医師や看護師による往診・派遣等の

医療を確保できる体制を構築することが重要です。
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【図】第フ波及び第8波における療養先別療養者数

触 馨

⊇022年 8月 2022年 9月 2022年二o丹 2022年二lβ 2022年 12月 ,023年二月

オ)人材派遣 。人材育成

0本県では DMAT隊員が、令和 2～ 4年度にクラスター支援、入院や転院調整、臨時医療施設の立ち

上tザ等の支援にあたり、DPAT(災害派遣精神医療チーム)は、令和 2～ 3年度に、クラスタTが

発生した精神科医療機関における転院 (退院)調整や、クラスター発生施設の職員に対するメンタ

ルヘルス等の支援にあたりました。また、クラスターが発生した高齢者施設等へ、感染症専門家を

派遣し、感染制御の指導支援力XTわれました。

●感染者への医療提供や感染制御辱により感染の拡大防止を図ることを目的に、新型コロナウイルス

感染症が多発した医療機関や高齢者施設・障害者施設又は臨時の医療機関等へ医療従事者を派遣可

能な医療機関や団体等を、長崎 CoVMATと して登録しました。感染症まん延時には、CoVMAT登録

医療機関もひつ迫したため、クラスター施設への派遣が困難な場合がありました。

0本県では、平成 24年度から長崎大学病院への委託により、地域における院内感染対策向上のため、

院内感染地域支援ネットワーク (長崎感染制御ネットワーク)を構築し、院内感染対策の強化に取

り組んできました。新型コロナウイルス感染症への対応においてもこのネットワークを活かし、医

療機関への感染疲専門家による感染制往,支援が行われました。

0新型コロナウイルス感染症や新興感染症に対応するため長崎大学病院に委託し、感染症専門医不在

の医療機関における多職種による診療チームの育成や、人工呼吸器等を適切に扱える人材の育成に

取り組みました。

●医師会と協力し、診療時の感染予防対策や新型コロナウイルス感染症及び罹患後症状の診療に関す

る研修会を開催し、下般医療機関におけるI里解促進を図りました。

●医療機関では、多くの医療従事者が、院内感染の予防 。発生時の対応や新興感染症の疑い患者の診
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療等に関わることから、平時から、研修や訓練を通じて必要なスキル・心得を身に付けておくこと

が重要です。

力)衛生材料及び個人防護具

●感染症の発生初期段階において、医療機関におけるマスクやアイソレーションガウン等の個人防護

具が不足し、医療提供が困難となる状況が生じました。

●従前から備蓄していた県の個人防護具や国から提供された個人防護具を医療機関等へ提供しました

が、世界的な感染拡大による物資の生産や流通の著しい停滞により、新たな物資の調達はできませ

んでした。

●医療機関は、平時から感染症の発生やまん延を想定し、個人防護具を適切に備畜管理しておく必要

があります。

(3)誨T感染症法による医療情冒協廊の仙組み

0次の新興感染症に備えるため感染症法が改正され、県と医療機関が、各医療機関の機能や役割に応

し、医療措置協定を締結する仕組み力情隻けられました。

●医療措置協定の対象感染症は、新興感染症を想定していますが、まずは、現に対応しており、これ

までの対応の教訓を生かすことができる新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に取り組みます。

●実際に発生 。まん延した感染症が、「事前の想定とは大きく異なる事態」となつた場合は、その感

染症の特性に合わせて協定の内容を見直すなど、実際の状況に応した機動的な対応をとるものです。

「事前の想定とは大きく異なる事態」の判断については、国が国内外の最新の知見や、現場の吠況

を把握しながら、適切に判断し、周共日します。

●協定対象は、病院、診療所、薬局、訪問看護事業所であり、協定の内容は、医療機関が請じる措置

として、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後方支援、人材派遣に関するもの、

その他として、個人防護具の偏畜や研修・訓練等の実施や参加に関する項目が含まれます。

●病床に関する協定を締結した医療機関は第一種協定指定医療機関に指定され、発熱外来や自宅療養

者等への医療の提供を行う協定を締結した医療機関は第二種協定指定医療機関に指定されます。

●医療措置協定は、感染症法上の厚生労働大臣による新興感染症に係る発生等の公表 (以下、「発生

の公表」という。)から3か月程度の流行初期と、その後の流行初期以降に時期を分け、措置の内

容について協定を締結します。

●第一種協定指定医療機関と発熱タト来を行う第二種協定指定医療機関が新興感染症の流行初期の段階

から一定規模で措置を講し、当該措置を請したと認められる日の属する月の診療報酬収入額が、新

興感染症発生 。まん延前の同月の診療報酬J叉入額を下回つた場合には、流行初期医療確保措置によ

り流行初期医療の確保に要する費用を支給する措置がとられます。

●流行初期医療確保措置の基準は、県知事が定めることとされていることから、本県は、国の示す基

準を参酌し、「表 本県における流行初期医療確保措置の基準」のとおりとします。
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【表】第一種協定指定医療機関と第二種協定指定医療機関の基痒

令和 5年 5月 26日付け医政発 0526第 11号他「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律等の一部を改正する法律」の一部の施行等について (通知)(厚生労働省医政局長他)より抜粋

第一種協定指定医療機関 ⇒ 病床を確県する医療機関

。当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき適切な感染防止等の措置を実施することが

可能であること。

・患者等がお互いに可能な限り接触することがなく、診察することができること等の院内感染対策を適

切に実施しながら、必要な医療を提供することが可能であること。

・新型インフ)レエンザ等感染症等発生等公表期間において、長崎県知事からの要請を受けて、新型イン

フルエンザ等感染症若しく(討旨定感染症の患者又は新感染症の所見がある者を入院させ、必要な医療を

提供する体制が整つていると認められること。

第二種協定指定医療機関  ⇒ 発熱外来の医療提供を行う医療機関
。当該医療機関に所属する者に対して、最新の知見に基づき適切な感染防止等の措置を実施することが

可能であること。

・受診する者同士が可能な限り接触することがなく、診察することができること等の院内感染対策を適

切に実施しなぬヾら、外来医療を提供することが可能であること。

・新型インフ)レエンザ等感染症等発生等公表期間において、長崎県知事からの要請を受けて、外来医療

を提供する体制が整っていると認められること。

第二種協定指定医療機関 ⇒ 自鋳 等への醐 呂隣魯行う医療機関

病院、診療所 覇 訪問看護事業所

。当該医療機関に所属する者に

対して、最新の知見に基づき適

切な感染防止等の措置を実施す

ることが可能であること。

。当該薬局に所属する者に対し

て、最新の知見に基づき適切な

感染防止等の措置を実施するこ

とが可能であること。

。当該指定訪問看護事業者に所

属する者に対して、最新の知見

に基づき適切な感染防止等の措

置を実施することが可能である

こと。

・新型インフルエンザ等感染症

等発生等公表期間において、長

崎県知事からの要請を受けて、

外出自粛対象者に対してオンラ

イン診療等の医療を提供する体

制が整っていると認められるこ

と。

・新型インフルエンザ等感染症

等発生等公表期間において、長

崎県知事からの要請を受けて、

外出自粛対象者に対して医薬品

等対応 (調剤・医薬品等交付・

服薬指導等)を行う体制が整っ
ていると認められること。

・新型インフルエンザ等感染症

等発生等公表期間において、長

崎県知事からの要請を受けて、

タト出自粛対象者に対して訪問看

護を行う体制が整っていると認

められること。
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【表】本県における流行初期医療確保措置の基準

3日 施策の方向性

新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に、まずは当該対応の最大規模の体制を目指しつつと也域の
~夫
情を考慮し、医療機関の役割に応した協定締結等を通して、新興感染症に対応する医療及び通常医療

妨留鉢 待」の確保を図ります。また、新興感染症の 1倒犬やその対応方法を含めた最新の如見等は国から

周共されることを前提としています。

(1)長山奇県感染疵対策委員会等による連携体制の構築

●医療提供体需」の構築にあたっては、長崎県感染症対策委員会を通して、各医療機関の役害J分担の明

確化や医療関係団体以外の高齢者施設等の関係団体とも連携を図り、毎年予防計画の進捗管理を行

うこととし、新興感染症の発生に備えた協議を行います。

●保健所においては、各種会議体等を活用し、予防計画の1也域における推進を図り、健康危機対処計

画の進捗管理や、医療機関や関係者が参加する訓練を実施します。

(2)新興感染症憲者の入院医療を提供する体制の確保 (病床確保)

●県は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間 (新興感染症に係る発生等の公表が行われた

ときから新興感染症と認められなくなつた旨の公表等力M子われるまでの間)に新興感染症の入院を

担当する医療機関と、平時に医療措置協定を締結し、第一種協定}旨定医療機関に指定します。

●新興感染症の発生時は、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の感染症病床を

中心に対応する体制とし、発生の/ム`表力▼〒われた後の、流行初期の一定期間 (3か月程度)は、第

第一種協定指定医療機関 (病醐

① 感染症法第36条の2第1項第1号に掲tずる措置 (入院措置)の実施に係る県知事の要請があった日か
ら起算してフ日以内に実施するものであること。

② 通知又は医療措置協定の内容として当該措置 (入院措置)を講ずるために確保する病床数が、原則
として20床以上であること。ただし、県知事が認めた場合はこの限りでない。

③ 後方支援の医療の提供を行う旨を内容とする通知を受けた医療機関又は医療措置協定を締結した医
療機関と必要な連携を行うこと。ただし、離島地区

※
においては、医療資源が限られていることか

ら必ずしも求めない。その他入院情置を通切に実施するために必要な体制を構築するものであるこ

と。 (※ 離島l也区 :離島の4医療圏)

第二種協定指定医療機関 (発熱外来)

① 感染症法第36条の2第1項第2号に掲げる措置 (外来措置)の実施に係る県知事の要請があつた日か
ら起算して 7日以内に実施するものであること。

② 通知又は医療措置協定の内容として、1日あたり20人以上の診療 l外来措置)を行うものであるこ
と。

2-11-12



第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関が引き続き対応するとともに、流行初期医

療確保措置の対象となる医療措置協定を締結した医療機関や、流行初期から病床確保を行う協定を

締結した医療機関についても対応します。

●発生の公表後の一定期間経過後は、流行初期の段階から医療提供を行つた医療機関に加え第一種協

定締結医療機関である公的医療機関による夕引芯とし、その後 3か月程度 (発生の発表後 6か月程度)

を目途に、順次速やかに第一種協定を締結した全ての医療機関で対応します。

●特に配慮が必要な患者 (精神疾患を有する患者、妊産婦、小児、障害児者、認知症である者、がん

患者、透析患者、外国人)に対する病床についても切れ日のない医療提供体制の整備のため、病床

を確保します。

●新興感染症のまん延期において適正かつ必要な医療が提供されるよう、発生の公表後、適切な時期

に医療機関間による円滑な入院調整ができる体制の構築について、平時より、長崎県感染症対策委

員会等において協議を行います。

。 新興感染症発生時には、長崎県感染症対策委員会に部会を設置し、感染拡大の実情に応し、国が示

す入院対象者の基本的な考え方を参考に、患者の療養場所の振り分けや入院調整時の入院対象者の

範囲について協議し、明確にします。

(3)新興感染癌の観似陶課者等の診纂を行う体制の確保 (発熱外来)

●県は、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に新興感染症の発熱外来を担当する医療機関

と、医療措置協定を平時に締結し、第二種協定指定医療機関に指定します。

●流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関は、流行初期から一定の規模をもつて

対応し、 1週間以内を目途に発熱外来を開始します。

●救急医療を担う医療機関においては入院が必要な疑い患者の救急搬送等が想定されることから、受

け入れ先が確保されるよう、入院・発熱タト来に係る医療措置協定の締結について二次救急医療機関

等に対し、検討をイ足します。

【図】新興感染症対応医療機関と対応時期の目安に関するイメージ

大臣公 3か 6か 月
▼

流行初期以降

一種、 医 床

発
熱
外
来
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(4)自宅・宿泊施設 。高齢者施設等で療養する背への医療提供体制の確保

●県は、新型インフルエンザ等感染症等発生等ノム茂 恒J〕間に、自宅療養者等 (自宅、宿泊施設、高齢者

施設等で療養する新興感染症患者)へ、往診や電話 。オンライン診療を行う病院や診療所、服薬指

導等を行う薬局、訪問看護を行う訪問看護事業所との協定を平時に締結し、第二種協定指定医療機

関に指定します。

●自宅療養者等に対しては、医療措置協定の枠組みを利用し、医療機関や関係団体等の協力を得て健

康観察等を行うとともに、療養者からの相談体制を構築し、自宅療養者等が安心して療養でき、体

調悪化時等に、適切に医療につながる体制を整備します。

●健康観察については、多数の対象者に適切に実施できるよう、対象者の重症化リスクの程度に応し

た実施体制とし、民間事業者や医師会等への委託とするなど、効率 。効果的な実施方法を検討しま

す。

0平時から高齢店施設等の療養者に対し新興感染症に係る医療の提供を行う医療機関、薬局等と医療

措置協定を締結するとともに、曲 鋒孝に夕寸する医療支↓漫体制を確認します。

●高齢者施設等と協力医療機関を始めとするとl“」ニロ)の医療機関との連携について、実効性のあるものに

するため、長崎県感染症対策委員会等を活用し連携の強化を図ります。また、同委員会等を通し、

平時から救急医療機関を含む医療機関、消F方″幾関等の役割を確認し、高齢者施設等に対する救急医

療を含めた医療支援体制を確認します。

(5)紡 支援榊 lの構築

o新興感染症発生時の通常医療の確保のため、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に、特

に流行初期の感染症患者以外の患者の受入や、感染症から回復後に入院が必要な患者の転院受け入

れを行う医療機関と後方支援の協定を締結するとともに、長崎県感染症対策委員会等を通し、回復

した患者の退院先となる介護老人保健施設等の高齢者施設等との連携を]盆化します。

●特に、流行初期医療確保措置対象の医療機関は、後方支援医療機関との運携体制を構築しておく必

要があり、長崎県感染症対策委員会等を活用しながら、後方支援医療機関での受け入れを促します。

(6)感染症医療担当       予防等業務関係者の人羽派遣体制の構築

●新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間において派遣される人材には、感染症患者に対する

医療を担当する医師、看護師、その他医療従事者や、感染症の予防及びまん延を防止するための医

療提供体制の確保に係る業務に従事する医師、看護台市その他の医療関係者があります。人材派遣に

ついて医療機関と協定を平時に締結し、研修や訓練の参加及び実施を求めます。

●新興感染症発生 。まん延時には、医療機関との協定に基づき、新型コ回ナウイルス感染症対策を参

考に人材派遣体制を構築し、団 是供体制の維持に努めます。また、高齢者施設等でのクラスター

発生時は必要に応してゾー三ング等の感染対策の動言を行うことのできる体制を速やかに構築する

ことで、施設内における感染のまん延防止に努めます。

●県内の医療人材の応援体制を整備するとともに、県外から医療人材の応援等を要請する場合の方針
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についても検討し、他の都道府県や国からの応援要請がある場合には、必要な協力を行います。

(7)人材育成

●医療機関は、感染症に関わる人材に対し、国等が行う講習会等に積極的に参加することを促すとと

もに、特に感染症指定医療機関 (第一種協定指定医療機関、第二種協定指定医療機関を含む)にお

いては、感染症対応を行う医療従事者等の新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練を実施す

ること又は、県もしくは保健所や他の医療機関が実施する研修・訓練に医療従事者を参加させるこ

とにより、人材の育成及び資質の向上に取り組みます。

●保健所は、保健所の感染症有事体制に構成される人員を対象に実践的な訓練を行いますが、各医療

圏における協定締結医療機関とも運携した実施を検言寸します。

●医療機関は、平時から、長崎感染制御ネットワーク (感染症対策向上加算の未加算病院も含めた地

域支援ネットワーク)へ参加する等、職員が感染対策に係否研修を受講する機会をつくり、研修内

容等について院内での情報共有に努めます。

●第一種協定指定医療機関は、高齢の患者の対応において、そのケアを意識した適切な療養環境の確

保α観点から、感染症発症早期から適切なり八ビリテーションや口腔・栄養管理の提供のため、医

師、歯科医師、看護師、理学療法士、作諜療法士、言語聴覚士、管理栄蒼士、歯科衛生士等の多職

種連携で夕寸応できるよう人材育成に努めます。

(8)個人防護鼻の備畜

●病院、診療所、訪問看護事業所に対し、各施設における個人防護具 (サージカルマスク、N95マス

ク、アイソレーションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋)の使用量の 2か月分以上の備蓄

を推奨します。

●県内医療機関の初動時 1か月の供給において十分な対応を確保する観点から、本県において医療機

関の初動時 1か月分を目安に、個人防護具を備蓄します。

(9)啓囲争脚

0平時から、県民に対し感染症に関する正しい知識の周知啓発を行うとともに、人権啓発・教育を推

進し、新興感染症が発生した際は、それに起因する差別的な扱い等の実態把握や防止のための啓発、

被害を受けられた方からの相談対応を行います。

●感染症発生時は、新興感染症対応下の医療提供の体制や状況等について県民に周知し、医療ひつ迫

の恐れがある場合には地域医療を守る行動を促すための啓発・広報に努めます。
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4H成果と指標

(1)成果と指標

麟
ストラクチヤー・

プロセス指標

申
(目働

2029年

流行初期 流行初期以降 流行初期
涌 勃 卿

以降

入院が必要な

患者等が適切

な医療を受け

られる体制が

整備されてい

る

脚 触

(流行初期医療確

鮎 魯 嫁 )

395

(2020年 12月 )
(85)

(2023年 8月

事前調査 )

681

(2022年 12月 )
337

(85)

633

重症者用病床 2フ

(2020年 12月 )

30

(2022年 12月 )
19 27

精神疾患を

有する患者

8
(2023年 8月

期 査 )

64

(2022年 12月 )
8 14

姐掻歌扁

16

(2023年 8月

事前調査 )

フ2

(2022年 12月 )
16 23

′lヽ尼

19

(2023年 8月

事前調査 )

2フ

(2023年 8月

事前調査 )

19 27

障害児者

2

(2023年 8月

事前調査)

16

(2023年 8月

事前調査)

2 16

認知症患者

2フ

(2023年 8月

軸 欄 ⑥

38

(2023年 8月
事前調査 )

2フ 38

がん患者

24

(2023年 8月

期 査 )

31

(2023年 8月

荊 船 )

24 31

透析患者

36

(2023年 8月

事前調査 )

49
(2023年 8月

事前調査 )

36 49

タト国人

フ

(2023年 8月

魏 )

9

(2023年 8月

勤 詮 )

フ 9

疑い患者を含

め外来診療体

制が整備され

ている

発熱外来医療機関

数

(流行初期医療確

保措箇 すヽ象)

32フ

(2020年 12月 )
(80)

(2023年 8月

事前調査)

620

(2022年 12月 )

494

(80)
549
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麟
ストラクチヤー・

プロセス指標
申

(目祠

2029年

自宅療養者等

へ医療が適切

に受けられる

体制が整備さ

れている

自宅療養者等への

医療 の提供 (病

院・診療所数)

391

(2023年 8月事前調査)
391

189

(2023年 8月事前調a
189

363

(2023年 8月事前調査 :
363

358

(2023年 8月事前調査)
358

228

(2023年 8月事前周査)
228

269

(2023年 8月事前調査 )
269

自宅療養者等への

医療の提供 (薬局

数)

3フ3

(2023年 8月事前調査〕
373

自宅療養者等への

医療の提供 (訪問

看護事業所数)

フ9

(2023年 8月事前調査〕
フ9

感染症等のま

ん延時におい

ても必要な医

療の提供が継

続できる体制

の構築ができ

る

後方支援医療機関

数
95

(2022年 12月 )
137

派遣可能な医師数 134

(2022年 12月〕
フ2

12

(2023年 8月事前調査〕
12

99

(2022年 12月〕
32

派遣可能な看護師

数

22フ

(2022年 12月 )
157

18

(2023年 8月事前調査)
18

22フ

(2022年 12月 )
82
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感染症等のま

ん延時におい

ても必要な医

療の提供が継

続できる体制

の構築ができ

る

個人防護具を 2か
月分以上確保 して

いる医療機関数
263

549以上
(※対象医療機関の

うち 8割以上)

年 1回以上、新興
感染症患者の受入

研修・訓練を実施

又は外部の研修・

訓練に医療従事者

を参加させている

害」合

61.00/0

(2023年 8月事前調査)
※病院・診療所の蒲 十

1000/0

(2)指標の説明

指標 説明

確保病床数

(流行初期医療確保措置対

象、重症者用、特別な配慮が

必要な愚者等)

協定締結医療機関における対応可能時期別の確保病床数、その中でも

流行初期からある一定の規模で病床を確保する医療機関の病床数、特

別な配慮が必要な病床を確保数 (兼用病床可)。 新型コロナウイルス

感染症対応における最大の対応を目安とし、それぞれ 2023年 8月の
事前調査結果から得られた病床数を目指します。

発熱タト来医療機関数

(流行初期医療確保措置対

象)

協定締結医療機関のうち、対応可能時期別の発熱外来医療機関数、その

中でも流行初期からある一定の規模以上の患者を診る発熱タト来実施医療

機関数。新型コロナウイルス感染症対応における最大の対応を目安と

し、それぞれ 2023年 8月の事前調査結果から得られた医療機関数を目
指します。

自宅・宿泊・高齢者施設療養

者等への医療の提供、病院・

診療所数 (うち往診、電話・

オンライン診療対応機関数、

自宅、宿泊、高齢者施設等ヘ

の対応機関数))、 薬局、訪
問看護事業所数

協定締結医療機関のうち、流行初期以降における自宅・宿泊・高齢者施

設療養患者等への医療の提供を行う病院、診療所 (申 、各療

養先別対応機関数)、 菓局、訪問看護事業所の機関数。新型コロナウイ

)賜鯨躍Mユ寸応の最大値を目安とし、2023年 8月の事前調査結果から
得られた医療機関数を目指します。

後方支援医療機関数

感染症患者以外の患者受け入れや、感染症から回復後に入院が必要な患

者の受け入れを行う医療機関数。新型コロナウイルラ頓瑠Mユす応の最大
値を目安とし、2023年 8月の事前調査結果から得られた医療機関数を
目指します。

派這可能な医師数 (県外含

む)

他の医療機関へ派遣可能な医師数 (県外派遣可能な医師数を含む)。

新型コロナウイルス感染症対応の最大値を目安とし、2023年 8月の事
前調査結果から得られた医師数を目指します。

派遣可能な医師数 (感染制

御・業務継続支援チームに所

属している医師数)

他の医療機関へ派遣可能な医師数のうち、感染症予防等業務関係者の

数。新型コロナウイルス感染症対応の最大値を目安とし、2023年 8月
の事前調査結果から得られた医師数を目指します。

派遣可能な看護師数 (県外含
む)

他の医療機関へ派這可能な看護師数 (県外派遣可能な看護師数を含

む)。 新型コロナウイルラ尊輸題ユ寸応の最大値を目安とし、2023年 8
月の事前調査結果から得られた看護師数を目指します。

派遣可能な看護自市数 (感染制

御・業務継続支援チームに所

属している看護自弔数)

他の医療機関へ派遣可能な看護師数のうち、感染症予防等業務関係者の

数。新型コロナウイルス感染症対応の最大値を目安とし、2023年 8月
の事前調査結果から得られた看護師数を目指します。
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個人防護具を 2か月分以上確
県している医療機関数

協定を締結した病院、診療所、訪問看護事業所のうち、個人防護具を2
か月分以上確保するという内容の協定を締結した医療機関数。8割以上
の医療機関が2か月分以上の個人防護具を確保する体制を目指します。

年 1回以上、新興感染症患者
の受入研修 。訓練を実施又は

外部の研修・訓練に医療従事
者を参加させている割合

協定を締結した病院、診療所、薬局、訪問看護事業所の全てが、年 1回

以上新興感染症患者の受入研修や訓練の実施、または外部の研修や訓練

に参加させていることを目指します。
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第 12節 在宅医療

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

1日 在宅医療について

●在宅医療とは、通院に支障がある方に対し、医療従事者が自宅 (施設 。居住系サービスを含む)を

訪問し、継続的に医療行為をそ子うものです。

。多くの県民は、病気になつても、イ主みl隠れた自宅や地域茫最期まで自分らしい療養生活を送ること

を望んでいます。高齢化の進展に伴い疾病構造が変化し、何らかの病気を抱えながら生活をするこ

とが多くなる中で、「治す医療」ん`ら「治し、支える医療」の充実が求められています。

●在宅医療は、高齢になつても、病気や障害の有無にかかわらず、イ主み慣れた自宅や地域で自分らし

い生活を続けられるよう、入院医療やタト来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、患者

の日常生活を支える医療であり、地蝦包括ケアシステムに不可欠な構成要素です。在宅医療では、

医師や歯科医師、薬剤師、訪問看護師、り八ビリテーション専門職、管理栄養士、介護関係者等の

多咄種が連携し、患者の状態に応した適切な医療サービスを提供する体市」が求められています。

地域包括ケアシステムにおける在宅医療 (イメージ )

。地域包括ケアシステムとは、地域において「住まい」を中心に医療・介護・予防・

生活支援が切れ目なく一体的に提供される体制をいいます。

・市町や県が地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応して作り上げていくこ

とが必要です。

a俊購病院情 ´

い慮所・在祖 損費盟静鼠所
介盟湾触

宿泊サービス寄

よる入院

訪間緊朋鑑:ロ

介ME凛院

鵬
轍
”

一
ぃ
　
攪

↓
持

翻
ギ

※出典 :)夏生労働省

医療 介護・障害
連携

0と治Eとケアマネの追B
違協の例
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2L本嘴詔剪帰状と組

(1)在宅医療を取り巻く環境

0本県の人口は令和2年をピークに、減少に転じています。しかし、75歳以上の人回の増加は顕著

で、令和 17年まで1曽カロが見込まれます。

●局齢者の増カロに伴う通院困難者の増加や地域医療構想の実現に向けた病床の機能分化・連携によ

り、在宅医療等の需要は、令和 22年のピークに向け今後増加することが予想されています。

【図】 】聯根人口推計

出典 :国立社会保障 。人口問題研究所 (H30年推計)

●県内においては、既に医療需要がピークアウトしている地域もあります。また、人回の動向や在宅

医療を支える医療 。介護資源の状況等地域によつて様々で、課題も異なります。課題解決に向けて

は、地域κ県・市町・関係団体が一体となつて在宅医療 ,介護の提供体制を構築していくことが重

要です。

※第 8章 二次医療固ごとの課題と施策の方向性を参照

0医療技術の進歩等を背景として、退院後も人工呼吸器や胃ろう等を使用し、痰の吸引や経管栄養な

どの医療的ケアを受けながら日常生活を営も`′Jヽ児や若年層の患者が増加しています。高齢者の対応

に加え、在宅医療ニーズの多様化への対応も必要になつています。

く人)

0～14歳 醸15～39歳 日40～64歳 65～74歳 ■75歳以上
1,600,000

1′400,000

1′ 200′000

■
■
‐―̈‐‐

生,000,000  : 2■

'67 ■
一

J 10寄ゑ9

800′000
lS缶708

155Jョ 67
お呼 691

600′ 000

400,000

200,000

164,303            1s2,059            138,547            126,629            117,196            1o7,83■

0  -――一――――――一………―― ――― ―一一‐

R2年国勢調査   R7年     R12年     R17年     R22年     R27年

251′ 166

421′ 528

方:々ⅢⅢれ甲

397′ 068

I`hTII

370′ 294

ら静【IIlt4'7

344′ 001

,″を】′)ξ

309′ 595
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279,49よ

,い,hr,IⅢ
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(2)在宅医療の提供体制

●令利 5年度に実施したWEB県政アンケートの結果によると、最期まで自宅等で療養することは困

難であると思うと回答した人の割合は約フ割を占め、困難である主な理由としては、家族への負担

麟 変時の対応不安が挙げられています。

。在宅医療を推進するためには「①退院支援」、「②日常の療養生活の支援」、「③急変時の対応」、「④

看取り」の4つの機能の充実 。強化により、在宅医療の提供体制整備を図る必要があります。

■在宅医療の提供体制に求められる医療機能

※出典 :厚生労働省

0本県においては、在宅医療を適切に提供するために、医療機関相互の連携や市町を中心とした地域の

関係機関の連携、医療・介護等の連携体制づくりにも取り組んでいます。多職種の円滑な連携のため

には、多職種がリアルタイム(コ盾報を共有する体制が重要であることから、ICTを活用した効果的な

情報共有を支援しています。現在、国療情報を共有する手段として、あしさいネット
※が医療機関や

薬局を中心に運用されていますが、在宅での医療や介護を担う居宅介護支援事業所、訪問看護事業所

等での活用が十分でないため、ネットワークの輪を拡大していくことが必要です。

※あしさいネットについて、第 5章第 2節「医療分野の情車団ヒ」を参照

中

●入院初期の段階から退院後の生活を見据えた支援が重要であり、退院支援においては、在宅医療に

関わる医師、訪問看護師をはじめ、医療と介護の多職種が連携し、在宅生活への移行に向けたサー

ビス調整を進めています。

●地域関係者も参加する退院前カンフアレンスについて、全ての関係者が参加しやすい環境づくりを

進めるとともに、入退院盾報共有シート等の効率的ナょN情報共有の仕組みづくりが必要です。

OO～④の機能の確保にむけ、積極的役喜lを担う
・自ら24時間対応体制の在宅医療を提供
・他医療機関の支援
医療、介護

OO～Oの機能の確保にむけ、必要な連携を担う役割
・地域の関係者による協議の場の開催
・包括的かつ継続的な支援にむけた関係機関の調整
瞬l係機関の連携体制の構築 等

医師会書関係回体  等
保健所

在宅療養支援病院  等

在宅医療の提快体制に求められる医原機能

病院、診擁所 (ぬ科含む) ・薬局
訪間娠題事業所  居宅介護支扱亭業所
地域包播支捩センター

短期入所サービス提供施設

相談支援事業所 等

「在宅医療の体制構築に係る指針」による在宅医療提供体制のイメージ ～

多職種連携を図りつつ、24時間体制で在宅医療を提供
・・・・・●●●●●"● ●●中●●●●●●●●●中●●●●●

①日常の療盤支握

④看取り多職程協働による思者や家族の生活を支える
観点からの医療の提供

①緩和ケアの提供

○家族への支援

①

O入院医療機関と在宅医療
に係る機関との協働による
退院支l浸の実施

〇住み慣れた自宅や介護施設等、

思者が望む場所での衝取りの

実施

rJ

在宅療番壱の病状の急変時における往診や訪
問看騒の体制及び入院病床の確保

ｒ

！

―

く 〕
Ｌ

≡

r・艤臨 紗

医療雹守画には、各機能を担う

医療1亀聞等の名称をEE職

在宅医療に必要な連携を担う拠点在宅医療において積極的役割を担 う医療機関
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●退院後、回腔の状態が悪くなり、食事が十分にとれず、状態が悪化して再入院となるケー乃 辻曽加

しています。退院後も適切な口腔ケアが受けられるよう、入院時からの回腔ケアと退院時の医科と

歯科の時報共有が必要です。

②日常0頑蜃生活の支援

●自宅や施設における高齢者等の日常の療養生渚を支えるためには、主治医や、その指示に基づき日

常の医療処置を行い、家族も含めた療養生活の相談を受ける訪間看護師をはじめ、口腔機能の維

持・向上を行う歯科医師や歯科衛生士、最適かつ安心安全な薬物療法の提供を行う薬剤師、栄養指

導を行う管理栄香止やリノ(ビリ指導を行うり八ビリ専門職及びケアマネジャー等の介護専門韓き

ど、多職種が相互に連携しながら患者や家族をサポートすることが重要です。

●新型コロナウイルス感染症対応において、介護保険施設や有料老人ホームなどにおける生活機能が

低下した高齢者の救急船送が願在化しました。施設から医療へのアクセス手段の多様化など、施設

と医療機関の連携B盆化を進める必要があります。

【訪問柳

●訪問診療件数 (各年 9月の 1か月間)は、平成 27年 フフ′693件が、令和 3年 98′ 4フ4件と約 1.2

倍に土勤日しています。一方で、訪間診療に対応する届出医療機関は、平成 2フ年の 341箇所から令

和 3年 321箇所と減少しています。特に在宅療養支援診療所においては、医師数が少ないことや

昼夜問わない文寸応などが課題として挙がっています。

【図】訪問診療届出医療機関数と訪問診療実施件数
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

【図】在宅療養支援病院数の推移  (単位 i施設) 在宅療養支援診療所数の推移  (単位 :施言動
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出典 :厚生労働省「困向鯨鋼 査」、九州厚生局届出状況 (10月 1日時点)

●本県の人口あたりの在宅療養支援医療機関の設置状況は今回と比較し多い状況ですが、在宅療養支

援医療機関が 1箇所もない市町もあるなど資源の偏りも見られます。

【図】在宅療養支援医療機関数の全国との比較 (令和 3年 3月時点)

出典

●令和 5銅支に県独自で実施した在宅医療等実態調査によると、訪問診療を行つている医師の年齢階

級では、50～フ0歳代が約 8割を占めています。また、今後 10年若しくはそれ以上訪問診療を継続

できると回答した医療機関は約 1/3にとどまり、訪問診療をそ〒う医師の高齢化に伴い医師の負担軽

減や対 オ確保が課題となつています。

。実態調査において、在宅診療を実施するうえで特に大変なこととして、24時間対応の困難さを挙げ

る医療機関が多く、これは、在宅医療の多くが診療所を中心とした」ヽ規模な組織体制で提供されてい

ることが主な要因と考えられます。24時間対応、急変時の対騒 び看取り機能鋤是供体制を整備す

るための運携体制の構築が必要です。

【訪問看蜘

。在宅医療の提供にあたつては、訪問看護師の役割が重要です。訪間看護事業所数は、2021年偕訴日

3年)10月現在 134箇所となつています。近年、訪間看護ステーションの従事者数も増えており、

精神科訪問看護や′」ヽ児訪問看護の提供に特化する事業所もみられています。在宅医周目端 」の構

築では、24時間体制、小児訪問看護の実施体制、ターミナルケア実施体制が求められています。

●過疎地域における小規模事業所や新規事業所は人材育成体制が十分でない状況があります。県全体

で、小規模事業所 (看護職員常勤換算 5人未満)が約 4割を占めています。◆後の在宅医療の需要

増大を見据え、訪間看護師の確保や多様な医療ニーズに対応できる訪問看護師の育成が課題です。

●医師の手順書により、一定の診療の補助が可能な「特定行為の研修を受けた看護師」の育成や、訪問

人口 10万メヽ|

長崎県 錮

在宅療養支援病院 2,5施設 1.2所靖隻

在宅療養支援診療所 21.6航環隻 11,9所E三隻
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

看護師の家日識・網験に応した石用彦、専門技術研修等の実施、さらには、訪問看護事業所や訪間看護師

を総合的に支援するため、訪問看護サポートセンターを中心に訪問看護師として活躍できる環境整

備を進めています。

【訪問歯科診療の状況】

●在宅療養支援歯科診療所の届出施設致は、平成 2フ 年 138箇所から令和 3年 182箇所(ユ曽加して

います。今後の在宅医療の三―ズの増大や高齢化に伴い摂食呻下障害等を有する患者の増加を見据

え、訪問歯科診療を実施する医療機関の増加や歯科医療従事者の確保が求められています。口腔衛

生・機能管理が誤呻 1生月市炎の発症予防につながるなど、回腔と全身との関係が広く芋計画されてお

り、医療機関やケアマネジャー等日常療養を支援する多職種の連携をさらに推進していくことが必

要です。

【訪 Fロヨ薬却li部尉旨線の状況】

●薬学的管理・服薬指導等の在宅医療サービスを提供できる人材を育成することが必要です。

●「ん`かりつけ薬剤師」として、患者a眼栞盾報を一元的且つ継続的にす巴す戸至することや、それに基づ

く薬学的管理・指導を行うことが求められていますが、地域の薬局では、薬剤師一人の所が多く、

在宅への訪間を行うことが困難であることが指摘されており、訪問薬剤管理指導を行う薬測師の育

成が必要です。

o近年、医療的ケア児やがん患者等の専門的な薬学管理が必要な利用者に対して、高い専F〕陛が求め

られており、他の瞬 目対栃隻との密な連携と薬物療法支援体制の構築が必要です。

【訪聞来養食事指静②閃兄】

●在宅で療養している高齢者のうち独居世帯の高齢者に低栄養状態がみられる場合があります。低栄

養状態は、疾病の悪化や免疫力の低下による感染症等の発症につながります。在宅栄養食事指導の

提供体制の充実が必要です。

【訪問り八ビリテーショЙ制時刑

●通院、通所が困難になつた場合に、居宅において実施する訪問り八ビリテーションの重要酌 u曽し

ています。訪間り八亡リテーションにおける介護給付費の請求事業所数は、令和 2年の 98箇所

(4月審査分)から令和 5年 108箇所 (4月審査分)と増加しています。

(参考)市町別の医療・介護資源の状況

市町

訪朧 事業所数 (※ 1) 緋

支援

期

(※2)

醸

支才浸

醜

(※2)

酌 隻 (※ 3)

実数 看護自頭数
1箇所あたり

看護師数

介護老人

帥

構 人

帥

鱚

動

鱚

樫

軸

長崎市 54 286 5.29 129 11 49 15 3 3

イ左世保「lコ 18 105 5.33 36 4 25 10 4 2

島原市 5 37 フ.40 8 2 8 2 1 1

諫早市 17 81 4,76 38 3 16 4 3 3

大村市 8 46 5.フ 5 25 1 5 2 0 1

平戸市 1 6 6.00 2 1 5 3 1 0
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裕 赫 3 14 4.66 1 1 5 1 1 1

対馬市 3 9 3.00 0 0 6 2 0 0

壱岐市 2 12 6.00 4 1 4 2 0 0

五島市 5 17 3.40 2 1 フ 3 0 0

西海市 3 12 4.00 3 1 4 2 0 0

雲仙市 2 7 3,50 10 0 6 3 0 1

南島原市 4 14 3.50 5 3 8 4 1 0

長与町 3 1フ 5.66 8 2 3 1 0 0

時津町 1 2 2,00 6 2 2 3 0 0

東彼杵町 1 フ フ.00 1 0 1 1 0 0

川棚町 1 3 3.00 0 0 1 0 0 0

波佐見町 1 5 5.00 6 0 2 0 0 0

′
lヽ値 賀 町 0 0 0 0 0 1 0 0 0

佐々町 1 10 10.00 3 0 2 1 0 0

新 卜石島町 1 6 6,00 0 1 5 2 0 0

聯 134 696 5.19 287 34 165 61 14 12

第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

※出典 :(1)介護サービス施設・事業所調査 (R3.10.1) (2)厚 生局届出施設致 (R3.3.31)

(3)県の長寿社会課調べ (R5.4.1現在)

③柳 応

●在宅療養が困難な理由の一つに、急変時の対応に関する不安や家族への負担が挙げられています。

そのため、24時間対応が可能な連携体制や、病院や有床診療所における緊急時の入院受入れとい

つ駒 支!浸体詰堕滓築が必要です。

●急変時の対応については、日ヒ買から患者 。家族と、医師をはじめとする関係者の間で繰り返し話し

合い、患者本人の意思を尊重しながら適切に対応することが求められています。

0本県において、24時間往診が可能な在蝉 医療機関は、令和 3年 321箇所です。うち、複

数の医師により、緊急往診や看取りに対応する機能強化型の在宅療養支援医療機関 (単独型 。連携

型)は、計 58箇所で全体の約 50/。となつています。

0日頃から在宅医療を行う診療所等と患者の盾報を共有し、緊急時の円滑な入院受入れを行う在宅療

養後方支援病院は、県内に 13箇所 (令和 4年)あります。200床以上の病院が指定されることと

なつており、訪問診療を行う医師の負担を軽減し、在宅医療の運携拠点のひとつとして噺 曼割を果

たすため、二次医療国における後方支援病院の充実が必要です。また、地域包括ケア病床への転換

等による後方支援機能の充実も必要です。

C耀郭取り

0場所別の死亡者数をみると、病院 69.50/0、 診療所 4.20/0と多くの方が医療機関で亡くなつていま

す。在宅等死亡割合 (自宅、老人ホーム、介護医療院・老人側魁鯨9(よ、平成 27年 18.40/0から

令和 3年には 24.60/0と増加しているものの、全国平均より低し判効 です。
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

出典 :令和 3年「人口動態調査」9厚生労働④

【図】在宅等死亡割合の経年変化 (全国比較)
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

●在宅医療では療養の開始時や急変時、看取りの対応等につき、患者本人 。家族による意思決定を尊

重することが重要であり、在宅医療関係者に対する、看取りに関する知識沖人生の最終段階におけ

る医療に関する研修、看取りの事

'llを

多職種で共有する機会の設定に加え、施設等における看耳又り

への支援等が必要とされています。

●在宅や施設での看取りを進めることは、救急救命等の医療機関との適切な役割分担による医療提供

体制の安定にもつながります。

●看取りの実施は、緊急往診や休日・夜間への対応が必要となることから、医療機関鴨 国が大きい

ため、医師間や多職種間での運携や、機能強化型の在宅療養支援医療機関の整備の推進等が必要で

0。

(3)在宅医療 。介護の連携

●地域医療構想による病床の機能分化・連携に伴う在宅医療等の需要増加への対応や医療と介護の両

方を必要とする高齢者が、住み償れた地域て自分らしい暮らしを人生の最後まで続けられるよう、地

域における医療・介護の関係機関及び市町が運携し、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供する

ことが重要です。

●現在、全ての市町に、在宅医療・介護連携推進事業に基づく在宅医療・介護連携支援センターカ惰姫

されており、在宅医療・介護連携に関する相談支援などを実施しています。

●医療については、市町ら 十九を超えた広域の施策展開が多いため、市町において 剛聯k的な在宅医療・

介護連携推進のあるべき姿」をイメージして実施することが難しく、医療との連携に苦慮している状

況です。

0このため、特に市町の範囲を超えた広域な視点が必要な在宅医療・介護連携に関する関係市町の連携

については、医療に係る専門的・技術的対応が必要であることから、第 8期介護保険事業計画期間よ

り都道府県が主体的役割を果たすよう見直されており、県に対しては、保健所が中心となつた績極的

な取組が期待されています。

●患者の尊厳ある生き方を実現するためには、本人の意思が尊重された医療及びケアが提供される必

要があり、そのためには、予測されない急激な変化に備えて、本人の意層D確認が可能なうちから、

その意思を家族や医療・介護従事者等が共有しておくことが重要です。

0このため、市町を中心に ACP(ア ドバンス・ケア・プランニング)の普及啓発に取り組んでいます

が、令利 5年度実施のWEB県政アンケートでは、ACPについて「共日らなかつた」と回答した人が8

割を占めており、引き続き、県民への普及啓発の取組が必要とされます。

※ACP(ア Wぐンス・ケア・プランニング):イ聯権厩期ヒlこ備え、将来の医療及びケアについて、患者本人を主体

に、その家族や近しい人、医療・ケアチームが繰り返し話し合いを行い、患者本人の意思決定を支援するプロ

セスのこと。患者の人生観や価値観、希望に沿つた将来の医療及びケアを具体化することを目標としている。
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※出典 :厚生労働省
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椰題府颯(籠 所0)による支担
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在宅医療・弁護連携の推進
○ 医療と介産の両方を必要とする状艤の高脳 が、住加 れ″削 鞭 自分らしい再らしを協けることができるよう、地
増における医療・介護のB日係機関 (※ )が連携して、包活蘭かつ継協的な在宅医療 ,介饉を提供することが重要.
(※ )在宅療姿を支える関係機関の例
・診療所・在宅療晏支援診療所・歯料診療所等  (定期的な訪間診療等の実施)
。病院・在宅療曇支援病院・診療所 く有床診療所)等  (急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施)
。訪問看護事業所、薬局  (医療機関と連携し、Л騒薬管理や点滴・褥塘l四霞等の医療処置、看取リケアの実施等)
・弁護サービス事業所  (入浴、排せつ、食事等の分護の実施)

0 このため、露係機関が題携し、多職種協的により在宅医療・介護を一体的に提供できる体朗を構築するため.部道府
県・保健所の支援の下、市区町村が中心となつて.地増の医師会帯と緊密に連携しながら、地観の関係機関の連続体制
の構築を機造する。

在零睡歳 `

等
領選府県・保健所

介顔サービス事彙所

織
―
。在宅藤豊支援競 所 ,歯科擁 所磐

め問葛種等

筋間診療 患雪

病腕。在宅患姜支顔病院

・地域の医療・介護関係者による会協の開催
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付
。在宅医療・介題関係者の研修 等

対応策の

「 “

0真博
介諷関係●

市町村

地域包括ケアシステムの実現に向けた第劇朋介護保険事業計画期間からの在宅医療・介護連携推進事業の在り方

地 itの 11会 質織 (医療機関 介露手嘉 P帝
の機能等)や、在宅区擦や介避サー七:スの
利手I手窮の構韓,0"
B 将来の人口動慇、地域持性に応したエー
ズの鷲と

'(葎
宅〔憲擦など

'D 協韓を筆埋しリス トやマップ縛影段な頌
保を盟,Rし て,t範・′占用

Ⅲ館 は 崎からの届

"Aお
関に嗣 との聰れがae

―
析・環題抽出・棘

P的命

在宅■鼠・介阻B協に関する個晨支盟
● コーディネーターの配田爾による1日段
意口の殻口 ':

い関係甍の奪協を支燿する相談会の開筐

ユヽ E瞭・ 介協側 mの 研修
□ 多亀権の協●・攣協に関する研停
のA`施 (地域ケア会素食む )
D 筐療・介驚にaCするう

'l篠

の翼ぬ
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3口 施策の方向性

在宅医療の需要の推移を見据え、在宅療養を希望する患者が住み隠れた地域で必要な医療を
~女′いし

て受けることができるよう (1)在宅療養に向けた入退院支援 (2)日常の療養生活の支援 (3)急

変時の対応 (4)患者が望む場所での看取りを目指し、と也域における医療や介護の多職種連携を図り

ながら24時間 365日体制で在宅醐 Ч訣 される体制を構築します。

【目標】

・在宅医療の需要に応した在宅医療・介護サービスを整備します。

・在宅医療医師の負担軽減や在宅医療に携わる多職種連携の取組を促進します。

・地域包括ケアシステムの充実に向けた体制を整備します。

(1)在宅医療圏域の設定

●医療に関する知識の普及、在宅医療に関わる医療機関等の体制整備等の事業を推進する地域単位とし

て、「在宅医療固域」を設定します。

●人口の動向や在宅医療を支える医療・介護資源等に大きな地域差があり、課題も地域ごとに異なること

から、原則市町単位 (在宅医療・介護連携支援センターを合同で設置している東彼杵町、川棚町、波

佐見町は3町を 1回域とします)を基本とします。市町は、郡市医師会等関係機関と連携・協力しな

がら地域の特性に応した取組を進めていきます。

●県は、関係団体等と連携し、在宅医療・介護連携推進事業を実施する市町の取組を支援し、また広域

的な体制づくりを支援していきます。

(2)在宅医療の提供体制の基盤整備

①在宅医療において積極的役割を担う国療機関

●在宅医療における「退院支援」、「日常の療養生活の支援」、臨変時の対応」、「看取り」の4つの機能

の提供床制の構築に向けて、在宅療養支援診療所及び在鉤 院を在宅医療において積極的役

割を担う医療機関として位置づけます。離島等医療資源が限られている地域においては、1也域の中核

的な医療機関がそ嚇隻害Jを担うことが期待されています。

●積極的役割を担う医療機関は、医療機関自ら24時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、他

の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障害福祉現場での多職種連携の支援を行います。

醐 役割を担う医療機関に求めること】

(1)目標

・在宅医療の提供及び他医療機関の支援を行うこと

。多職種が連携し、包括的、継続的な在宅医療を提供するための支援を行うこと

。災害時及び災害に備えた体制構築への対応を行うこと

。患者家族への支援を行うこと

(2)考覚害」

・医療機関 (特に一人の医師が開業している診療所)が必ずしも対応しきれない夜間や医師不在時、患者の病

状の急変時等における診療の支援を行うこと

2-12-11
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・在宅の療養に移行する患者にとつて必要な医療及び介護、障害福祉サービスが十分に確保できるよう、関係

機関に働きかけること

・臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受ける機会等の確保に努めるこ

と

・災害時等にも適明な医療を提供するための計画 (人工呼吸器等の医療機器を使用している忌者の搬送等に

係る計画を含む。)を策定し、他の医療機関等の計画策定等の支援を行うこと
。地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害爵膀 ビスや抑 凹勒或

につながるサービスを適切に紹介すること

。入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受け入れを行うこと

②在宅医療に必要な連携を担う拠点

●医療機関の連携溶制の構築や、医療機関の訪問柳 融虫 患者の急変時に24時間対応でき

る体制の整備、専門職の人材育成等を推進するための拠点を各市町に当南し、「在宅医療・介護連携

推進事業」との連携を進めます。

●介護側険法に基づく在宅医療・介護連携推進事業の主体である市町を「在宅医療に必要な連携を担う

拠点」に位置づけ、地域の三―ズに応した在宅医療・介護の提供体制の整備に取組みます。

【在宅医療に必要な運携を担う拠点に求めること】

(1)目標

・夕夕耳餅重1訂動による包括的かつ継続的な在宅醐 足供体制の構築を図ること

・在宅医療に関する人材育成を行うこと

・在宅医療に関する地域住民への普浸啓発を行うこと

。災害時及び災害に備えた体制構築への支援を行うこと

(2)イ覚害」

・地域の医療及び介護、障害福祉の関係者による協議を定期的に開催し、在宅医療における提供状況の把渥、

災害口寺文寸応を含む連携上の課題の抽出及びその対応策等を実施すること

■蜘 括ケアシステムを踏まえた在宅医磨砿茨幹嘲輪」を整備する観点から、ユU敷の医療及び介護、障害福祉

サービスについて、所在地や機能等を把握し、地域包括支援センターや障害者相談支援事業所等と連携し

ながら、退院時から看取りまでの医療や介護、障害福祉サービスにまたがる様々な支援を包括的かつ継続

的に提供するよう、関係機関との調整を行うこと

・質の高い在宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による急変時の対応や 24時間体制の構築

や多職種によるll群陀増営て研腿 を図ること

・在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な知識・技能に関する研修の実施や1辞臣叫日々暫子う

こと

。在宅医療に関する地域庭民
^の
普及啓発を実施すること

(3)4つの機能ごとの鰤 l整備

在宅医療に必要な連携を担う拠点を中心とし、在宅医療を担う医療や介護の関係機関相互のより

―層が 里解促進と、関係する各職種がそれぞれの専F〕陛を発揮し、協力と役割分担のもと在宅療養

患者を支える体制づくりを推進します。
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①測藩緩

●高齢者等が、病院から在宅に移行する際、医療機関と地域包括支援センター、ケ/ママ、ジャー等の

地域関係者との切れ目のないサービス提供をするため聞 共有を図るとともに、情報共有等のルー

ルを定めた入退院支援ルールを地域の
~夫l情に応じて策定、運用するなど地域における入退院支援の

仕組みづくりを推進します。

●入退院や施設等への入所、在宅医療卜の移行の流れにおいて、患者の歯科診療や1群助 中ヾ断される

ことのないよう医科と歯科の連携推進に努めます。

②日常の原督生活の支援

●県は、在宅における継続的な療養と訪問看護事業所の効率的な運営を図るため、複数の訪問看護事

業所が一人の患者に対応する仕組みづくりを推進し、また、訪問看護の機能強化及び事業所の安定

的な運営つながるよう、訪問看護サポートセンターにおける訪問看護事業所や訪問看護師の総合的

な支援により、訪問看護を担う人材の確保や育成、安定的な訪問看護サ=ビスの提供体制の整備を

;釘ヒします。

●県は、自宅や施設での高齢者等の生活の質を維持する国腔管理、栄養管理及びり八ビリテーション等

の継続的な提供を図るため、地域ケア会議やサービス担当者会議を活用した歯科衛生士 。管理栄養

士・り八珊等の専門職と地域包括支援センターの連携など、介護予防・自立支援及び重度化防止のた

めの体舗ll整備に向けた市町の取組を支援します。

●在宅医療に関わる各機関は、あじさいネットの活用等、ICTの導入により多職種間の円滑想盾報共有

を図ります。

●ん`かりつけ歯科医師等、地域の歯科医師が、市町の地域包括支援センター等の関係者を通して、在宅

において回腔管理が必要な要介護者、小児及び障害者等に関する情報を共有することで、早期に歯科

診療につながる仕組みづくりを進めます。併せて、医療・介護の多職種と連携しながら、口腔内と全

身の健康状態の改善を通して、在宅療養患者の QOL(生活の質)の向上を図つていきます。

●薬局におけるかかりつけ薬剤師の推進や健康サポート薬局の周知を図り、デジタル化による保健・

医療1群風(介護含む)を積極的に利活用しながら、葉剤師げ積極的に在宅医療、介護予防、自立支援
。重度化防止に関わることができる取組を進めます。

●県は、在宅療養の継続を図るため、ショートステイ、小規模多機能型居宅介護や小規模多機能型居宅

介護の整備に文寸して支援を行います。

●県は、介護施設における入所者の急変時の医療ニーズヘの対応について、介護施設と在宅療養支援病

院など在宅医療を支援する地域の医療機関等との連携をさらに強化することで、施設の医療対応力

の強化と施設職員の負担軽減を図ります。

③急変時の対応

●市町は、家族の負担を軽減するため、急変時に速や力Ч]‖詳的 絶 きるシートの作成、安定的なケ

アの提供が行える体制の構築を進めます。
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●局齢者等の急脚 医療機関への搬送増加や、地域包括ケア病棟の充実等を踏まえ、在宅等での急変時

に適切に搬送されるよう、地域における在宅医療・救急隊等の関係者間の連携体制の構築を支援し、

本ムの意思が尊重される環境を検討し整備します。

●地域において、在宅支援診療所・病院の往診・訪問診療の効率化を図るとともに、地域におけるかか

りつけ医、訪問看護事業所、施設篭に対する在宅療養後方支援病院等によるパックアップ体制の構築

を図ります。

④看取り

●在宅における看取りに際し、利用者が穏やかな気持ちで残された日々を少しでもよりよく家族と過

ごせるよう、地域において、ん`かりつけ医、訪間看護師、介護職等の在宅医療・介護関係者が連携し、

日常的な療養上の世話や痛み等の症状管理、利用者や家族の精神的なケア等、急変時や日常療養生活

をサポートする体制づくりを図ります。

●在宅医療を 24時間提供する在宅療養支援医療機関の、特に時間外・休日の看取りに対する対応を支

援するための検討を行います。

●看取りを実施できる介護施設を上曽やすため、施設で看取りができる人材の育成に取組むとともに、介

護施設と医療機関、訪問看護事業所との連携推進を図ります。

●患者や家族、県民に対して、人生の最終段階における医療や看取りに関する適切想聞 提供を行いま

す。また、在宅医療に関する知識の普及や啓発を実施し、在宅医療への理解を深めます。

(4)在宅医療・介護連携

●市町の取組状況を確認し、か

'〕

り`つけ医機能報告等も踏まえた協議の結果も考慮しつつ、広域胸医

療資源に関する情報提供、医療と介護の連携に資する実態把握及び分析に取組みます。

●県は、市町の在宅医療・介護連携推進のため、研修会の開催、他市町の刷鯉割列の横展開、必要な

データの分析・活用支援等総合的に在宅医療・介護連携事業を進めることができる人材育成に取組

みます。

●保健所と情報共有を図りながら、二次医療国内やそれ以外の市町との広域連携、県医師会等関係団

体との調整、入退院時における医療機関職員と介護支援専門員の運携など広期的な医療機関と地域

の介護関係者との連携・調整に取組みます。

●県は、ACPについて、と也域においてACP推進の核となる人材を養成し、養成した人材を市町が行

う住民への普及啓発や医療・介護従事者に対する際 に講師として派遣するなどにより、患者

本人の意思決定を支援する環境整備を図ります。

(5)在宅医療に関わる人本オの育成と確保

●各関係団体は、質の高い在宅医療サー亡スの提供が担える人材の育成に取組みます。

●県は、在宅医療従事者の安全確保について、実態把握を行い、対策について検討します。
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●看護協会は、訪問看護師として、若い時から経験を積めるよう体系的な研修プログラムを検討し、人

材の育成、確保を図ります。

●各地域において、訪問診療を行う医師及び訪問看護師等との運携体制の構築を図り、個々の在宅医療

関係者の負担軽減とパックアップ体制の確保を検討します。

●県は、訪問歯科診療医師や訪問薬剤管理をそ子う薬剤師の確保に向けた対策を検討します。

4日 成果と指 1票

(1)成果と指標

●介護保険事業 (支援)計画との整合 l生を確保する観点から令和 8年度末の目標を設定します。

● (★)は、二次医療固域との共通指標です。

(2)指標の説明

麟 ストラクチヤー・プロセス指標
幹

(2021年 )

(目翔

2026年

跡退院支援】

切れ日のない継続的な医療体制
を確保すること

退院支援の実施件数 51′ 2フフ 57′718

【日常の療養支援】
継続的、包括的にケアを提供す
る体制を確保すること

冨方問諺瘍朝)う動働字数 (★ ) 98,4フ4 109′ 918

訪問看護の実施件数 フ′086 8′843

臨 変時の対応】

病状急変時に対応した診療体制
を確保すること

機能強化型訪問看護ステーションが

ある在宅医療固域散
4 13

【看耳叉り】
患者が望む場所での看取り体制
を確保すること

在宅ターミナルケアの実施件数 1′220 1′349

離 的槻 アウトカム指標
韓 績

(2021年 )
(目働

2026年

住″慣れた地域で人生の最終段

階を迎える方がl曽えること

在宅死亡割合 24.60/0 全国平均

看耳叉り数 (死亡診蛯 のみの場合を含
む陀 プ H報翔 (☆ )

2′ 248 2′486

指 標 説 明

退院支援の実施件数

診療所や病院の退院支!展す日当者等の支援により、円滑な退院支援を受け
る「退院調整加算」件数 (レセプ ト件数)の増加を図ります。
※出典 :NDB

訪問診療の実施件数
「在宅患者訪間診療料」の算定件数(レセプト件数)の上曽加を図ります。
※出典 :NDB

訪問看護の実施件数
訪問看護利用者 (医療保険利用者と介護保険利用者の合計)(lヶ月の
利用者)の増加を図ります。※出典 :介護サービス施設・事業所調査

機能強化型訪間看護ステ

ーションがある在宅医療

醐

機能強化型訪問看護ステーションがある在宅医療固域の増加を目指しま

す。※出典 :NDB
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第 2章 5疾病 6事業及び在宅医療

(3)在宅― 扱うにあたり理解が彬要は用語の説朋

○訪問診療と往診

患者と約束した日時に定期的に訪問医療を行うことを訪問診療といい、患者の求めに応して不定期

に訪問医療をそ子うことを往診という。

○在

24時間連絡を受ける医師又は看護職員を配置し、往診等の体制が構築されている診療所であり、

厚生労働省にその旨のF由出を行つたもの。常時 3名以上の常動医師が確保されている場合は、強化

型として届出が可能

○在土

―

院

複数の勤務医で在宅医療を行う。夜間などの当直医には、当直医以夕Hこ在宅のオンコー)レ医を配置

する必要がある。

○在宅医療後方支跡 院

通常許可病床が 200床以上で、在宅医療を提供する医療機関と連携し、24時間連絡を受ける体
制を確保している。連携する医療機関の求めに応じて、入院希望患者の診療が24時間可能な体制
の確保等の条件がある。

○介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーn
自宅での介護が困難な寝たきりの方等に対して、入所により、入浴や食事をはじめとする日常生活

の介護や機能訓練、健康管理、療香上の世話などのけ―ビスを提供する施設

○介護医療院

要介護者であつて、主として長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス計画に基づい

て、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護および機能訓練その他必要な医療並びに日

常生忌との世話を行う施設

○介護老人保健施設

病院と自宅の中間的斯 曼害」を持ち、在宅復帰をめざすための医療山ケアやり八ビリテーションを提

供する施設

○介證療養型医療施設 (― 床の一千璽)
1目陛的な症状のための療養を行うため、医療機関の療養病床のうち、介護保険が適用される施設

○訪問介護

介護福祉士や訪問介護員が介護を要する利用者の居宅等を訪間し、入浴、排泄、食事等日常生活を

送るうえで必要となるサービスを提供

○訪間看護

訪問看護事業所から、看護師や保健師、理学療法士、作業療法士などが、介護を要する利用者の居

宅等を訪問し、療養にかかわる世話や、医師の指示のもと、必要な診療の補助を行う。

O通所り八ビリテーション
医療機関や介護老人保健施設などで、食事や肉谷などの日常生活の自立を目的とする機能回復の訓

練などを日帰りです是供

在宅ターミナルケアの実

施件数

「在宅ターミナルケア加算」等の算定件数 (レセプト件数)叫 カロを目指
します。※出典 :NDB

在宅死亡割合

住み慣れた地域で人生の最終段階を迎える方の増加を目指します。

※出典 :国の人口動態統計における、全死亡者のうち、自宅、老人ホー

ム、介護医療院・介護老人側団続賃 死亡した者の割合

看取り数 (死亡診断書のみ

の場合を含む)

「看取り加算」等の算定件数 (レセプト件数)であり、住み慣れた地域
で人生の最終段階を迎える方力Ч曽えることを目指します。※出典 :NDB
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